
【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年９月28日

【事業年度】 第19期(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

【会社名】 株式会社ウイルプラスホールディングス

【英訳名】 WILLPLUS Holdings Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　成瀬　隆章

【本店の所在の場所】 東京都港区芝５丁目13番15号

【電話番号】 03-5730-0589

【事務連絡者氏名】 取締役　専務執行役員　宇田川　宙

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝５丁目13番15号

【電話番号】 03-5730-0589

【事務連絡者氏名】 取締役　専務執行役員　宇田川　宙

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

 

EDINET提出書類

株式会社ウイルプラスホールディングス(E32181)

有価証券報告書

  1/123



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 2022年６月 2023年６月 2024年６月 2025年６月 2026年６月

売上高 (千円) 39,696,158 44,115,675 47,745,094 88,614,291 96,839,676

経常利益 (千円) 2,377,641 1,943,923 1,562,336 1,897,623 1,427,511

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 1,550,541 1,302,460 1,120,495 1,443,511 1,108,515

包括利益 (千円) 1,550,541 1,302,460 1,120,495 1,558,116 1,187,654

純資産額 (千円) 8,829,660 9,746,309 11,073,666 12,204,734 12,893,666

総資産額 (千円) 18,630,096 23,644,787 32,151,316 37,231,145 43,917,519

１株当たり純資産額 (円) 923.02 1,005.48 1,077.91 1,187.23 1,283.99

１株当たり当期純利益金額 (円) 162.84 135.45 116.00 158.43 121.92

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) 159.70 133.56 115.31 158.18 －

自己資本比率 (％) 47.4 41.2 30.5 29.0 26.6

自己資本利益率 (％) 19.0 14.0 11.5 14.0 9.9

株価収益率 (倍) 5.5 9.0 9.8 6.2 7.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,910,391 △2,266,291 2,505,529 △1,303,128 764,299

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △217,997 △412,036 △3,857,981 △545,043 △3,007,561

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 469,407 1,430,337 4,566,015 2,578,576 4,454,643

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 5,538,335 4,290,345 7,503,908 8,234,313 10,445,576

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名)
523 575 660 759 930
〔2〕 〔1〕 〔4〕 〔20〕 〔13〕

 

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めて

おります。

２．第18期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第17期に係る各数値について

は、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

３．2026年６月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、希薄化効果を有している潜在株式

がないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 2022年６月 2023年６月 2024年６月 2025年６月 2026年６月

売上高 (千円) 954,335 981,497 1,013,804 5,413,932 1,366,279

経常利益 (千円) 387,091 326,114 204,614 4,332,983 180,093

当期純利益 (千円) 271,632 239,898 154,716 4,278,570 40,789

資本金 (千円) 231,768 255,618 388,885 397,930 397,930

発行済株式総数 (株) 9,951,200 10,078,400 10,364,060 10,412,300 10,358,400

純資産額 (千円) 1,616,442 1,470,530 581,367 4,432,889 4,102,000

総資産額 (千円) 6,720,497 8,440,518 13,320,763 21,332,062 26,661,543

１株当たり純資産額 (円) 168.98 151.71 61.40 482.50 445.64

１株当たり配当額
(円)

34.90 41.17 43.51 45.06 46.00
(１株当たり中間配当額) (5.00) (15.00) (16.00) (17.00) (18.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 28.53 24.95 16.02 469.60 4.49

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) 27.98 24.60 15.92 468.84 －

自己資本比率 (％) 24.1 17.4 4.2 20.6 15.2

自己資本利益率 (％) 16.9 15.5 15.3 173.1 1.0

株価収益率 (倍) 31.3 48.9 71.4 2.1 198.4

配当性向 (％) 122.3 165.0 271.7 9.6 1,025.4

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名)
41 54 58 72 82

〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔3〕 〔3〕

株主総利回り (％) 91.1 125.8 122.6 111.9 107.3

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) (98.6) (123.9) (155.6) (162.0) (232.1)

最高株価 (円) 1,200 1,356 1,280 1,277 1,088

最低株価 (円) 767 828 959 826 878
 

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益金額

及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めて

おります。

２．第15期(2022年６月期)の１株当たり配当額には、特別配当1.12円を含んでおります。

３．最高・最低株価は2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場、2023年10月20日より東京証券取引所

スタンダード市場におけるものであります。

４．2026年６月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、希薄化効果を有している潜在株式

がないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社グループは、輸入車ディーラー事業及び中古車輸出関連事業を行っております。

輸入車ディーラー事業は、連結子会社６社において、それぞれ取扱うブランドごとにインポーターと正規ディーラー

契約を締結し、新車及び中古車販売、車輌整備並びに損害保険の代理店等を行っております。

中古車輸出関連事業は、株式会社ENGが主にマレーシア向けに日本の中古車の輸出を行っております。

　

当社グループの創業は、福岡県北九州市において当社代表取締役成瀬隆章の実父である成瀬斌英が、1997年１月に

「株式会社さんふらわあシージェイ」（のちに株式会社福岡クライスラーに商号変更）を資本金50,000千円で設立した

ことに始まります。福岡市内に新社屋を構え、西日本地区で最初のクライスラーの正規ディーラーとして輸入車販売事

業を展開してまいりました。

　2004年10月、当社代表取締役の成瀬隆章が、自己資金等により同社株式を全株取得し、当社グループとしての事業活

動が始まりました。2005年７月に東京都大田区に、2006年５月に福岡県久留米市にそれぞれ店舗を開設し、2007年７月

には事業拡大のためクインランド・カーズ株式会社の完全子会社である株式会社フォーピラーズの株式を取得いたしま

した。

　輸入車ディーラー事業においてナンバーワン・オンリーワンを目指し、一定販売エリアにおける多重ブランド化戦略

を推し進めておりましたが、インポーターとの契約でブランド毎に法人を分ける必要があり、他ブランドのディーラー

買収を機動的に実行できる体制の構築が必要となりました。

　そこで、迅速な経営情報の提供が可能である体制、経営資源の最適配置、経営意思決定の迅速化等を目的として同年

10月25日、株式会社福岡クライスラー及び株式会社フォーピラーズの共同株式移転により完全親会社として株式会社ウ

イルプラスホールディングスを設立いたしました。
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　現在までの当社グループの沿革は次のとおりであります。

年月 事業の変遷

1997年１月

1997年１月

 

2004年10月

 

2005年７月

2006年５月

2007年７月

 

2007年10月

 

2008年７月

 

2009年２月

2009年５月

 

2009年７月

 

2009年８月

2009年９月

 

2009年12月

2010年１月

2010年２月

2010年４月

 

2010年７月

 

2011年８月

2011年９月

2011年12月

2013年１月

2013年５月

2013年９月

2014年３月

2014年４月

 

2014年６月

2014年７月

2014年10月

福岡県北九州市にて株式会社さんふらわあシージェイを創業（資本金50,000千円）

株式会社福岡クライスラーに商号変更、福岡市内に新社屋を構え、西日本地区で最初のクライスラーの

正規ディーラーとして新車販売事業を展開

現当社代表取締役社長の成瀬隆章が、自己資金等により同社株式を全株取得し、当社グループとしての

事業活動開始

東京都大田区に店舗を開設

福岡県久留米市に店舗を開設

事業拡大のためクインランド・カーズ株式会社の完全子会社である株式会社フォーピラーズの第三者割

当により発行済株式の90％を取得、米国フォード車のディーラー事業、インポーター事業、PDI（納車

前検査）事業、パーツ（自動車部品）卸売事業を開始

東京都大田区上池台に、株式移転により株式会社ウイルプラスホールディングスを設立

株式会社福岡クライスラー（３店舗）、株式会社フォーピラーズ（１店舗）を完全子会社化

フィアット／アルファ ロメオ正規ディーラーであるチェッカーモータース株式会社（４店舗）を株式

取得により完全子会社化

日本最初の専門店としてアバルト東京を東京都大田区に出店

株式会社ウイルプラスモータース（のちに株式会社ダブリューへ商号変更、現 ウイルプラスモトーレ

ン株式会社に吸収合併）を設立

クライスラー日本株式会社より、クライスラー・ジープ・ダッジ世田谷、クライスラー・ジープ・ダッ

ジ横浜の事業を承継

株式会社ウイルプラスモータースを株式会社ウイルプラスモトーレンに商号変更

株式会社ウイルプラスモトーレンがBMW（２店舗）・MINI（２店舗）を事業譲受し、BMW・MINIの取扱い

を開始

株式会社ダブリュー・エムを設立

フィアット／アルファロメオ池袋を東京都板橋区に出店

MINI新宿、MINI NEXT新宿を東京都新宿区に出店、MINI新宿サービスを東京都中野区に出店

株式会社ウイルプラスモトーレンを株式会社ダブリューに商号変更

株式会社ダブリュー・エムをウイルプラスモトーレン株式会社に商号変更

株式会社福岡クライスラーが、株式会社フォーピラーズ及びチェッカーモータース株式会社を吸収合併

し、チェッカーモータース株式会社に商号変更

フィアット／アルファ ロメオ世田谷を東京都世田谷区に出店

本社を東京都大田区南千束へ移転

MINI博多を福岡県福岡市博多区に出店

アバルト世田谷を東京都世田谷区に出店

ウイルプラスモトーレン株式会社が株式会社ダブリューを吸収合併

Willplus BMW八幡を福岡県北九州市八幡東区に出店

MINI NEXT中野を東京都中野区に出店

ボルボの正規ディーラーである帝欧オート株式会社（５店舗）、並びにその子会社でありジャガーの車

輌整備事業を行う株式会社帝欧オートサービスを株式取得により完全子会社化

クライスラー／ジープ北九州を福岡県北九州市小倉北区に出店

帝欧オート株式会社が株式会社帝欧オートサービスを吸収合併

フィアット／アルファ ロメオ／アバルト／クライスラー／ジープ藤沢湘南を神奈川県茅ヶ崎市に出店
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年月 事業の変遷

2016年３月

2016年10月

2016年12月

2017年５月

2017年９月

東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場

ジープ福岡西を福岡県福岡市西区に出店

本社を東京都港区芝へ移転

帝欧オート株式会社がボルボ・カーズ小田原を事業譲受

東京証券取引所市場第二部に市場変更

2017年11月 ウイルプラスアインス株式会社を設立

2018年１月 アルファ ロメオ大田を東京都大田区に出店

2018年２月 東京証券取引所市場第一部指定

2018年３月 チェッカーモータース株式会社がジャガー・ランドローバー・ジャパン株式会社と正規ディーラー契約

締結

2018年４月 チェッカーモータース株式会社がジャガー・ランドローバー湘南を事業譲受

2018年９月 ウイルプラスアインス株式会社がポルシェ・ジャパン株式会社と正規ディーラー契約締結

2018年11月 ジープ目黒を東京都目黒区に出店

2018年12月 ウイルプラスアインス株式会社がポルシェ・センター仙台を事業譲受

2019年１月 ポルシェ・センター郡山を福島県郡山市に出店

2019年３月 MINI山口を山口県防府市に、MINI NEXT周南を山口県周南市に出店

2019年４月 チェッカーモータース株式会社がジャガー・ランドローバー三鷹を事業譲受

2019年11月 チェッカーモータース アプルーブド宗像を福岡県宗像市に出店

2021年２月 ジャガー・ランドローバー相模原を神奈川県相模原市に出店

2021年２月 MINI NEXT福岡東を福岡県糟屋郡に出店

2022年４月 東京証券取引所プライム市場に移行

2022年８月 ジープ大田を東京都大田区に出店

2023年１月 ウイルプラスエンハンス株式会社を設立

2023年４月 ウイルプラスモトーレン株式会社がMINI久留米を事業譲受

2023年５月 ウイルプラスエンハンス株式会社がBYD Auto Japan株式会社と正規ディーラー契約を締結

2023年７月 チェッカーモータース株式会社をウイルプラスチェッカーモータース株式会社に、帝欧オート株式会社

をウイルプラス帝欧オート株式会社に商号変更

 ウイルプラスチェッカーモータース株式会社からジャガー・ランドローバーブランド事業をウイルプラ

スエンハンス株式会社に事業譲渡

 福岡県福岡市西区にBYD AUTO福岡西を出店

2023年10月 市場区分の再選択により東京証券取引所スタンダード市場に変更

2023年12月 ウイルプラス帝欧オート株式会社がボルボ・カー福岡東、ボルボ・カー大分を事業譲受

2024年５月 株式会社ENGの発行済株式51％を取得、子会社化

2024年７月 Stellantisジャパン販売株式会社の子会社化、チェッカーモータース株式会社に商号変更

2024年９月 ウイルプラスチェッカーモータース株式会社がチェッカーモータース株式会社を吸収合併

2024年12月 オリオン自動車販売株式会社（２店舗）を子会社化、ウイルプラスオリオン株式会社に商号変更

 Hyundai Mobility Japan 株式会社との間で店舗運営に係る基本合意契約締結

2025年１月 ウイルプラスリヒト株式会社を設立

2025年６月 Hyundai Citystore仙台を宮城県仙台市泉区に出店
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年月 事業の変遷

2025年７月 Hyundai Citystore福岡、BYD AUTO福岡を福岡県福岡市博多区に出店

2025年10月 Hyundai Citystore 東京開業準備室を東京都世田谷区に出店

 ウイルプラスモトーレン東京株式会社を設立

2025年12月 BYD AUTO 北九州開設準備室を福岡県宗像市に出店

2026年１月 ウイルプラスエンハンス株式会社からBYD、Hyundaiブランド事業をウイルプラスチェッカーモータース

株式会社に事業譲渡

 ウイルプラスチェッカーモータース株式会社がプジョー郡山を事業譲受

 ウイルプラスモトーレン東京株式会社が越谷BMW、BMW Premium Selection越谷、上尾BMW、BMW Premium

Selection春日部を事業譲受

 ウイルプラスチェッカーモータース株式会社がジープ大分を事業譲受

2026年３月 ウイルプラスモトーレン株式会社からMINI新宿、MINI新宿サービスをウイルプラスモトーレン東京株式

会社に事業譲渡

2026年４月 ウイルプラス帝欧オート株式会社がウイルプラスオリオン株式会社を吸収合併し、ウイルプラス帝欧オ

リオン株式会社に商号変更

 ウイルプラス帝欧オリオン株式会社がボルボ・カー西宮、ボルボ・カー高松、ボルボ・セレクト徳島／

サービス、ボルボ・セレクト松山／サービス、ボルボ・ギャラリー松山を事業譲受
 

（注）2026年７月にOGUNI株式会社及びPHA株式会社（現ウイルプラスOGUNI株式会社）を子会社化しております。また、

2026年８月にウイルプラスリヒト株式会社がボルボ・カー浦和及びボルボ・カー大宮の事業を譲り受け、ウイル

プラスエンハンス株式会社がランドローバー世田谷及びランドローバー世田谷サービスセンターの事業を譲り受

けるとともに、ランドローバー目黒の営業権を取得しております。さらに、同月にBYD AUTO北九州を福岡県北九

州市に出店しております。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、連結子会社９社と持株会社である当社により構成されております。このうち連結子会社６社はそ

れぞれが取扱うブランドごとにインポーター（注１）との正規ディーラー契約（注１）を締結し、新車（注２）、中

古車（注３）の販売及び車輌整備並びに損害保険の代理店業等の事業活動を行っております。また、株式会社ENGでは

主に中古車輸出関連事業を行っております。なお、連結子会社９社のうち２社は輸入車ディーラー事業を行う事業会

社として新設いたしましたが、当連結会計年度末においては事業活動を開始しておりません。当社は、これら連結子

会社の株式を所有し、グループ各社の経営管理及びそれに付随する業務を行うとともに、各社の経営状況を把握した

上でのグループとしての事業戦略の策定を行っております。また、グループ全体としてのリスク管理やコンプライア

ンスの強化に努めております。

なお、当社は有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しており、

これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとな

ります。

 

［品目］

①　新車

各連結子会社が正規ディーラーとして、各インポーターから仕入れた新車を販売しております。

②　中古車

各連結子会社にて、各ブランドの高年式低走行の認定中古車を中心に販売しております。商品の仕入は、新車販

売時の下取、買取、オートオークション（注４）により行っております。

また、株式会社ENGは日本国内で仕入れた中古車を主にマレーシアに輸出しております。

③　業販（注５）

下取した他社ブランドの中古車をオートオークションで販売しております。また、他社ディーラーからの依頼を

受け、当社グループ内で保有している新車・中古車を販売することもあります。

④　車輌整備

販売した車輌を中心に整備、修理や車検を主なサービスとしております。一部店舗を除き、ショールームと併設

してサービス工場を設置しております。

⑤　その他

主として、損害保険会社の代理店として自賠責保険や任意保険等の販売等であります。

 
（注）１．外国自動車メーカーからの輸入代理権を基に、日本国内で輸入車を取り扱う業者（＝インポーター）と正規

販売代理店契約を締結している自動車ディーラーのこと。

２．メーカーで生産された後に、初めてナンバー登録されて販売される車輌、あるいは未登録の状態の車輌の

こと。

３．ナンバー登録された車輌や消費者の購入等によって使用された後、再び販売される車輌のこと。

４．中古車業者が参加して取引する中古車卸売市場のこと。会場に車輌を集めて行う現車オークションやイン

ターネットを利用したオークション等の形態がある。

５．一般顧客に販売せず、オートオークション業者や他社ディーラーに販売する車輌及びその販売形態のこ

と。
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［事業系統図］

（注）１．-----内が当社グループに該当します。

２．連結子会社と取扱ブランドの関連性は下表のとおりであります。

会社名 取扱ブランド 店舗数

ウイルプラスチェッカーモータース株
式会社

フィアット・アルファ ロメオ・アバルト・ジープ
プジョー・シトロエン・DSオートモビル・BYD・Hyundai

30

ウイルプラスモトーレン株式会社 BMW・MINI ９

ウイルプラスモトーレン東京株式会社 BMW・MINI ４

ウイルプラス帝欧オリオン株式会社 ボルボ 12

ウイルプラスアインス株式会社 ポルシェ ２

ウイルプラスエンハンス株式会社 RANGE ROVER,DEFENDER,DISCOVERY,JAGUAR ５
 

（注）１．上記の店舗数は、車輌販売を行う独立した店舗の数を記載しております。

なお、同一店舗内で複数ブランドを取扱っているフィアット・アバルトは２ブランドで１店舗、RANGE

ROVER,DEFENDER,DISCOVERY,JAGUARにつきましては、４ブランドで１店舗としております。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

ウイルプラスチェッカー
モータース株式会社
(注)１、３

東京都港区 50,000
輸入車
ディーラー
事業

100.0

事務代行契約に基づく事務代行
受託料の受取、役員の兼任（４
名）、従業員の兼務、出向、運
転資金の融資

ウイルプラスモトーレン
株式会社(注)１、３

東京都港区 50,000
輸入車
ディーラー
事業

100.0

事務代行契約に基づく事務代行
受託料の受取、役員の兼任（４
名）、従業員の兼務、出向、運
転資金の融資

ウイルプラスモトーレン
東京株式会社

東京都港区 10,000
輸入車
ディーラー
事業

100.0

事務代行契約に基づく事務代行
受託料の受取、役員の兼任（４
名）、従業員の兼務、出向、運
転資金の融資

ウイルプラス帝欧オリオ
ン株式会社(注)１

東京都港区 30,000
輸入車
ディーラー
事業

100.0

事務代行契約に基づく事務代行
受託料の受取、役員の兼任（４
名）、従業員の兼務、出向、運
転資金の融資

ウイルプラスアインス
株式会社

東京都港区 10,000
輸入車
ディーラー
事業

100.0

事務代行契約に基づく事務代行
受託料の受取、役員の兼任(４
名）、従業員の兼務、出向、運
転資金の融資

ウイルプラスエンハンス
株式会社（注）１、３

東京都港区 10,000
輸入車
ディーラー
事業

100.0

事務代行契約に基づく事務代行
受託料の受取、役員の兼任(４
名）、従業員の兼務、出向、運
転資金の融資

株式会社ENG
（注）１、３

東京都港区 10,000
中古車輸出
関連事業

60.8

事務代行契約に基づく事務代行
受託料の受取、役員の兼任(４
名）、従業員の兼務、出向、運
転資金の融資

その他　２社 － － － － －
 

（注）１．特定子会社であります。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．ウイルプラスチェッカーモータース㈱、ウイルプラスモトーレン㈱、ウイルプラスエンハンス㈱、㈱ENGに

ついては、売上高（連結相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。主要な損益情報等は以下のとおりであります。

   （単位：千円）

 
ウイルプラス
チェッカーモー
タース㈱

ウイルプラスモ
トーレン㈱

ウイルプラスエ
ンハンス㈱

㈱ENG

売上高 18,900,888 12,740,004 11,116,052 38,736,203

経常利益 347,268 160,034 252,886 297,200

当期純利益 445,962 84,743 162,914 192,589

純資産額 4,499,568 1,881,232 644,430 2,979,008

総資産額 9,506,785 8,192,313 5,390,331 6,979,113
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 会社の基本方針

当社グループは、「輸入車のある生活を提案し、より多くの皆様と豊かさ・楽しさ・喜びを分かち合い、関わる

すべての人々を温かい笑顔に変えていく挑戦を続ける。」という経営理念のもと、社会の公器として、地域社会、

株主、従業員をはじめとするすべてのステークホルダーにとって価値ある企業となることを目指しております。

 
(2) 目標とする経営指標

当社グループは、事業規模の拡大、収益力の強化、投資効率の向上を重要な経営課題としており、これらを実現

するため、自己資本比率及び自己資本利益率（ROE）を重要な経営指標と位置付けております。

財務健全性と資本効率のバランスを図りながら、自己資本比率20％以上40％未満、自己資本利益率（ROE）15％以

上を維持することを目標としております。

 
(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、「より多くの皆さまに輸入車のある楽しさ、豊かさ、喜び」を提供し続けるナンバーワン・オ

ンリーワンの企業グループを目指しております。また、輸入車ディーラー事業を通じて、より多くのお客様へ「輸

入車と共にある未来（＝WILL）」にプラス（＝PLUS）し、「関わるすべての皆さまに喜びを」分かち合うことので

きる企業グループであり続けたいと考えております。

この考えのもと、当社グループは、持続可能な社会への貢献による「社会的価値の向上」と、持続的な成長によ

る「企業価値の向上」の両立を中長期的な経営方針としております。これらの両立を通じて、社会に必要とされる

企業として持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指してまいります。

 
当社グループの中長期的な戦略は、次のとおりであります。

①　マルチブランド戦略

それぞれのブランドにおける車輌の新型モデルの投入時期は、インポーターの開発力や方針によって決定され

ます。ブランドによって投入時期は異なりますが、一般的に新型モデルの投入直後は販売量が急速に拡大し、そ

の後は緩やかに減少していく販売サイクルとなります。

当社グループでは、このような新型モデルの投入による販売サイクルの影響を抑え、安定的な経営を実現する

ため、「マルチブランド戦略」を販売の基本戦略としております。複数ブランドを取り扱うことにより、それぞ

れのブランドにおける販売サイクルの影響を相互に補完し、販売量の平準化を図るものであります。

今後も販売量の安定化を図るとともに、それぞれのブランドにおける販売シェアの拡大を目指し、取扱いブラ

ンドのさらなる拡充を図ってまいります。

 

　

②　エリア・ドミナント戦略

当社グループでは、一定の地域に集中的に出店することにより、当該地域における競争力及び市場シェアの向

上を図る「エリア・ドミナント戦略」を、新規出店時の基本戦略としております。

同一エリア内に店舗を集中させることにより、グループ内における人材の流動化や効率的な人員配置が可能と

なるほか、店舗間の連携を強化することにより、お客様へのフォロー体制の充実を図ることができます。

出店にあたっては、人口100万人規模の都市及びその周辺都市並びに人口40万人以上の地方の中核都市を重点地

域とし、これらの地域に集中的に出店することにより、同一商圏における集客力及び市場シェアの向上を図って

まいります。
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③　Ｍ＆Ａ戦略

当社グループでは、新たな販売エリアへの進出、新たなブランドの獲得、店舗数の増加による既存ブランドの

シェア拡大、さらに新規事業の機会獲得を目的として、M&Aを成長戦略のひとつに掲げております。

自動車販売市場は縮小傾向にある一方、輸入車ブランドメーカーが正規ディーラーに求めるCO₂削減への取り組

みは今後さらに加速することが予想され、これに伴い販売会社の業界再編が進展すると考えております。

当社グループでは、こうした環境変化を事業機会と捉え、これまでに培ったM&Aのノウハウと脱炭素社会の実現

に向けた取り組みを活かし、積極的かつ慎重にM&A戦略を推進してまいります。

 

(4) 優先的に対処すべき課題

輸入車販売業界においては、若年層の減少、都市部における自動車離れ、車輌保有期間の長期化等の構造的な要

因により、中長期的には市場の縮小が見込まれております。一方、自動車業界では、脱炭素社会の実現に向けた電

動化、自動運転、コネクティッド等の技術革新が進展しており、大きな変革期を迎えております。また、国際情勢

や為替相場等の変動により、事業環境の先行きは引き続き不透明な状況にあります。

このような環境のもと、当社グループは、2027年６月期を店舗の収益力を高め、持続的な成長基盤を確立する年

度と位置付け、以下の課題に取り組んでまいります。

 
①　自動車産業の脱炭素化への貢献

当社グループは、EVやPHV等の低炭素車の販売促進、店舗への再生可能エネルギーの導入及び充電設備の整備等

を通じて店舗のグリーン化を推進し、自動車産業の脱炭素化及び持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

 
②　既存店舗の収益力向上

当社グループが持続的な成長を実現するためには、事業規模の拡大とともに、既存店舗の収益力を継続的に向

上させることが重要であると認識しております。

このため、コストの適正化及び商品等の資産回転率の向上を通じて、経営資源を効率的に活用してまいりま

す。また、車輌販売後のアフターサービスを充実させ、お客様との接点を強化することにより、車輌整備や保険

代理店業等のストック型ビジネスの強化・拡充を図り、安定的な収益基盤の構築に取り組んでまいります。

また、グループ共通の人材マネジメントのもと、事業会社の枠を超えた機動的かつ適正な人員配置を行うこと

により、人的資源の有効活用を図ってまいります。

なお、各店舗の業績については、定期的かつ継続的に評価・分析を行い、戦略的な出店、撤退、統合等を判断

することにより、経営のさらなる効率化を図ってまいります。

 
③　店舗設備等への投資の適正化

当社グループでは、店舗不動産については賃借による出店を基本方針としておりますが、当社グループの出店

基準及びブランドのCI基準に見合う物件を確保できない場合には、自社において店舗の建築又は改装を行ってお

ります。

今後の業容拡大に伴い店舗設備等への投資機会の増加が見込まれることから、出店及び店舗改築等にあたって

は、投資採算基準に基づき投資の必要性及び採算性を慎重に検討し、適正な設備投資に努めてまいります。

 
④　コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、監査等委員会設置会社として、経営の透明性の向上及び迅速な意思決定を可能とする経営体制の整備

に取り組んでおります。

今後も、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる体制を構築するとともに、株主をはじめとするステーク

ホルダーの利益を重視した公正かつ透明性の高い経営を推進し、コーポレート・ガバナンスのさらなる強化に努

めてまいります。
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⑤　人材の確保・育成及び適正配置

当社グループでは、人材を重要な経営資源と位置付け、店舗数及び事業規模の拡大、事業ポートフォリオの変

化に対応した人材の確保・育成及び適正配置を重要な経営課題と認識しております。特に、自動車業界が大きな

変革期を迎えるなか、環境変化に対応し、自ら考え行動できる人材の継続的な育成が必要であると考えておりま

す。

当社がグループ従業員を原則として一括雇用し、グループ共通の人事制度及び人材マネジメントのもと、事業

会社の枠を超えた人材配置・育成を推進しております。また、M&Aにより新たに加わる従業員についても、人事制

度の統合、人材交流及び適正配置を通じて、早期の組織融合と人材活用を進めております。

今後も、採用の強化、社内外の研修、OJT及びキャリア形成支援を通じて必要な人材を育成するとともに、役

割・能力・実績等を踏まえた適正配置を行い、事業の持続的成長を支える人的基盤の強化を進めてまいります。

 
⑥　従業員の定着及び働きやすい環境の整備

少子高齢化等により労働人口の減少が進むなか、優秀な人材の継続的な確保・定着には、従業員が能力を発揮

し、安心して働き続けることのできる環境の整備が重要であると認識しております。

当社グループでは、働きやすさと働きがいの両立を目指し、役職定年の廃止及び従業員の定年の引上げに加

え、確定拠出年金制度、ESOP制度、社員持株会奨励金の引上げ等による中長期的な就業・資産形成支援に取り組

んでおります。

また、グループ共通の人事・評価制度のもと、役割、能力及び実績等を適切に評価し、公平性・納得性のある

処遇を行っております。年２回の人事評価や、パフォーマンスに応じた昇給・昇格の機会を通じて、従業員の成

長意欲及びエンゲージメントを高め、人材の定着につなげてまいります。

 

⑦　財務体質の強化

当社グループは、M&Aを成長戦略の柱のひとつとして掲げており、創業以来16件のM&Aを実施し、取扱いブラン

ドの拡充や販売エリアの拡大による業容の拡大を図ってまいりました。

今後も成長投資を継続していくためには、財務健全性を維持しながら、投資効果を着実に実現していくことが

重要であると認識しております。このため、M&Aにより取得した店舗及び事業の収益力向上による早期の投資回収

を図るとともに、投資は前連結会計年度の営業キャッシュ・フローの範囲内で行うという原則に基づき、成長

性、投資採算性及び財務健全性を総合的に勘案して投資判断を行ってまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループは、「企業価値向上」「社会的価値向上」の両立を目指し、社会課題の解決と企業成長の同時実現に

取り組んでおります。当社グループの企業理念にもある「豊かさ・楽しさ・喜び」を分かち合い、笑顔あふれる社会

づくりに貢献し続けることをサステナビリティ基本方針とし、事業活動を通じて社会に必要とされる企業として「持

続的成長」と「中長期的な企業価値向上」を実現するとともに、「持続可能な社会への貢献」、「社会的価値の創

造」を目指してまいります。

なお、文中の将来に関する事項は、当社グループが有価証券報告書提出日現在において合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の結果とは様々な要因により大きく異なる可能性があります。

 
(1) ガバナンス

①　取締役会が気候変動課題について報告を受けるプロセス、議題として取り上げる頻度、監視対象

当社では、気候変動課題に関する議題について、毎月開催する業務執行の最高意思決定機関である取締役会に

て随時協議及び決議の機会を設けております。また、取締役がメンバーを務める「サステナビリティ委員会」と

「リスクマネジメント・コンプライアンス委員会」においては四半期に一度以上のモニタリング・監督及び重要

な気候関連及びリスク関連の事案について取り組みの深化を図っております。

両委員会の役割、活動内容等については、第4　提出会社の状況　４.コーポレート・ガバナンスの状況等（1）

コーポレート・ガバナンスの概要に記載しております。

 

当社は取締役候補者の選任にあたり、取締役に期待する専門性及び経験等についてスキルマトリクスで明確に

しており、その項目の一つに「サステナビリティ」を設定しております。事業活動を通じた環境課題解決に向け

て、具体的な行動計画や定期的なレビュー、継続的改善の取組状況を適切に監督できる取締役を選任すること

で、環境課題に対する取り組みの実効性を高めています。

 

②　経営者の気候関連課題に対する責任、報告を受けるプロセス、モニタリング方法

当社では、代表取締役社長が取締役会の議長を担うとともに、サステナビリティ委員会及びリスクマネジメン

ト・コンプライアンス委員会の委員長も担っており、環境課題に係る経営判断の最終責任を負っております。

サステナビリティ委員会並びにリスクマネジメント・コンプライアンス委員会において審議された事項につい

ては定期的に取締役会に報告されます。

 

(2) 戦略

①　気候変動に対する移行計画

当社は、中長期戦略の中で、1.5℃の世界に整合する移行計画として、当社グループ目標及び目標達成のための

KPIを開示しております。

グループ目標

当社のGHG排出量（Scope1+2）を2022年６月期比較で、2030年までに50％削減（年率6.25％）
 

 
達成に向けたKPI 内容

①店舗で営業活動に使用する社
有車の低炭素自動車（EV/PHV）
の比率

2030年度までに80％以上、2050年度までには限りなく

100％まで高め、店舗で使用するガソリンを極限まで低減

することでScope1を０（ゼロ）に近づける。

②使用電力における再生可能エ
ネルギー導入率

2025年までに100％まで引き上げることで、Scope2を０

（ゼロ）にする
 

 
当社グループのGHG排出量の大半（90％以上）は「店舗が使用する燃料（主にガソリン）」及び「本社及び店舗

が使用する電力」から排出されるため、当社はKPI①及び②を100％まで引き上げることで、2050年までにネット

ゼロを達成することを目指しております。
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②　人材の育成及び社内環境整備に関する方針・戦略

当社グループは、人材を持続的な成長及び企業価値向上を支える重要な経営資源と位置付け、事業戦略に応じ

た人材の確保、育成及び適正配置を推進しております。

グループ共通の人事制度及び人材マネジメントのもと、事業会社の枠を超えた人材配置・育成を行うととも

に、M&Aにより新たにグループに加わる従業員についても、人事制度の統合及び人材交流を通じて、円滑な組織融

合と人材活用を進めております。

また、従業員を企業価値の源泉となる「人財」と捉え、公平な成長機会を提供するとともに、多様な人材が能

力を十分に発揮し、継続して活躍できる職場環境の整備に取り組んでおります。

 
a. 人材育成研修

当社グループは、事業の成長を支える専門性及び能力の向上を目的として、職種・役割に応じた教育・研修を

実施しております。

 （外部研修）

各部門・職種に必要な専門性の向上を目的として、メーカー主催研修をはじめとする外部研修への参加を推進

しております。当連結会計年度の参加日数は延べ2,417日（当連結会計年度末人員数930名）となりました。

主に商品知識、販売スキル及び点検・整備技術等の向上を通じて、お客さまに安心・安全なカーライフを提供

できる人材の育成を進めております。

 （保険研修）

保険代理店事業においては、「お客さま本位の業務運営方針（FD宣言）」に基づき、導入研修、習熟度別研修

及び「保険アカデミー」を継続的に実施しております。これらを通じて、保険募集に関する知識・技能及び募集

品質の向上を図り、お客さまへのサービス品質向上につなげております。

 （リスキリング研修）

DXの進展を踏まえ、生産性向上及びデジタル人材の育成を目的として、外部プログラムを活用したリスキリン

グ研修を実施しております。

b. 女性活躍方針

当社グループは、性別、国籍その他の属性にかかわらず、能力・適性・意欲等に基づく人材登用を基本方針と

しております。育児休業や短時間勤務制度等を整備し、仕事と育児を両立しながら継続して活躍できる環境づく

りを進めております。

当連結会計年度の育児休業からの復帰率は100％となりました。また、当社取締役８名のうち女性は１名であ

り、女性取締役比率は12.5％となっております。女性取締役及び女性管理職比率をKPIとして、多様な人材が意

思決定及び組織運営に参画できる体制の構築を進めてまいります。

c. 外国人の管理職への登用

外国人については、現時点で応募・採用人数が限定的であることから、管理職登用に関する数値目標は設定し

ておりません。一方、国籍にかかわらず、能力・適性・意欲等に基づき登用する方針としており、人材構成の変

化を踏まえ、必要に応じて数値目標の設定を検討してまいります。

d. 中途採用者の管理職への登用

当社グループでは中途採用者の割合が高く、当連結会計年度末における管理職の中途採用者比率は98.19％と

なっております。このため、個別の数値目標は設定せず、新卒・中途の別を問わず、能力・適性・意欲及び実績

に基づき登用しております。

e. 障がい者雇用

当社グループは、障がい者雇用を重要な社会的責任の一つと認識し、採用の拡大及び就労環境の整備を進めて

おります。当連結会計年度末における障がい者雇用率は2.72％となりました。

2023年４月から「ソーシャルファーム わーくはぴねす農園 Plusさいたま三郷」、2026年６月から「コルディ

アーレ東京足立農園」を活用し、障がい者を直接雇用しております。就労機会の拡大に加え、収穫物をこども食

堂等へ寄附するなど、地域社会への貢献にも取り組んでおります。
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(3) リスク管理

①　短期・中期・長期のリスク、機会の詳細

当社グループは、気候関連リスク及び機会についての事業活動への影響が長期間にわたる可能性があることか

ら、適切な期間設定を検討することが重要であると考えております。これを踏まえ、当社グループの時間軸定義

は中長期戦略の実行期間に基づき下表のとおりに設定いたしました。

気候関連リスク・機会の検討期間 当社グループの定義

短期 １年未満

中期 １～３年

長期 ４年以上
 

 
②　リスク、機会が事業・戦略・財務計画に及ぼす影響の内容・程度

当社は、当社グループの事業及びステークホルダーにとって重要となる可能性のある気候変動リスク・機会を

顕在化し、それらを可能な限り定量化することで、財務基盤への影響を把握することに努めております。2030年

時点の世界を想定した当社グループの戦略及びソリューションを検討するため、シナリオ分析を実施いたしまし

た。

シナリオ分析では、国際エネルギー機関（IEA）や、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)が公表する既存のシ

ナリオを参照の上、パリ協定の目標である「世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保ち、

1.5℃に抑える努力をすること」を想定した1.5℃/2℃未満シナリオ、及び新たな気候関連政策・規制が導入され

ない世界を想定した4℃シナリオの二つの世界を想定しております。

想定される世界 参照シナリオ群

1.5℃/2℃未満シナリオ IEA：「Net-Zero Emissions by 2050 Scenario(NZE)」

4℃シナリオ IPCC：「Representative Concentration Pathways(RCP8.5)」
 

 
当社グループの重要な気候変動関連のリスク、機会

 項目 時間軸 対応策

移行リスク
（1.5℃
シナリオ）

日本での炭素税導入に伴うコスト増加 中期
保有車輌のEV化

再生可能エネルギーの導入推進

自然災害が取扱いブランドメーカーの生産

に影響を与えることから発生する当社仕入

リスク

中期
顧客提案車種のブランド変更（同一ブラン

ド間、異なるブランド間、中古車）

再生可能エネルギー由来の電力使用に伴う

コスト増加（使用量の増加、電気料金の高

騰、グリーン電力証書購入コスト増加）

短期
省エネ設備導入推進

電力使用量自体の削減推進

物理リスク

（4℃

シナリオ）

気候変動（異常気象等）による自然災害

（台風、豪雨、洪水）の発生に伴う営業店

舗の損害及び営業活動制限に伴う収益の減

少

長期

車輌保管拠点の分散

気象情報により水害リスクが高まったと判

断された場合の車輌移動

高リスクエリアの自治体が行う治水事業へ

の寄付

中長期戦略推進による脱炭素化への貢献

機会

低炭素製品のラインナップ拡張に伴う顧客

ロイヤリティの向上、及び環境への関心が

高い新規顧客の獲得による収益の増加

長期

社有車の低炭素自動車（EV/PHV）比率の向

上

急速充電器の設置推進

再生可能エネルギーの使用による脱炭素化

への貢献及びガソリンコストの削減
長期

再生可能エネルギーの導入推進

急速充電器の設置推進

環境課題への対応に伴うレピュテーション

の向上及び株価の上昇
中期

低炭素自動車（EV/PHV）普及に向けた投資

推進による店舗エリアの脱炭素化への貢献

環境課題対応についての適切な情報開示
 

 
自然災害等の気候変動に関連するリスクは、企業活動の継続、企業資産の保全、社会的責任の順守を目的とし

たリスクマネジメント・コンプライアンス委員会によって以下のとおり管理しております。
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①　自然災害リスクの特定・評価プロセスの詳細

　リスクの洗い出しを行い、発生頻度、発生時の影響度を考慮して分類し、

回避（リスクを発生させる活動を中止するなどして、可能性を遮断する。）

低減（リスクが発生する可能性を減らす。）

移転（保険や契約などでリスクを第三者に移す。）

保有（発生しても許容範囲として受け入れる。）

　の考え方を基に、当社の定める短期・中期・長期の時間軸で評価を行っております。
 

②　全社リスク管理の仕組みへの統合状況

　リスクマネジメント・コンプライアンス委員会は、当社代表取締役社長を委員長とし、当社取締役を委員

としております。複数の部門を横断した全社的なリスク管理プロセスに統合されており、当社グループの経

営において中長期的にリスクの高いものは、グループ全体の経営課題として取締役会に報告し、審議してお

ります。
 

(4) 指標及び目標

①　気候関連リスク・機会の管理に用いる指標

当社グループは、気候関連リスク・機会を管理するための指標として、上記のとおりScope1,2排出量及び事業

活動で使用する電力に占める再生可能エネルギー比率の２つの指標を定めています。

また、役員報酬のうちの業績連動型株式報酬は、その事業年度の業績連動型株式報酬額を決定する非財務指標

の一つとして、気候変動情報開示の有無を設定しており、気候変動問題に関する取締役の責任を明確化しており

ます。
 

温室効果ガス排出量（Scope1,2）

当社グループでは、2021年６月期から、グループ全体の温室効果ガス排出量の算定に取り組んでおります。当

社グループの2025年６月期におけるScope1,2排出量は、769t-CO2であり、これについて第三者保証を取得いたし

ました。

当社グループのGHG排出量（Scope1,2）の実績
（単位：t-CO2）

 2021年６月期 2022年６月期 2023年６月期 2024年６月期 2025年６月期

Scope1,2排出量合計 1,845 2,324 1,050 779 769

Scope1排出量 527 950 1,050 779 769

Scope2排出量（注）１ 1,318 1,374 － － －

再エネ比率（％）
（注）２

0％ 14％ 100％ 100％ 100％
 

（注）１．Scope2についてはマーケット基準であります。

２．再エネ比率は、再生可能エネルギー由来の電力への切替えに加え、未切替拠点の使用電力量相当分について

購入したグリーン電力証書を含めて算定しております。
 

②　人材に関する指標

当社グループでは、上記において記載した、人材の多様性の確保を含む人的資本に関する目標及び方針におい

て、取締役の女性の比率、管理職（注）における女性の比率、男性従業員の育休取得率について指標を定めてお

ります。

（注）マネジメントコースである「課長職務代行」以上、及び専門職コースの「プロフェッショナル職」以上
 

当社グループの実績及び目標

 2025年６月期 2026年６月期 2030年６月期

 実績 実績 目標 達成度 目標

取締役の女性比率 12.50％ 12.50％ 12.50％ 100.00％ 30.00％

管理職の女性比率 7.09％ 7.23％ 7.00％ 103.28％ 10.00％

男性従業員の育休取得率 41.67％ 56.52％ 40.00％ 141.30％ 50.00％
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３ 【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、事業展開上のリスク要因となる可能性があると考

えられる事項、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられ

る事項を、以下に記載しております。なお、当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期、当該リスクが顕在化した

場合に当社グループの経営成績等に与える影響の内容については、予測することが困難であるため、記載しておりま

せん。

なお、文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであり、将来において発生の

可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。

 
(1) 輸入車ディーラー事業における商品仕入れについて

当社の連結子会社は、それぞれの取扱いブランドのインポーターであるStellantisジャパン株式会社、ジャ

ガー・ランドローバー・ジャパン株式会社、ビー・エム・ダブリュー株式会社、ボルボ・カー・ジャパン株式会

社、ポルシェ・ジャパン株式会社、BYD Auto Japan株式会社との間で正規ディーラー契約を締結しております。

インポーターより新車を長期安定的に仕入れ、当社グループの主力商品として販売しておりますが、ニューモデ

ルの発売、モデルチェンジ等は、インポーターの政策により決定されます。インポーターの政策によっては当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があり、メーカーによる重大な不正等の原因により生産停止が起こった場合

や、ブランドイメージが著しく損なわれた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、商

品仕入れは円建て取引のため、為替の変動が仕入価格に直接影響を与えるものではありませんが、円安が長期化し

た場合には仕入価格に影響を与える可能性があります。

当社グループは、複数ブランドを扱うことにより、１ブランドの動向に左右されにくい経営体制を構築しており

ますが、今後も取扱いブランドの拡充に努めてまいります。

(2) 中古車輸出関連事業について

当社の連結子会社である株式会社ENGは、日本国内で仕入れた中古車を主にマレーシア向けに輸出しております。

中古車輸出関連事業におきましては、為替レートの変動、輸出対象国の法的規制の変化、海上輸送に係る船舶確保

の状況、輸送中の事故等予測困難な要因による損失が発生した場合には、当社グループ全体の業績に影響を与える

可能性があります。

当社グループの輸入車ディーラー事業においては、為替レートの変動による直接的な影響はないものの、円安が

長期化した場合には仕入価格に影響を与える可能性がある一方で、中古車輸出関連事業では円安が継続した場合に

は輸出先現地通貨ベースで価格競争力が増すことで販売台数が増加することが見込まれます。当社グループ全体と

しての為替レートの平準化を図るとともに、両事業の事業規模の最適なバランスを見極め、グループ全体としての

利益率向上を図ってまいります。

(3) M&Aについて

当社グループは、成長戦略のひとつにM&Aを掲げており、企業買収や事業譲受等のM&Aを実施しております。M&A実

施後に事業が計画どおりに進捗しない場合には、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

M&Aの実施にあたっては、対象案件について各種デューデリジェンスを綿密に行い、経営執行会や取締役会にて十

分な検討をしており、M&A実施後のPMIにおいても、適切な体制の構築やモニタリングを行うなど、リスクの抑制に

努めております。

また、M&Aにて取得した店舗や事業については、投資時の利益計画の達成状況を取締役会にて定期的に検証してお

ります。

(4) 減損会計の適用について

当社グループは、店舗設備等の固定資産を保有しておりますが、これらの時価が著しく下落した場合や、店舗業

績の収益性が悪化し改善が見込めないと判断した場合には、固定資産の減損損失を計上する可能性があります。

また、株式取得等によるM&Aを行った後に、計画どおりの利益を確保できず、買収額やのれんとして出資した投資

額の回収が困難と判断した場合には、当該のれんや株式の減損損失を認識する場合があります。これら減損損失を

計上した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、半期ごとに全店舗業績について取締役会にて検証しており、前年実績又は利益計画と著しく

乖離がある店舗については戦略的撤退を含む対応策を検討しております。
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(5) 有利子負債依存度について

当社グループは、営業キャッシュ・フローの範囲内での投資を基本原則としておりますが、事業譲受等の戦略的

投資はその対象の規模や件数によっては銀行借入による資金調達をしてまいりました。

業容の拡大に伴い、運転資金需要が大きくなっていることや、大規模なM&Aの実施等により、銀行借入等による資

金調達が必要になる可能性があります。金利の上昇による金利負担の増加、あるいは当社グループの信用力の低下

等により資金調達が困難になる可能性があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

当社は、銀行借入については可能な限りの好条件にて調達するよう努めており、またこれら戦略的投資対象の店

舗については早期に投資回収するよう収益力向上を図っております。また、毎月、担当取締役が今後の予定を含む

財政状況についての検証を行っており、より効率的な資金調達について検討をしております。

(6) 自動車販売市場に関するリスクについて

自動車販売市場は、景気動向や消費動向等の経済状況に大きく影響を受けます。また、人口減少や車輌保有期間

の長期化、都市部における自動車非保有層の増加等により、中長期的には市場の縮小が進むことが予想されます。

これに伴い、販売会社の業界再編が進展する可能性があり、市場環境の変化により当社グループの事業展開が計画

どおりに進まない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、成長戦略の柱のひとつであるM&Aを活用し、業界再編を事業機会として捉えるとともに、連結

子会社である株式会社ENGを通じた中古車輸出関連事業の拡大により、国内自動車販売市場への依存度を低減し、収

益機会の多様化を図ってまいります。

(7) 法的規制について

当社グループは、事業を展開するにあたり、自動車リサイクル法、古物営業法、道路運送車両法、保険業法、自

動車公正競争規約のほか、自動車の販売、整備及び中古車輸出関連事業に関する国内外の関係法令及び規約等の適

用を受けております。

これらの法令及び規約等に違反した場合、又は事業に重大な影響を及ぼす法令等の制定・改廃若しくは規制の強

化が行われた場合には、当社グループの事業活動及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、内部監査室が全部門を対象とした内部監査を実施し、法令及び規約等の遵守状況を確認する

など、法令遵守の徹底に努めております。

(8) 個人情報の取り扱いと情報セキュリティについて

当社グループは、販売先の多くが一般消費者であることから、様々な個人情報を数多く取得します。また、社内

では様々な情報システムを使用しており、システム障害や個人情報漏えい等の問題が発生する可能性があります。

これら不測の事態が発生した場合、社会的信用の低下や業務遂行に影響が出ることにより、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、個人情報取扱規程並びに情報セキュリティポリシーに基づき、個人情報を厳重に保管、管理

するとともに、システム管理体制の構築とセキュリティ対策を行っております。また、定期的に実施している内部

監査で、これらの運用状況を確認することにより、情報管理体制のさらなる強化に努めております。

(9) 気候変動、自然災害及び感染症等の流行について

地震、洪水、台風等の大規模な自然災害により当社グループの店舗が被災した場合、営業活動の継続が困難にな

る可能性があります。特に出店エリアが集中している関東地区において大規模な地震等が発生した場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、各メーカーの生産拠点において大規模な自然災害や紛争等

が発生した場合は、インポーターからの新車の供給が遅れる可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。さらに感染症等の流行により人や商品等の移動が制約された場合、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。当社グループでは、こうした災害等に対して「リスクマネジメント規程」に基づき、緊

急時には危機対策本部を立ち上げ迅速に対応しており、「リスクマネジメント・コンプライアンス委員会」を設置

し、企業価値の損失を最小限に抑制する体制を整備しております。これまで以上にリスク管理を徹底し、事業継続

力を強化してまいります。

(10) 風評について

自動車販売業界に対する風評がマスコミ報道やSNS、インターネット掲示板等を通じて流布した場合は、その内容

が正確か否かを問わず、企業イメージが低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当社グ

ループでは、風評被害の恐れのある情報を監視するとともに、リスクが認識された場合に迅速な対応を行う体制を

構築することで、リスクの低減に努めております。

(11) 人材の確保について

当社グループの持続的な成長には、事業拡大や事業ポートフォリオの変化に対応した人材の確保及び育成が不可
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欠であると認識しております。

自動車業界の構造変化、人材獲得競争の激化、労働市場の逼迫等により、必要な人材を十分に確保・育成できな

い場合や、人材の流出が進んだ場合には、店舗運営やサービス品質、新規出店、M&A後の事業運営等に支障が生じ、

当社グループの業績及び成長戦略に影響を及ぼす可能性があります。また、人材獲得競争に伴う採用費、人件費及

び教育費等の上昇についても、収益性に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、グループ共通の人事制度及び人材マネジメントを基盤として、採用強化、人材育成、事業会

社を横断した適正配置及び人材交流を推進しております。あわせて、働きやすい職場環境の整備、適正な評価・処

遇及びキャリア形成支援を通じて、人材の確保・定着及び組織力の向上に取り組んでおります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（業績等の概要）

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 
①　財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度（2025年７月１日～2026年６月30日）における我が国経済は、雇用・所得環境の改善等を背景と

して、緩やかな回復基調で推移しました。一方、物価上昇の継続や金融資本市場の変動に加え、中東情勢の緊迫化

によるエネルギー価格及び物流コストへの影響など、先行きは不透明な状況が続きました。

自動車業界におきましては、当連結会計年度における国内の新車（乗用車）登録台数は2,543,647台（前期比

2.7％減少）（注１）となり、2025年下半期の国内新車販売台数が前年同期を下回った一方、2026年上半期は小幅

な増加に転じるなど、持ち直しの動きがみられました。

外国メーカー車の登録台数は236,923台（前期比1.4％増加）（注２）となり、輸入車販売シェアは9.3％（前期

8.9％）となりました。しかしながら、物価上昇や車輌価格の上昇等を背景として消費者の購買姿勢は慎重であ

り、ブランドや車種によって販売状況に差がみられ、当社取扱いブランドの新車登録台数は前期を下回っており、

当社を取り巻く事業環境は引き続き厳しい状況にあります。

 
（注１）出典：日本自動車販売協会連合会HP　統計データ

（注２）出典：日本自動車輸入組合HP　統計情報輸入車登録台数

 
このような経営環境の下、当社グループは中長期的な成長基盤の強化を目的として、M&A及び新規出店による販

売ネットワーク及び顧客基盤の拡大、取扱いブランドのラインナップ拡充、ストック型ビジネスである車輌整備及

び損害保険代理店事業の強化に取り組みました。

当連結会計年度における新規出店につきましては、「Hyundai Citystore 福岡」「BYD AUTO 福岡」を開設する

とともに、「Hyundai Citystore 東京開業準備室」及び「BYD AUTO 北九州開設準備室」を設置し、当社グループ

が注力する低炭素車の取扱いブランドの強化と今後の店舗展開に向けた準備を進めました。

また、「プジョー郡山」「ジープ大分」「越谷BMW」「BMW Premium Selection越谷」「上尾BMW」「BMW Premium

Selection春日部」の事業譲受を完了したほか、当第４四半期連結会計期間には、「ボルボ・カー西宮」「ボル

ボ・カー高松」「ボルボ・セレクト徳島」「ボルボ・セレクト松山」「ボルボ・ギャラリー松山」の事業譲受を完

了し、新規顧客層の獲得を推進しました。

さらに、2026年１月１日付でBYD及びHyundaiブランド事業をウイルプラスエンハンス株式会社からウイルプラス

チェッカーモータース株式会社へ移管し、複数ブランドの一体運営による業務効率及び顧客提案力の向上に取り組

みました。

 
当連結会計年度においては、新車販売が伸び悩んだ一方、輸入車ディーラー事業における中古車販売及び中古車

輸出関連事業における国内業販が売上高の増加に寄与しました。

また、上記のM&A及び新規出店による店舗数及び顧客基盤の拡大を背景として、車輌整備も伸長しました。

この結果、連結売上高は96,839百万円（前期比9.3％増加）、前連結会計年度にM&Aにより取得した連結子会社の

収益改善等により、売上総利益は13,135百万円（前期比5.7％増加）となりました。

 
一方、M&Aにより当社グループとなった連結子会社における人員増加及び事業規模の拡大に伴う体制強化のため

のマネジメント層の事前採用等に伴い人件費が増加し、当連結会計年度に実施したM&Aにかかる各種DD（デューデ

リジェンス）費用の発生、店舗数の増加に伴う地代家賃、店舗維持費及び減価償却費の増加並びに販売促進費の増

加等により、販売費及び一般管理費は、11,708百万円（前期比10.6％増加）となりました。販売費及び一般管理費

の増加率が売上総利益の増加率を上回った結果、営業利益は1,426百万円（前期比22.9％減少）となりました。

営業外収益は充電設備導入促進補助金等により198百万円（前期比13.6％増加）となりました。一方、営業外費

用は、M&A資金の調達に伴う借入金の増加及び金利上昇等により支払利息が増加し、197百万円（前期比56.2％増

加）となりました。この結果、経常利益は1,427百万円（前期比24.8％減少）となりました。

また、特別利益は保有資産の有効活用を目的としたセール・アンド・リースバックに伴う固定資産売却益等によ

り385百万円（前期比25.2％増加）となりました。一方、特別損失は、一部店舗の固定資産に係る減損損失及び株

式報酬制度終了に伴う費用の計上等により167百万円（前期比35.6％減少）となりました。
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これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は1,108百万円（前期比23.2％減少）となりました。

 
セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（輸入車ディーラー事業）

新車販売につきましては、M&Aによる新規獲得ブランドや店舗数が増加したものの、販売台数は前期をわずかに

上回るものに留まりました。また、高額車輌を主力とする当社取扱いブランドについては市場環境の回復の兆しが

見られず、その影響を受け、販売は低調に推移しました。

この結果、輸入車ディーラー全体の新車売上高は24,760百万円（前期比1.7％減少）となりました。

中古車販売については、下取車の確保、店舗間における在庫情報の共有及び販売連携の強化に加え、事業譲受に

よる販売ネットワークの拡充等により販売機会を着実に取り込み、中古車商品回転率を重視し販売を推進した結

果、販売台数は前期を大きく上回り、売上高は16,872百万円（前期比13.6％増加）となりました。

これらの結果、車輌売上高合計は47,468百万円（前期比4.9％増加）となりました。

車輌整備につきましては、店舗数の増加やサービスネットワークの拡充に加え、継続してお取引いただくお客様

の増加等により堅調に推移し、売上高は9,821百万円（前期比19.8％増加）となりました。

損害保険代理店事業につきましては、代理店手数料制度改定への対応が進んだものの、その影響は大きく、保険

手数料収入は477百万円（前期比8.7％増加）と、成長率は限定的なものとなりました。なお、保険手数料収入を含

むその他売上高は821百万円（前期比8.2％増加）となりました。

これらの結果、輸入車ディーラー事業の売上高は58,110百万円（前期比7.2％増加）となりました。

一方で中古車粗利率の低下に加え、新規出店及び事業譲受に伴う費用の発生や、体制強化や店舗数増加により人

件費、店舗関連費用、販売促進費及び減価償却費等が増加し、これらの費用の増加が売上総利益の増加を上回った

ことから、セグメント利益は2,243百万円（前期比10.8％減少）となりました。

 
（中古車輸出関連事業）

主な輸出先国であるマレーシアの国内経済は、拡大基調を維持しており、また、マレーシアリンギットに対する

円安も輸出事業の追い風となっております。

一方、当連結会計年度の上半期におきましては、2025年の同国の輸入車台数が８月早々に規制枠に到達したこと

に加え、需要減退期に入ったことや、当社が主力商品と位置付けていた車種の販売不振などの要因により、海外売

上高は2,971百万円（前年同期比45.9％減少）となり、前年同期を大きく下回りました。

第３四半期連結会計期間においては、前年同期と同水準の海外売上高を確保したものの、第４四半期連結会計期

間においては、第３四半期連結会計期間での現地への供給量が急激に増加した反動を受け、海外売上高は前年同期

を下回り、2,544百万円（前年同期比3.9％減少）となりました。この結果、当連結会計年度の海外売上高は10,208

百万円（前期比21.9％減少）となりました。

業販につきましては、商品回転率を重視しながら、販売を強化したことにより、業販売上高は28,501百万円（前

期比35.3％増加）となりました。これにより、海外売上高と業販売上高の合計は38,709百万円（前期比12.7％増

加）と前期を上回りました。

従来利益率の高い海外売上高の減少に加え、仕入価格や車輌運送費の上昇を受け商品原価率が上昇し、海外売上

高の売上総利益は低下いたしました。セグメント売上高に占める海外売上高の割合も減少したことから、中古車輸

出関連事業全体の売上総利益率は低下いたしました。

管理部門の機能の移管、拠点・事務所の整理・統合等により効率化を図り、販管費率は低下したものの、セグメ

ント利益は376百万円（前期比13.3％減少）となりました。

 
なお、当社グループは中長期戦略の一環として、「店舗への再生可能エネルギーの導入」及び「低炭素車の取扱

い拡大」に取り組んでおります。当連結会計年度末時点において、再生可能エネルギー導入店舗は62店舗中29店舗

となりました。

また、低炭素車販売の推進及び社用車に占める低炭素車の比率向上にも継続して取り組み、当連結会計年度の新

車販売に占める低炭素車の割合は20.1％、当連結会計年度末時点におけるグループ全体の社用車のうち低炭素車が

占める割合は28.9％となりました。

さらに、当社取扱いブランドのEVラインナップ拡充と並行して、EV充電インフラの整備も進展しており、当連結

会計年度に新たに27台を設置しました。その結果、当連結会計年度末時点では、急速充電器44台を含む計149台と

なりました。

（注）2026年２月より、店舗数につきましては、従前の新車ショールームの店舗数から車輌販売を行う独立した
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店舗数に基準を変更しております。

 
当連結会計年度末における資産合計は、主としてウイルプラスモトーレン東京株式会社の新規連結に伴う流動

資産の増加及びウイルプラスモトーレン株式会社における土地の取得等による有形固定資産の増加により、前連

結会計年度末に比べ6,686百万円増加し、43,917百万円となりました。

負債合計は、主として未払金及び短期借入金の増加により、前連結会計年度末に比べ5,997百万円増加し、

31,023百万円となりました。

純資産合計は、主として親会社株主に帰属する当期純利益の計上等により、前連結会計年度末に比べ688百万円

増加し、12,893百万円となりました。

 
②　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末よ

り2,211百万円（前期比26.9％）増加し、10,445百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、獲得した資金は764百万円（前連結会計年度は1,303百万円の使用）となりました。これは、税

金等調整前当期純利益が1,645百万円、減価償却費が2,227百万円等の資金増加要因があった一方で、棚卸資産の増

加が2,679百万円、法人税等の支払額が682百万円等の資金減少要因があったこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は3,007百万円（前連結会計年度は545百万円の使用）となりました。これは有形

固定資産の取得が1,668百万円、敷金及び保証金の支払額が156百万円、事業譲受による支出が2,261百万円あった

一方で、有形固定資産の売却による収入が1,038百万円あったこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により獲得した資金は4,454百万円（前連結会計年度は2,578百万円の獲得）となりました。これは、長

期借入金の増加が2,700百万円、短期借入金の増加が5,100百万円あった一方で、長期借入金の約定返済が2,780百

万円、配当金の支払額が438百万円あったこと等によるものであります。

 
③　仕入及び販売の実績

(A) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

商品の名称
グループ全体
仕入高
（百万円）

前期比
（％）

セグメント別

輸入車ディーラー
事業仕入高
（百万円）

前期比
（％）

中古車輸出
関連事業仕入高
（百万円）

前期比
（％）

新車 32,983 105.9 32,983 105.9 － －

中古車 47,786 113.3 9,952 104.5 37,834 115.9

その他 4,496 116.1 4,496 116.1 － －
 

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．当事業年度における仕入実績の著しい変動の要因については、「第２事業の状況　４　経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（1）経営成績等の状況の概要」に記載のとおりであ

ります。
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(B) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

商品の名称
グループ全体
販売高
（百万円）

前期比
（％）

セグメント別

輸入車ディーラー
事業販売高
（百万円）

前期比
（％）

中古車輸出
関連事業販売高
（百万円）

前期比
（％）

新車 24,760 98.3 24,760 98.3 － －

中古車（国内） 16,872 112.0 16,872 113.6 － －

　　　（海外） 10,208 78.1 － － 10,208 78.1

中古車合計 27,081 96.2 16,872 113.6 10,208 76.8

業販 34,335 130.6 5,834 111.7 28,501 135.3

車輌販売高合計 86,178 108.2 47,468 104.9 38,709 112.7

車輌整備 9,821 119.8 9,821 119.8 － －

その他 840 107.6 821 108.2 19 86.0

合計 96,839 109.3 58,110 107.2 38,728 112.6
 

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別販売実績及び当該販売実績に対する割合については、その割合が100分の10以上に該当する相

手先がないため、記載を省略しております。

３．当事業年度における販売実績の著しい変動の要因については、「第２事業の状況　４　経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（1）経営成績等の状況の概要」に記載のとおりであ

ります。

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

なお、本項における将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 
①　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及

び仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５経理の状況　１　

連結財務諸表等　（1）連結財務諸表等　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりであります。

 

②　当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

Ａ）経営成績等の状況に関する分析

当連結会計年度は、M&A及び新規出店による販売ネットワーク及び顧客基盤の拡大に加え、輸入車ディーラー事

業における中古車販売及び車輌整備、中古車輸出関連事業における国内業販が伸長したことにより、売上高は

96,839百万円（前期比9.3％増加）となり、事業規模は着実に拡大いたしました。一方、新車販売が伸び悩んだこ

とに加え、中古車輸出関連事業における海外売上高が減少するなど、事業ごとの収益環境には差が生じました。

 
利益面では、前連結会計年度にM&Aにより取得した連結子会社の収益改善等により売上総利益は13,135百万円

（前期比5.7％増加）となりました。一方、M&A及び事業規模の拡大に伴う人員増加、マネジメント層の事前採

用、当連結会計年度に実施したM&Aに係るデューデリジェンス費用、店舗数の増加に伴う店舗関連費用及び減価償

却費、販売促進費等が増加したことから、販売費及び一般管理費の増加率が売上総利益の増加率を上回り、営業

利益は1,426百万円（前期比22.9％減少）となりました。

 

また、M&A資金の調達に伴う借入金の増加及び金利上昇等により支払利息が増加したことから、経常利益は

1,427百万円（前期比24.8％減少）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,108百万円（前期比23.2％減少）とな

りました。

 
当社グループとしては、M&A及び新規出店を通じた事業基盤の拡大が売上高の成長につながった一方、事業規模
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の拡大に伴う先行的な費用負担に加え、中古車粗利率の低下や中古車輸出関連事業における収益性の低下等によ

り、利益面では課題が残る結果となったと認識しております。今後は、拡大した事業基盤を着実な利益成長につ

なげるため、既存店舗及びM&Aにより取得した店舗の収益力向上、商品回転率の改善、適正な人員配置及びストッ

ク型ビジネスの強化等に取り組んでまいります。

 
輸入車ディーラー事業については、中古車販売及び車輌整備が伸長したことにより売上高は増加したものの、

新車販売の低迷、中古車粗利率の低下並びにM&A及び新規出店等に伴う費用の増加により、セグメント利益は減少

しました。今後は、商品回転率の向上及びアフターサービスの強化等を通じて、既存店舗の収益力向上を図るこ

とが重要であると認識しております。

 
中古車輸出関連事業については、国内業販の拡大により売上高は増加したものの、利益率の高い海外売上高が

減少し、売上構成が変化したことに加え、仕入価格及び車輌運送費の上昇等により売上総利益率が低下したこと

から、セグメント利益は減少しました。今後は、商品回転率を重視した在庫運営を継続するとともに、海外販売

の収益性向上及び販売機会の拡大に取り組んでまいります。

 
Ｂ）財政状態及びキャッシュ・フローの状況に関する分析

ａ）財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は、43,917百万円となり、前連結会計年度末に比べ6,686百万円増加しました。これ

は、主としてM&Aに伴う商品等の流動資産の増加及び店舗等への投資による有形固定資産の増加によるものであり

ます。一方、負債合計は、31,023百万円となり、M&A等の成長投資に伴う資金需要を背景とした短期借入金等の増

加により、前連結会計年度末に比べ、5,997百万円増加しました。純資産合計は、親会社株主に帰属する当期純利

益の計上等より12,893百万円となりました。

 
当社グループとしては、M&A及び店舗投資等に伴い資産及び有利子負債が増加していることから、取得した店舗

及び事業の早期収益化並びに商品回転率の向上を通じ、投下資本の効率的な回収を進めることが重要であると認

識しております。

 
ｂ）キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローは764百万円の収入となり、前連結会計年度の1,303百万円の支出から改善

しました。一方、事業譲受及び有形固定資産の取得等により、投資活動によるキャッシュ・フローは3,007百万円

の支出となりました。また、これらの成長投資に係る資金需要に対応するため借入金を活用したこと等により、

財務活動によるキャッシュ・フローは4,454百万円の収入となりました。この結果、当連結会計年度末の現金及び

現金同等物は10,445百万円となりました。

 
当社グループでは、営業活動によるキャッシュ・フローの創出力を高めるとともに、成長投資の収益性及び回

収期間を適切に管理することにより、成長投資と財務健全性の両立を図ってまいります。

 
Ｃ）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループは、持続的な成長に向けたM&A及び店舗設備等への投資を実施する一方、財務健全性を維持すると

ともに、株主への安定的な利益還元を継続することを資本政策の基本方針としております。

主な資金需要は、商品仕入、人件費等の運転資金及び店舗設備等への投資資金であります。これらについては

営業活動によって獲得した自己資金を基本としつつ、M&A等の戦略的投資については、その規模、収益性、投資回

収期間及び財務状況等を勘案し、必要に応じて金融機関からの借入を活用しております。

また、複数の金融機関との間で当座貸越契約を締結するなど、必要な資金を機動的かつ安定的に確保できる体

制を整備しております。
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Ｄ）経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、財務健全性と資本効率のバランスを重視し、自己資本比率及び自己資本利益率（ROE）を重要

な経営指標としております。当該指標の目標値については、「第２ 事業の状況 １ 経営方針、経営環境及び対処

すべき課題等 (2) 目標とする経営指標」に記載しております。

 
当連結会計年度における各指標の目標値及び実績は、次のとおりであります。

指標 目標値 2026年６月期実績

自己資本比率 20％以上40％未満 26.6％

自己資本利益率（ROE） 15％以上 9.9％
 

 
自己資本比率は目標とする水準の範囲内となった一方、自己資本利益率（ROE）は、親会社株主に帰属する当期

純利益が前期比23.2％減少したこと等により、目標値を下回りました。今後は、既存店舗及びM&Aにより取得した

店舗の収益力向上等を通じて利益成長を図るとともに、財務健全性とのバランスを考慮しながら資本効率の向上

に取り組んでまいります。
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５ 【重要な契約等】

 取引基本契約

契約会社名
相手先
の名称

相手先の
所在地

契約品目
契約
締結日

契約期間 契約内容

ウイルプラス
チ ェ ッ カ ー
モータース㈱

Stellantis
ジャパン㈱

東京都
港区

フィアット・ア
ルファロメオ/ア
バルト・ジープ
製品

2024年
１月１日

2026年１月１日から
2026年12月31日まで

ジープ /フィアッ
ト・アルファロメ
オ/アバルト製品の
販売及びそれに伴う
アフターサービス業
務に関する事項

同上
Stellantis
ジャパン㈱

東京都
港区

プジョー・シト
ロエン・DSオー
トモビル製品

2024年
７月１日

2025年７月１日から
2026年６月30日まで

プジョー・シトロエ
ン・DSオートモビル
製品の販売及びそれ
に伴うアフターサー
ビス業務に関する事
項

同上
BYD Auto
Japan㈱

神奈川県
横浜市

BYD Auto製品
2025年
12月15日

2026年１月１日から
2028年12月31日まで

BYD製品の販売及び
それに伴うアフター
サービス業務に関す
る事項

ウイルプラス
モトーレン㈱

ビ ー ・ エ
ム ・ ダ ブ
リュー㈱

東京都
千代田区

BMW製品
2024年
１月１日

2024年１月１日から
2026年12月31日まで

BMW製品の販売及び
それに伴うアフター
サービス業務に関す
る事項

同上
ビ ー ・ エ
ム ・ ダ ブ
リュー㈱

東京都
千代田区

MINI製品
2024年
１月１日

2024年１月１日から
2026年12月31日まで

MINI製品の販売及び
それに伴うアフター
サービス業務に関す
る事項

ウイルプラス
モトーレン東
京㈱

ビ ー ・ エ
ム ・ ダ ブ
リュー㈱

東京都
千代田区

BMW製品
2026年
１月16日

2026年１月16日から
2026年12月31日まで

BMW製品の販売及び
それに伴うアフター
サービス業務に関す
る事項

同上
ビ ー ・ エ
ム ・ ダ ブ
リュー㈱

東京都
千代田区

MINI製品
2024年
１月１日

2024年１月１日から
2026年12月31日まで

MINI製品の販売及び
それに伴うアフター
サービス業務に関す
る事項

ウイルプラス
帝欧オリオン
㈱

ボ ル ボ ・
カー・ジャ
パン㈱

東京都
港区

ボルボ製品
2025年
１月１日

2025年１月１日から
2026年12月31日まで

ボルボ製品の販売及
びそれに伴うアフ
ターサービス業務に
関する事項

ウイルプラス
アインス㈱

ポルシェ・
ジャパン㈱

東京都
港区

ポルシェ製品
2024年
12月27日

2025年１月１日から
2026年12月31日まで

ポルシェ製品の販売
及びそれに伴うアフ
ターサービス業務に
関する事項

ウイルプラス
エンハンス㈱

ジャガー・
ランドロー
バー・ジャ
パン㈱

東京都
品川区

ジャガー・ラン
ドローバー製品

2025年
６月１日

2025年６月１日～

ジャガー・ランド
ローバー製品の販売
及びそれに伴うアフ
ターサービス業務に
関する事項

㈱ウイルプラ
スホールディ
ングス

Hyundai
Mobility
Japan㈱

神奈川県
横浜市

Hyundai
Mobility製品

2024年
12月25日

2024年12月25日から
2027年12月31日まで

Hyundai Mobility製

品の販売業務に関す
る事項

 

 
 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は1,668,631千円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおり

であります。

(1) 輸入車ディーラー事業

店舗の土地・建物の購入や新規出店・改装等により、総額1,668,631千円の投資を実施しました。

なお、保有資産の有効活用を目的としたセール・アンド・リースバックの実施により、土地の一部を売却し、

382,286千円の固定資産売却益を計上しております。重要な設備の除却はありません。

 
(2) 中古車輸出関連事業

主な設備投資及び重要な設備の除却又は売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2026年６月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

本社
(東京都港区)

本社施設 22,015 －
－
(－)

11,571 25,258 58,846
82
(3)

 

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウエアであります。

３．本社設備は賃借物件であり、年間賃借料は33,726千円であります。

４．従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数であります。

 

(2) 国内子会社

2026年６月30日現在

会社名
事業所及び
店舗名
(所在地)

セグメント
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員
数
(名)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

ウイルプ
ラス
チェッ
カーモー
タース㈱
(注)５.

ジープ福
岡
他29店舗
(福岡県福
岡市他)

輸入車
ディー
ラー事業

店舗及び
整備工場

1,337,710 921,952
－
(－)

－ 99,044 2,358,707
282
(2)

ウイルプ
ラスモ
トーレン
㈱

Willplus
BMW八幡
他８店舗
(福岡県北
九州市他)

 
輸入車
ディー
ラー事業

店舗及び
整備工場

1,208,435 762,745
981,200
(2,565.84)

－ 229,486 3,181,867
154
(－)

ウイルプ
ラスモ
トーレン
東京㈱

 越谷BMW
他３店舗
(埼玉県越
谷市他)

 
輸入車
ディー
ラー事業

店舗及び
整備工場

13,843 324,975
－
(－)

－ 8,112 346,931
86
(－)

ウイルプ
ラス帝欧
オリオン
㈱

ボルボ・
カー福岡
他11店舗
(福岡県福
岡市他)

 
輸入車
ディー
ラー事業

店舗及び
整備工場

1,387,311 806,596
282,930
(1,749.6)

3,751 42,832 2,523,423
175
(3)

ウイルプ
ラスアイ
ンス㈱

ポルシェ
センター
仙台
他１店舗
（宮城県
仙台市他)

 
輸入車
ディー
ラー事業

店舗及び
整備工場

464,183 238,320
－
(－)

－ 43,159 745,663
36
(－)

ウイルプ
ラスエン
ハンス㈱
(注)５.

ジャ
ガー・ラ
ンドロー
バー三鷹
他４店舗
(東京都三
鷹市他)

 
輸入車
ディー
ラー事業

店舗及び
整備工場

146,103 814,153
－
(－)

－ 121,825 1,082,083
82
(1)

㈱ENG

川間事業
所
他２拠点
(千葉県野
田市他)

中古車輸
出関連事
業

事業所及
びヤード

12,009 7,083
－
(－)

10,098 87,714 116,906
33
(4)

 

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、ソフトウエアであり、建設仮勘定は含んでおりませ

ん。

３．店舗及び整備工場のうち賃借物件の年間賃借料は1,243,479千円であります。

４．従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数であります。
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５．ウイルプラスチェッカーモータース㈱、ウイルプラスモトーレン㈱、ウイルプラスエンハンス㈱及び㈱ENG

は、土地、店舗及び整備工場の一部を関係会社から賃借しており、年間賃借料はそれぞれ5,925千円、1,560

千円、73,524千円、8,087千円であります。

６．減損損失計上後の帳簿価額を記載しております。なお、当事業年度に計上した減損損失の内容につきまして

は、「第５　経理の状況　１.連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（連結損益計算書関係）　※７

減損損失」に記載のとおりであります。

 
 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

事業所名
(所在地)

セグメント
名称

設備の内容
投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

福岡県北九州市
他36件

輸入車
ディーラー
事業

店舗改装他 1,405,597 7,661　 自己資金及び
借入金 2026年７月 2027年６月 －

 

（注）完成後の増加能力につきましては、計数的な把握が困難であるため、記載を省略しております。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年９月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,358,400 10,358,400
東京証券取引所

（東証スタンダード市場）
単元株式数は100株であ
ります。

計 10,358,400 10,358,400 ― ―
 

（注）提出日現在の発行数には、2026年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 
（第５回新株予約権）

 

決議年月日 2023年９月15日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員　80　（注）７

新株予約権の数（個）　※ 1,525　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数（株）　※

普通株式　152,500　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額
（円）※

1,226　（注）２

新株予約権の行使期間　※ 2025年９月16日～2033年９月15日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額（円）　※

発行価格  1,226
資本組入額 　613　（注）３

新株予約権の行使の条件　※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項　※

（注）６
 

※　当事業年度の末日（2026年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2026年８月31

日）において、これらの事項に変更はありません。

 
（注）１．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

（以下「付与株式数」という。）は100株とする。但し、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式に

つき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式に

より付与株式数を調整する。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない

本新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で付与株式数の調整を行

うことができるものとする。

２．新株予約権の行使時の払込金額

(1) 当社が、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割又は株式併合の比率
 

(2) 当社が、本新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の行使による新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとす

る。

      新規発行・
処分株式数

× １株当たりの
払込金額

 

調整後
行使価額

＝ 調整前
行使価額

×

既発行株式数 ＋
 

時　価  
 既発行

株式数
＋ 新規発行・処分株式数  

 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から、当社が保有する自己株式

数を控除した数とする。

(3) 本新株予約権の割当日後、当社が必要と認めた場合、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することが

できるものとする。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めると

ころに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる

場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資

本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件

(1) 本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社の取締役等の役員又

は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社の取締役等の役員又は
使用人のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合
にはこの限りではない。

(2) 本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができな

い。
(3) 本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株予約権を行使すること

ができない。但し、以下の①、③、⑨の場合を除き、当社取締役会が合理的に別段の取扱いを行うことに
ついて賛成した場合にはこの限りではない。
① 禁錮刑以上の刑に処せられた場合

② 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締役等の役員若しくは

使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（但し、当社の書面による事前の承認を得た場
合を除く。）

③ 法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合

④ 差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処分を受けた場合

⑤ 支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が不渡りになっ

た場合
⑥ 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合又は自らこれを

申し立てた場合
⑦ 就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合

⑧ 役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合

⑨ 反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去5年以内にこれらに該当した疑いの

ある場合
(4) 本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（１月１日から12月31日まで）の合計額

は、1,200万円を超えてはならない。

５．本新株予約権の取得

(1) 当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約の議案若しくは株式移転

計画の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当該議案につき当社取
締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合において、当社は、当社取
締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、本新株予約権の全部を無償で
取得する。ただし、当社取締役会が有償で取得すると決定した場合には当社取締役会が定めた金額で本新
株予約権の全部を有償で取得することができる。

(2) 当社は、本新株予約権者が（注）４．に基づき権利行使の条件を欠くこととなった場合又は本新株予約権

者が本新株予約権を放棄した場合は、当社は、当社の取締役会が別途定める日の到来をもって、当該本新
株予約権を無償で取得することができる。

(3) 当社は、当社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、本新株予約権

の全部又は一部を無償で取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場合は、当社取締役会の決議に
よりその取得する本新株予約権の一部を定める。

６．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前におい

て残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する本新株予約権者に対し、それぞ

れの場合に応じて会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」と
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いう。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅する

ものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

 本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。
(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

 再編対象会社の普通株式とする。
(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法

 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（注）２．に準じて行使価額につき合理的な調整がなされた
額に、上記第（3）号に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じ
て得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に規定する本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再
編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」規定する本新株予約
権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

 上記（注）４．に準じて決定する。
(7) 新株予約権の取得事由及び取得条件

 上記（注）５．に準じて決定する。
(8) 新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対象会社が取締役会設
置会社でない場合は株主総会）を要するものとする。

(9) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

 上記（注）３．に準じて決定する。
(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

７．付与対象者の退職があったため、本書提出日現在では、当社及び子会社従業員72名となっております。

 
 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年７月１日～
2023年６月30日
（注）１

127,200 10,078,400 23,850 255,618 23,850 185,618

2023年７月１日～
2024年６月30日
（注）１

83,360 10,280,700 15,630 271,248 15,630 201,248

2023年９月11日
（注）２

202,300 10,364,060 117,637 388,885 117,637 318,885

2024年７月１日～
2025年６月30日
（注）１

48,240 10,412,300 9,045 397,930 9,045 327,930

2025年７月１日～
2026年６月30日
（注）３

△53,900 10,358,400 － 397,930 － 327,930

 

（注）１．新株予約権権利行使による増加であります。

２．第三者割当増資により発行済株式数が202,300株増加、資本金及び資本準備金がそれぞれ117,637千円増加し

ております。

３．自己株式消却による減少であります。

 
(5) 【所有者別状況】

2026年６月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数  100 株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数

(人)
- 5 16 59 19 19 6,640 6,758 －

所有株式数

(単元)
- 10,944 2,955 28,145 4,471 31 56,711 103,257 32,700

所有株式数

の割合(％)
- 10.56 2.85 27.17 4.31 0.03 55.05 100.00 －

 

（注）１．自己株式568,508株は「個人その他」に5,685単元、「単元未満株式の状況」に８株含まれております。

２．「株式給付BIP信託」及び「株式給付ESOP信託」が保有する株式695,973株は「金融機関」に6,959単元、

「単元未満株式の状況」に73株含まれております。

 

EDINET提出書類

株式会社ウイルプラスホールディングス(E32181)

有価証券報告書

 34/123



 

(6)【大株主の状況】

2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

成瀬　隆章 東京都港区 2,207,280 22.55

株式会社ICS 東京都港区三田２丁目13－７　901 750,000 7.66

株式会社ETH 東京都港区三田２丁目13番７－901号 750,000 7.66

株式会社MMZ 東京都港区三田２丁目13番７－901号 750,000 7.66

株式会社ゼロ
神奈川県川崎市幸区堀川町580番地　ソリッ
ドスクエア西館

521,600 5.33

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託
口・８０３２１口）

港区赤坂１丁目８番１号　赤坂インターシ
ティＡＩＲ

496,500 5.07

齊田　勇 福岡県大野城市 342,640 3.50

内藤　征吾 東京都中央区 309,500 3.16

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩ
ＮＥＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　Ｏ
ＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ　
（ＣＡＳＨＰＢ）常任代理人野
村證券株式会社

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，　ＬＯＮＤＯ
Ｎ，ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩ
ＮＧＤＯＭ

259,000 2.65

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10号 200,000 2.04

計 － 6,586,520 67.28
 

（注）１．株式会社ICS、株式会社ETH及び株式会社MMZは当社代表取締役社長 成瀬隆章の資産保有会社であります。

２．上記のほか、当社所有の自己株式568,508株があります。なお、「株式給付BIP信託」及び「株式給付ESOP信

託」の信託財産が所有している当社株式695,973株は上記自己株式に含めておりません。

３．2020年８月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、大和アセットマネ

ジメント株式会社が2020年８月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社とし

て2026年６月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式数
に対する所有
株式の割合
（％）

大和アセットマネジメント株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 316,200 3.20
 

４．2024年８月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友ＤＳア

セットマネジメント株式会社が2024年８月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として2026年６月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式数
に対する所有
株式の割合
（％）

三井住友ＤＳアセットマネジメント
株式会社

東京都港区虎ノ門一丁目17番１号
虎ノ門ヒルズビジネスタワー26階

433,600 4.18
 

５．2025年８月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、明治安田アセットマネジメント株

式会社が2025年８月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年６

月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。な

お、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式数
に対する所有
株式の割合
（％）

明治安田アセットマネジメント株式
会社

東京都千代田区大手町二丁目３番２号 403,800 3.88
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

568,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

97,572 ―
9,757,200

単元未満株式
普通株式

― ―
32,700

発行済株式総数 10,358,400 ― ―

総株主の議決権 ― 97,572 ―
 

（注）１．「単元未満株式」には自己保有株式８株、「株式給付BIP信託」及び「株式給付ESOP信託」の信託財産が所

有する当社株式73株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」には「株式給付BIP信託」及び「株式給付ESOP信託」の信託財産が所有する

当社株式695,900株（議決権6,959個）が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2026年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ウイルプラスホー
ルディングス

東京都港区芝５丁目13番15
号

568,500 ― 568,500 5.4

計 ― 568,500 ― 568,500 5.4
 

（注）「株式給付BIP信託」及び「株式給付ESOP信託」の信託財産が所有する当社株式695,900株は、上記自己株式に含

まれておりません。

 

(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

（役員報酬BIP信託）

当社は、当中間連結会計期間より、2025年９月25日開催の第18回定時株主総会に基づき、当社の取締役（社外取

締役及び監査等委員である取締役を除きます。）及び当社の子会社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取

締役を除きます。）を対象に、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を明確にし、取締役が適切なリ

スクテイクの下で継続的に経営目標を実現するインセンティブを高めることを目的として、2018年３月に導入した

業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」に代えて、新たな業績連動型株式報酬制度「役員報酬BIP（Board

Incentive Plan）信託」（以下「本制度」という。）の導入を決議しております。

１．取引の概要

本制度は、当社が拠出する取締役の報酬額に相当する金銭を原資として、信託が当社株式を取得し、当該信託

を通じて役位及び業績目標の達成度等に応じて取締役に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭の交付

及び給付を行う株式報酬制度であります。本制度は、連続する５事業年度を対象とし、当初は2026年６月末日で

終了する事業年度から2030年６月末日で終了する事業年度までを対象とします。

（本信託の概要）

①名称              ：株式給付BIP信託

　②委託者            ：当社

　③受託者            ：三菱UFJ信託銀行株式会社

　④受益者            ：対象役員のうち役員株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

　⑤信託管理人        ：当社と利害関係のない第三者
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　⑥信託の種類　　　　 ：金銭信託以外の金銭の信託（特定単独運用の金外信託）

　⑦本信託契約の締結日 ：2025年12月１日

　⑧金銭を信託する日　 ：2025年12月１日

　⑨信託の期間        ：信託開始日から2030年12月31日

　（特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り信託は継続する。）

 

２．対象役員に取得させる株式の総数

上限580,000株（５事業年度）

 

３．本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

対象役員のうち「役員株式給付規程」に定める受益者要件を満たした者（以下「受益者」という。）に対し

て、当該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。

 
（従業員に対する株式給付制度）

当社は、2023年８月17日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業

員インセンティブ・プラン「株式給付ESOP信託」（以下「本制度」という。）の導入を決議いたしました。

１．本制度の概要

株式付与ESOP(Employee Stock Ownership Plan)信託(以下、「ESOP信託」といいます。)とは、米国のESOP制度を

参考にした従業員インセンティブ・プランであり、ESOP信託が取得した当社株式(※)及び当社株式の換価処分金相

当額の金銭(以下、「当社株式等」 といいます。)を、予め定める株式交付規程に基づき、一定の要件を充足する従

業員に交付及び給付(以下、「交付等」といいます。)するものです。なお、当該信託が取得する当社株式の取得資

金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

本制度の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるため、株価を意

識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待できます。また、ESOP信託の信託

財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意思が反映される仕組みであり、従業員の

経営参画を促す企業価値向上プランとして有効です。

 

① 当社は、ESOP信託の導入に際して株式交付規程を制定します。

② 当社は受益者要件を充足する当社従業員を受益者とするESOP信託を金銭で設定します。

③ ESOP信託は、信託管理人の指図に従い、上記②で当社が拠出した金銭を原資として、信託期間内に受益者に交

付すると見込まれる数の当社株式を、当社(第三者割当による新株式発行)から取得します。

④ ESOP信託は当社の株主として、分配された配当金を受領します。

⑤ 信託期間を通じ、信託管理人が議決権行使等の株主としての権利の行使に対する指図を行い、ESOP信託はこれ

に従って株主としての権利を行使します。

⑥ 当社の株式交付規程に従い、一定の要件を満たす当社従業員に対して、当社株式等の交付等を行います。

⑦ ESOP信託の清算時に、受益者に当社株式等の交付等が行われた後の残余財産は、帰属権利者たる当社に帰属し

ます。

 
２．従業員等に取得させる株式の総数

202,300株

 
３．本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

支給対象者のうち受益者要件を充足する者
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 普通株式
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 53,900 60,403 － －

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他（役員報酬BIP信託への自己株
式処分）

496,500 500,968 － －

保有自己株式数 568,508 － 568,508 －
 

（注）１．当期間における保有自己株式数には、2026年９月１日から本報告書提出日までに取得した自己株式は含めて

おりません。

２．当事業年度及び当期間の保有自己株式数には、「株式給付BIP信託」及び「株式給付ESOP信託」が所有する

当社株式695,973株は含まれておりません。

 
 

３ 【配当政策】
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な課題のひとつと位置付けております。
中長期的に配当性向30％を配当方針とし、2026年度までに、配当性向を30％まで段階的に引き上げてまいりま

した。また適正資本の維持される限りは累進配当を目指します。2027年度以降は、引き続き配当性向30％を配当
方針としながら、配当額の下限をDOE（株主資本配当率）4.5％を目安に、安定的かつ継続的な利益還元の維持・
向上に努めてまいります。
当期につきましては、上記配当方針をもとに業績及び配当性向等を総合的に勘案し、期末配当金につきまして

は、１株当たり28円00銭とさせていただきました。2025年12月31日を基準日とした中間配当金１株当たり18円00
銭とあわせまして、当期の年間配当金は１株当たり46円00銭、連結配当性向は37.7％となっております。
なお、当社は中間配当、期末配当の年２回の剰余金を配当とすることとしており、内部留保資金につきまして

は、業容の拡大に向けた財務体質の強化及びM＆A資金並びに店舗設備資金として有効に活用してまいりたいと考
えております。
また、当社は、剰余金の配当の決定機関については、会社法第459条第１項各号の規定に基づき、取締役会の決

議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨を定款に定めております。

 
　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

2026年２月12日
取締役会決議

176,218 18.00

2026年８月13日
取締役会決議

274,116 28.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社におけるコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方は、企業価値の最大化を図るにあたり、社会のめま

ぐるしい変化に対応し、効率的かつ、法令等を遵守する健全な経営体制を構築することであります。そのため

に、各ステークホルダーとの関係強化及び経営統治機能のさらなる充実を図ることにより、透明性のある経営を

確保するとともに、適正かつ迅速なディスクロージャーに努めてまいります。

 
②　企業統治の体制及び採用の理由

当社は、経営の透明性の向上と意思決定をより迅速化する体制の構築を目指すため、2022年９月28日開催の第

15回定時株主総会における決議を経て、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

 
当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の概要は以下のとおりであります。

 
委員の過半数が社外取締役で構成される監査等委員が、業務執行の適法性、妥当性の監査・監督を担うことで

より透明性の高い経営を実現し、また、取締役会の業務執行決定権限を取締役に委任することにより、取締役会

の適切な監督のもとで経営の意思決定及び執行のさらなる迅速化が可能な体制として監査等委員会設置会社を選

択しております。

本報告書提出日現在の企業統治に関する各機関の概要は以下のとおりであります。

 
（取締役会）

取締役会は、任期が1年である監査等委員ではない取締役３名と任期が２年である監査等委員である取締役５名

の８名で構成しております。当社グループの経営上の意思決定を行うとともに、取締役の職務執行を監督する機

関と位置付けております。原則として月１回開催している定時取締役会では経営状況の報告が行われ、経営課題

や方針についての審議をしております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、迅速な経営の意思決

定を行っております。

当事業年度におきましては取締役会を24回開催しており、構成員及び出席状況は下表のとおりであります。

当社は、2026年９月29日開催予定の第19回定時株主総会の議案(決議事項)として、「取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）３名選任の件」及び「監査等委員である取締役４名選任の件」を提案しており、当該決議が

承認可決されますと、取締役７名のうち社外取締役は４名となります。
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 氏名 出席/開催

代表取締役社長 成瀬　隆章 24/24

取締役 齊田　勇 23/24

取締役 宇田川　宙 24/24

取締役(注１) 依田　卓弥 6/6

独立社外取締役（監査等委員） 廣田　聡 24/24

独立社外取締役（監査等委員）(注２) 上田　研一 24/24

独立社外取締役（監査等委員） 鈴木かおり 24/24

独立社外取締役（監査等委員） 植野　和宏 24/24

独立社外取締役（監査等委員）(注３) 鈴木　智也 18/18
 

（注）１．取締役依田卓弥氏は、2025年９月25日開催の第18回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任いた

しましたので、退任までの期間に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

２．監査等委員である社外取締役上田研一氏は、2026年９月29日開催予定の第19回定時株主総会終結の時を

もって任期満了により退任予定であります。

３．監査等委員である社外取締役鈴木智也氏は、2025年９月25日開催の第18回定時株主総会において、新たに

監査等委員である社外取締役に選任され、就任しておりますので、就任後に開催された取締役会の出席状

況を記載しております。

 
（監査等委員会）

当社は、2022年９月28日開催の第15回定時株主総会の決議を経て、監査等委員会設置会社に移行いたしまし

た。監査等委員会は、監査等委員である社外取締役５名で構成されており、月１回の定時監査等委員会のほか、

必要に応じて臨時監査等委員会を開催することとしております。監査等委員会は、監査等委員会規則等で定めた

監査方針・計画に従い取締役の職務執行を監査し、また取締役会と協働して業務執行の妥当性、効率性等を監

査・監督しております。

なお、当社は、2026年９月29日開催予定の第19回定時株主総会の議案(決議事項)として、「監査等委員である

取締役４名選任」を提案しており、当該決議が承認可決されますと、取締役７名のうち社外取締役は４名となり

ます。

 

（経営執行会）

経営執行会は、当社グループの部長以上で構成され、取締役会の議事に係る会社にとって重要な事項について

審議しております。原則として月１回開催することとしております。

 

（指名諮問委員会・報酬諮問委員会）

取締役の指名及び報酬に係る評価・決定プロセスの透明性・客観性を担保するために、取締役会の諮問機関と

して、半数以上が監査等委員である独立社外取締役から構成され、監査等委員である独立社外取締役を委員長と

する任意の「指名諮問委員会」、「報酬諮問委員会」を設置しております。

指名諮問委員会は、役職の資格要件及び候補者の評価基準の決定、候補者に関する審議、取締役の選任・解任

方針に基づき株主総会へ付議する取締役候補者の選任・解任案について審議し、取締役会に答申しております。

また、経営陣の後継者計画及び人材育成方針等を審議策定し、取締役会へ助言、提言をしております。

当事業年度におきましては、社外取締役上田研一氏を委員長とし、社外取締役廣田聡氏、社外取締役鈴木かお

り氏、取締役成瀬隆章氏、取締役齊田勇氏を委員とする指名諮問委員会を３回開催し、常勤取締役の担当、取締

役候補者についての評価、審議等を行いました。

報酬諮問委員会につきましては、取締役の報酬制度変更の要否の検討、取締役の報酬等の決定方針の策定及び

決定方針に基づく報酬額について審議し、取締役会に答申しております。当事業年度におきましては、社外取締

役廣田聡氏を委員長とし、社外取締役上田研一氏、社外取締役植野和宏氏、社外取締役鈴木智也氏、取締役宇田

川宙氏を委員とした報酬諮問委員会を４回開催し、当社役員報酬の現状と課題の整理、株式報酬制度の見直し、

基本報酬と変動報酬の割合、取締役の個人評価の基準、取締役の個別報酬額等について審議等を行いました。委

員全員が全回出席しております。
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（内部監査部門）

代表取締役直轄の部署として内部監査室を設置し、専従者２名を配置しております。内部監査室は、内部監査

規程及び内部監査計画に従って独立した立場で、当社グループの内部監査を実施しております。

 

（会計監査人）

当社は、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、会計監査を受けております。

 

（リスクマネジメント・コンプライアンス委員会）

当社は、当社グループ各社が直面するリスクに対して、企業価値の損失を最小限に抑制し適切かつ迅速に対応

するために、平常時から備えるべき必要事項を協議する機関としてリスクマネジメント・コンプライアンス委員

会を設置しております。リスクマネジメント・コンプライアンス委員会は、取締役社長を委員長とし、常勤取締

役、執行役員及び委員長が指名する者を委員として構成され、原則として年４回開催することとしております。

当事業年度においては、４回のリスクマネジメント・コンプライアンス委員会を開催し、前事業年度末に設定し

た重要リスクについて担当部署における対応状況の進捗の情報共有等を行いました。

 

（サステナビリティ委員会）

当社は、企業活動を通じた持続可能な社会の実現・企業価値向上のため「サステナビリティ委員会」を設置し

ております。

サステナビリティ委員会は、その基本方針（「事業活動を通じて豊かさ・楽しさ・喜びを分かち合い、笑顔あ

ふれる社会づくりに貢献する」）に基づいた重要課題解決のための年度方針・具体的な取組事項の提案及び実施

状況の確認を行うものとし、当社取締役社長が委員長を務め、取締役を委員としております。

 

当事業年度における各機関の構成員はつぎのとおりであります。

役職名 氏名 取締役会
監査等委
員会

経営執行
会

指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会

リスクマ
ネジメン
ト・コン
プライア
ンス
委員会

サステナ
ビリティ
委員会

代表取締役社長 成瀬　隆章 議長  議長 〇  委員長 委員長

取締役 齊田　勇 〇  〇 ○  〇 ○

取締役 宇田川　宙 ○  〇  〇 ○ ○

取締役 依田　卓弥 〇  ○  〇 ○ ○

監査等委員（社外） 廣田　聡 〇 委員長  〇 委員長   

監査等委員（社外） 上田　研一 〇 〇  委員長 〇   

監査等委員（社外） 鈴木かおり 〇 〇  〇    

監査等委員（社外） 植野　和宏 〇 〇   〇   

監査等委員（社外） 鈴木　智也 〇 〇   〇   
 

（注）１．取締役依田卓弥氏は2025年９月25日開催の第18回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任いたし

ました。

２．監査等委員である社外取締役鈴木智也氏は、2025年９月25日開催の第18回定時株主総会において、新たに監

査等委員である社外取締役に選任され、就任いたしました。
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③　内部統制システムの整備状況

当社の業務の適正を確保するための体制の整備について取締役会にて「内部統制システムの基本方針」を決議

しており、概要は以下のとおりです。なお、当社は監査等委員会設置会社に移行いたしましたが、子会社９社に

つきましては監査役設置会社であります。

１．当グループ各社の取締役並びに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①内部統制システム全体を統括し、業務の適正性、有効性及び効率性を確保し、企業価値の維持・向上を図る

ために、当社の代表取締役社長を委員長、当グループ各社取締役及び執行役員並びに内部監査室長を委員と

するリスクマネジメント・コンプライアンス委員会（以下「RMC委員会」という。）を設置する。

②当グループにおいては、企業理念を着実に遂行することを目的とし、コンプライアンスの遂行、監督を目的

としてコンプライアンス規程を制定し周知徹底を図る。

③法令及び定款違反その他コンプライアンス上問題がある事実についての発見者は、内部通報規程に基づく方

法により、グループ内外に設置する通報窓口に報告を行う。当グループは、通報内容を秘匿し、通報者に対

する不利益な取扱いを行わない。

④当グループの事業活動に関連する法令については、RMC委員会より法務情報を社内に提供して予防措置を講

じると共に取締役及び使用人の職務の執行に当たっては、顧問弁護士、公認会計士等と十分に協議し、適切

な助言を得て適法に処理を行う。

⑤当グループ各社においては、業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための諸施策に加え、関

係会社管理規程、コンプライアンス規程等のグループとしての規範、規則等の整備を行う。なお、社内外の

環境の変化に対応して常に社内諸規程の適正な整備を行う。

⑥当社の内部監査室は、業務執行部門から独立するものとし、内部監査規程に基づき、当グループにおける法

令、定款及び社内規程の遵守状況並びに業務全般にわたる内部統制の有効性及び妥当性につき、定期的に監

視を行う。また、当グループ各子会社の業務全般にわたる内部統制の有効性及び妥当性を確保するために、

指導・支援・助言を行う。

⑦当グループ各社の監査役・監査等委員会は独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、

取締役の職務執行を監査する。

２．当グループ各社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①株主総会議事録、取締役会議事録など、その職務執行に係る文書その他重要な情報を法令及び規程に基づき

作成し、文書管理規程に基づき適切に保存し管理する。

②取締役会議長である取締役は、これらの文書及び情報の保存及び管理を監視・監督する責任者とする。

３．当グループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当グループ各社が直面する危機に対して、適切かつ迅速に対応することにより、企業価値の損失を最小限に

抑制することを目的として、RMC委員会を設置し、企業活動に関わるリスクについて把握すると共に、それ

ぞれのリスクに対しリスクの発生を未然に防止するための手続き、リスクの管理を検討、実行する。

②発生したリスクへの対処方法等を規定した当グループのリスクマネジメント規程に定める一定の危機レベル

以上である有事の際は、損失の拡大を防止するため当社の決定により危機対策本部を立ち上げ、同本部が迅

速かつ適切な情報収集と緊急対応の指揮を行う。

４．当グループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、各社定時取締役会を月１

回開催し、経営上の基本方針及び重要事項の決定と業務執行の監督を行う。

②職務執行に関する権限及び責任については、当グループ各社の業務分掌規程及び職務権限規程等においてそ

れぞれ詳細に定める。

③当グループの中長期戦略及び毎年度ごとの単年度予算を策定し、グループ全体及び各社の経営目標、事業計

画等を定める。

５．当グループにおける業務の適正を確保するための体制

①当社の関係会社管理規程において、当社が子会社から報告を受ける事項について定め、営業成績、財務状況

その他重要な情報について、定期的に報告を受ける。

②当グループ各社取締役、執行役員等から構成される経営執行会を開催し、当グループ各社の経営上重要な事

項について、報告及び審議し、情報共有化と必要な対応協議を行う。
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６．監査役・監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

当社グループ各社においては、監査役・監査等委員会がその職務を補助する使用人（以下、「補助使用人」

という。）を置くことを求めた場合、補助使用人を配置する。

７．前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、補助使用人は取締役の指揮命令は受けないものとする。

また、当該期間中の任命、異動、評価等については、監査役・監査等委員会の意見を尊重するものとする。

②補助使用人は、その職務遂行に当たってもっぱら監査役・監査等委員会の指揮命令に従わなければならな

い。他の業務と兼務の場合、補助使用人の業務を優先するものとする。

８．当グループ各社の取締役、使用人等が監査役・監査等委員会に報告するための体制その他の監査役・監査等

委員会への報告に関する体制

①当グループ各社の取締役、使用人等は、当該所属各社及び監査役・監査等委員会から業務執行に関する事項

について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

②当グループ各社の取締役、使用人等は、会社の信用の大幅な低下、会社の業績への重大な悪影響、社内規程

の重大な違反、その他会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見した場合は、速やかに当

該所属各社及び監査役・監査等委員会に報告する。また、上記事実の発見の報告を受けた者においても同様

とする。

③当グループ各社においては、監査役・監査等委員会が、取締役会のほか重要な会議へ出席すると共に、関係

書類の閲覧を行える体制を整備する。また、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに業務執行の状況及び

結果について、監査役・監査等委員会に報告する。

④代表取締役等は、取締役会等の重要な会議において随時その担当業務の執行状況を報告する。

⑤当社の内部監査室は、内部監査の結果及び内部通報の状況について、定期的に当グループ各社の監査役・監

査等委員会に関係事項について報告する。

⑥当グループ各社の監査役・監査等委員会への報告が、誠実に漏れなく行われるため、書簡、メール、面談等

により報告が十分になされる体制を整備する。

９．監査役・監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制

当グループ各社においては、監査役・監査等委員会への報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報

告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当グループ各社取締役及び使用人

に周知徹底する。

10．その他監査役・監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役・監査等委員会は、代表取締役、取締役、監査法人、内部監査室とそれぞれ定期的に意見交換を開催

する。

②監査役・監査等委員会が、独自の弁護士、公認会計士等の外部専門家の活用を求めた場合、当グループ各社

においては、当該監査役・監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、その費用を負

担する。

③当グループ各社においては、監査役・監査等委員から、その職務執行について生じる費用の前払い又は償還

等の請求を受けたときは、当該監査役・監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、そ

の請求に応じる。

11．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

①当グループ各社においては、コンプライアンス規程、反社会的勢力対策規程等に基づき、反社会的勢力等へ

の対応体制を整備する。

②コンプライアンス規程、反社会的勢力対策規程等を遵守し、反社会的勢力等との関係遮断及び不当要求等に

対する拒絶等について、弁護士や警察等とも連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

12．財務報告の適正性、信頼性を確保するための体制

当グループ各社においては、財務報告の適正性及び信頼性確保のため、財務報告に係る全社的な内部統制及

び個別業務プロセスの統制システムを整備し、また適正かつ有効な運用及び評価を行う。
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④　リスク管理体制及びコンプライアンス体制の整備状況

当社グループでは「コンプライアンス」を法令遵守はもちろんのこと、社会通念や一般常識までも含めた広義

の概念としてとらえています。また、「リスクマネジメント」とは、コンプライアンス違反を含め、当社グルー

プの事業に影響を及ぼすリスクを適切に把握し、効果的、効率的に対策を講じていく活動としています。

「リスクマネジメント規程」「コンプライアンス規程」に基づき、対策の漏れや重複を避け、効果的かつ効率

的な管理体制を構築しております。経営上、重点的に対策を講じるリスク（重要リスク）を毎年定め、対策を検

討し、実行・評価を行っております。なお、部門や事業会社ごとそれぞれのリスクに応じた管理活動を行ってお

ります。管理活動を推進する各機関と役割は次のとおりであります。

（取締役会）

取締役会は、業務執行の監督という立場から、重大な不正事案に関する報告及び重要リスクへの対応状況等の

報告を受けるとともに、リスク管理体制の有効性や内部統制システムの運用状況を確認します。

（経営執行会）

重要リスク、その他経営戦略上のリスクの審議を含め、経営方針や経営戦略などのグループ全体の経営に関す

る重要事項について審議を行います。

（監査等委員会）

監査等委員会は、内部監査室から定期的に監査結果の報告を受け、意見交換を行うほか、企業倫理・法令違反

等に関する内部通報制度の運用状況の報告を受けることにより、執行状況の監査を行います。

（リスクマネジメント・コンプライアンス委員会）

リスクマネジメント・コンプライアンス委員会は、代表取締役社長を委員長とし、常勤取締役、執行役員及び

委員長が指名する者を委員として構成され、コンプライアンス担当を事務局として、不正行為の根本的な原因究

明、再発防止・予防策の検討並びにリスク管理に関する活動方針及び重要リスクの選定・対応方針の審議を行い

ます。

（内部監査室）

内部監査室は、代表取締役直轄の部署として設置し、グループ全体の各部門の監査の実施により、業務執行に

おける適法性・効率性を確認し、問題点の指摘と改善に向けた提案を行います。さらに、内部通報制度の窓口と

して機能し、運用状況を取締役会・監査等委員会に報告しております。

（コンプライアンスホットライン）

コンプライアンス違反と早期解決を図るため、コンプライアンス違反行為又はコンプライアンス違反行為に当

たる恐れがある事案についてコンプライアンス担当に集約するレポートラインを設置し、従業員が直接コンプラ

イアンス担当に相談・報告できる体制としております。

 

⑤　取締役の定数

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は７名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨

を定款で定めております。

 

⑥　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によ

らないものとする旨を定款に定めております。なお、取締役の解任決議については、定款において別段の定めは

ありません。

 
⑦　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、機動的な配当政策及び資本政策を行うことを目的とするものであります。
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⑧　株主総会の特別決議の要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株

主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

 

⑨　取締役の責任免除

当社は、取締役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役(取

締役であった者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができ

る旨を定款に定めております。これは、取締役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするもの

であります。

 

⑩　責任限定契約

当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等を除く。）との間において、会社法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が

定める額としております。

 

⑪　役員賠償責任保険

当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負

担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。当該保険

契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役であり、全ての被保険者に対し、その保険料を全額当社が負

担しております。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

Ａ．2026年９月28日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は以下のとおりです。

男性7名　女性1名（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 成瀬　隆章 1970年7月21日

1995年４月 千葉トヨペット㈱入社

1996年８月 ㈱さんふらわあ入社

1998年３月 同社取締役就任

 ㈱マツダアンフィニさんふらわあ取締役

 ㈱フォードさんふらわあ取締役

1998年12月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)取締役

2000年10月 ㈱カーセブンディベロプメント取締役

2001年２月 ㈱マツダアンフィニさんふらわあ代表取締役

2004年３月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)代表取締役

2007年10月 当社代表取締役社長(現任)

2008年１月 ㈱フォーピラーズ代表取締役

2008年７月 チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)代表取締役

2010年４月 ウイルプラスモトーレン㈱代表取締役社長(現
任)

2012年４月 ㈱湘南ベルマーレ取締役

2014年４月 帝欧オート㈱(現ウイルプラス帝欧オリオン㈱)
代表取締役社長(現任)

 ㈱帝欧オートサービス代表取締役

2017年２月 ㈱MMZ代表取締役(現任)

2017年11月 ウイルプラスアインス㈱代表取締役社長(現任)

2018年３月 ㈱ETH代表取締役(現任)

 ㈱ICS代表取締役(現任)

2018年９月 チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)代表取締役会長(現
任)

2023年１月 ウイルプラスエンハンス㈱代表取締役社長

2024年５月 ㈱ENG代表取締役会長

2024年12月 ウイルプラスオリオン㈱代表取締役社長

2025年１月 ウイルプラスリヒト㈱代表取締役社長

2025年７月 ウイルプラスエンハンス㈱代表取締役会長(現
任)

 ㈱ENG代表取締役社長

2025年10月 ウイルプラスモトーレン東京㈱代表取締役会長
(現任)

2026年５月 ㈱ENG代表取締役会長(現任)

2026年７月 OGUNI㈱代表取締役社長(現任)

2026年７月 ウイルプラスOGUNI㈱代表取締役社長(現任)

2026年８月 ウイルプラスリヒト㈱代表取締役会長(現任)

(注)２ 2,207,280
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 齊田　勇 1972年２月３日

1994年４月 ㈱ケーユー入社

2005年１月 ㈱トヨタユーゼック入社

2005年８月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)入社

 同社クライスラー・ジープ福岡支店長

2006年４月 同社執行役員福岡営業統括部長

2007年９月 同社取締役

2007年10月 当社取締役(現任)

2008年４月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)専務取締役

2014年９月 ウイルプラスモトーレン㈱代表取締役専務

 
チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)取締役

 
帝欧オート㈱(現ウイルプラス帝欧オリオン㈱)
取締役(現任)

2015年９月 チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)代表取締役専務

 ウイルプラスモトーレン㈱取締役(現任)

2017年11月 ウイルプラスアインス㈱取締役(現任)

2018年９月 チェッカーモータース㈱(ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)代表取締役社長(現任)

2023年１月 ウイルプラスエンハンス㈱取締役(現任)

2024年５月 ㈱ENG取締役(現任)

2024年12月 ウイルプラスオリオン㈱取締役

2025年１月 ウイルプラスリヒト㈱取締役(現任)
2025年10月 ウイルプラスモトーレン東京㈱取締役(現任)

2026年７月 OGUNI㈱取締役(現任)

2026年７月 ウイルプラスOGUNI㈱取締役(現任)

(注)２ 342,640

取締役 宇田川　宙 1974年12月29日

1998年４月 UBSウォーバーグ証券㈱(現UBS証券㈱)
2007年３月 同社マネージングディレクター
2013年８月 同社執行役員
2014年３月 同社株式共同本部長
2015年１月 ㈱ウィズ・パートナーズ常務執行役員
2016年７月 みずほ証券㈱グローバルマーケッツ部門エクイ

ティ本部副本部長
2018年９月 ㈱SBI証券執行役員常務
2019年６月 同社取締役
2020年６月 同社常務取締役
2021年４月 ㈱TBM上席執行役員
2021年８月 同社取締役
2022年４月 当社入社経営戦略室執行役員
2022年９月 当社取締役(現任)
2023年８月 ㈱Tycoon37代表取締役(現任)
2024年５月 ㈱ENG取締役
2024年10月 ウイルプラスチェッカーモータース㈱監査役

(現任)

 ウイルプラスモトーレン㈱監査役(現任)

 ウイルプラス帝欧オート㈱(現ウイルプラス帝
欧オリオン㈱)監査役(現任)

 ウイルプラスアインス㈱監査役(現任)

 ウイルプラスエンハンス㈱監査役(現任)
2024年12月 ウイルプラスオリオン㈱監査役
2025年１月 ウイルプラスリヒト㈱監査役(現任)
2025年10月 ウイルプラスモトーレン東京㈱監査役(現任)
2026年７月 OGUNI㈱監査役(現任)

 ウイルプラスOGUNI㈱監査役(現任)
2026年８月 ㈱ENG監査役(現任)

(注)２ 31,700
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
（監査等委員）

廣田　聡 1977年７月８日

2002年10月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

 三井安田法律事務所(現三井法律事務所)入所

2008年８月 Haynes and Boone，LLP入所

2009年10月 アント・キャピタル・パートナーズ㈱入社

2010年４月 ウイルプラスモトーレン㈱社外取締役

2014年４月 ㈱ビーグリー入社

2015年４月 HCA法律事務所開業代表弁護士(現任)

2015年９月 当社社外取締役

2015年11月 (一社)日本・ドミニカ共和国友好親善協会監事
(現任)

2016年５月 ㈱ロコンド社外監査役

 ㈱Psychic VR Lab(現㈱STYLY)社外監査役(現

任)

2016年７月 ㈱Loco Partners社外監査役

2017年５月 ㈱ロコンド(現ジェイドグループ㈱)社外取締役
(監査等委員)(現任)

2018年８月 ㈱Casa社外監査役(現任)

2022年９月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)３ ―

取締役
（監査等委員）

上田　研一 1966年１月５日

1990年４月 ファーストファイナンス㈱入社

2000年８月 ウイットキャピタル証券㈱入社

2002年４月 同社執行役員

2004年４月 アント・キャピタル・パートナーズ㈱パート
ナー就任

2005年７月 福岡クライスラー㈱(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)取締役

2007年３月 アント・キャピタル・パートナーズ㈱マネージ
ングパートナー(現任)

2007年10月 当社社外取締役

2010年１月 東京債権回収㈱代表取締役

2013年８月 ㈱Casa社外取締役

2014年９月 ㈱壮関社外取締役

2016年２月 ㈱アルスワン社外監査役

2017年３月 ㈱マルサヤ取締役

2017年９月 当社社外取締役

2018年12月 ㈱マルサヤ代表取締役

2019年４月 ㈱アントレ社外監査役(現任)

2022年９月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

2023年３月 ㈱デザインワード社外監査役(現任)

 ㈱JULIA社外監査役(現任)

2024年６月 ㈱プリアンファ社外監査役(現任)

(注)３ ―

取締役
（監査等委員）

鈴木　かおり 1980年８月９日

2010年８月 弁護士登録(東京弁護士会)

2015年３月 若林・渡邊法律事務所所属(現任)

2019年９月 当社監査役

2022年９月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)３ ―

取締役
（監査等委員）

植野　和宏 1977年３月８日

2001年10月 新日本監査法人(現EY新日本有限責任監査法人)
入所

2006年１月 ㈱フジテレビジョン入社

2009年９月 新日本監査法人(現EY新日本有限責任監査法人)
入所

2019年４月 植野和宏公認会計士事務所所長(現任)

2019年５月 ㈱RSTANDARDシニアマネージャー(現任)

2019年７月 植野和宏税理士事務所所長(現任)

2020年３月 ㈱ギフティ社外監査役(現任)

2020年７月 ESネクスト監査法人(現ESネクスト有限責任監
査法人)代表パートナー

2020年10月 ㈱Leagress代表取締役(現任)

2021年８月 ファーストコーポレーション㈱社外取締役(監
査等委員)(現任)

2022年２月 ESネクスト監査法人(現ESネクスト有限責任監
査法人)パートナー

2022年３月 KIYOラーニング㈱社外取締役(現任)

2024年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)３ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
（監査等委員）

鈴木　智也 1977年４月８日

2000年４月 東日本電信電話㈱(現NTT東日本株式会社)入社

2001年１月 ㈱ユーキュレート創業取締役

2004年４月 ㈱エムアウト入社

2007年11月 日興アントファクトリー㈱

2008年６月 waja社外取締役

2010年１月 ㈱Cerevo社外取締役

2011年９月 ㈱ロコンド(現ジェイドグループ㈱)社外取締役

2012年９月 ㈱サマリー社外取締役

2012年11月 リード・キャピタル・マネージメント㈱転籍

パートナー

2014年12月 同社取締役パートナー

2016年12月 Emotion Intelligence㈱社外取締役

2018年３月 ㈱アコード・ベンチャーズ取締役ゼネラルパー
トナー(現任)

2018年12月 Housmart社外取締役

2019年５月 ㈱ロコンド(現ジェイドグループ株式会社)

社外取締役監査等委員(現任)

2019年９月 ツクリンク㈱監査役

2021年12月 ㈱ソルブレイン社外取締役(現任)

2023年11月 CAMELORS㈱社外取締役(現任)

2023年12月 ㈱PID社外取締役(現任)

2025年９月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)４ ―

計 2,581,620
 

（注）１．取締役の廣田聡、上田研一、鈴木かおり（戸籍上の氏名は木下かおり）、植野和宏、鈴木智也は社外取締役

であります。

２．取締役(監査等委員を除く。）の任期は、第18回定時株主総会終結の時から１年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、第17回定時株主総会継続会終結の時から２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

４．監査等委員である取締役の任期は、第18回定時株主総会終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

５．取締役依田卓弥は第18回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任いたしました。
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Ｂ．2026年９月29日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を

除く。）３名選任の件」及び「監査等委員である取締役４名選任の件」を提案しており、当該決議が承認可決

されますと、当社の役員の状況及び任期は以下のとおりとなる予定であります。なお、役員の役職等について

は、当該定時株主総会の直後に開催予定の取締役会の決議事項の内容（役職等）も含めて記載しております。

男性6名　女性1名（役員のうち女性の比率14.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 成瀬　隆章 1970年7月21日

1995年４月 千葉トヨペット㈱入社

1996年８月 ㈱さんふらわあ入社

1998年３月 同社取締役就任

 ㈱マツダアンフィニさんふらわあ取締役

 ㈱フォードさんふらわあ取締役

1998年12月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)取締役

2000年10月 ㈱カーセブンディベロプメント取締役

2001年２月 ㈱マツダアンフィニさんふらわあ代表取締役

2004年３月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)代表取締役

2007年10月 当社代表取締役社長(現任)

2008年１月 ㈱フォーピラーズ代表取締役

2008年７月 チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)代表取締役

2010年４月 ウイルプラスモトーレン㈱代表取締役社長(現
任)

2012年４月 ㈱湘南ベルマーレ取締役

2014年４月 帝欧オート㈱(現ウイルプラス帝欧オリオン㈱)
代表取締役社長(現任)

 ㈱帝欧オートサービス代表取締役

2017年２月 ㈱MMZ代表取締役(現任)

2017年11月 ウイルプラスアインス㈱代表取締役社長(現任)

2018年３月 ㈱ETH代表取締役(現任)

 ㈱ICS代表取締役(現任)

2018年９月 チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)代表取締役会長(現
任)

2023年１月 ウイルプラスエンハンス㈱代表取締役社長

2024年５月 ㈱ENG代表取締役会長

2024年12月 ウイルプラスオリオン㈱代表取締役社長

2025年１月 ウイルプラスリヒト㈱代表取締役社長

2025年７月 ウイルプラスエンハンス㈱代表取締役会長(現
任)

 ㈱ENG代表取締役社長

2025年10月 ウイルプラスモトーレン東京㈱代表取締役会長
(現任)

2026年５月 ㈱ENG代表取締役会長(現任)

2026年７月 OGUNI㈱代表取締役社長(現任)

2026年７月 ウイルプラスOGUNI㈱代表取締役社長(現任)

2026年８月 ウイルプラスリヒト㈱代表取締役会長(現任)

(注)２ 2,207,280
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 齊田　勇 1972年２月３日

1994年４月 ㈱ケーユー入社

2005年１月 ㈱トヨタユーゼック入社

2005年８月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)入社

 同社クライスラー・ジープ福岡支店長

2006年４月 同社執行役員福岡営業統括部長

2007年９月 同社取締役

2007年10月 当社取締役(現任)

2008年４月 ㈱福岡クライスラー(現ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)専務取締役

2014年９月 ウイルプラスモトーレン㈱代表取締役専務

 
チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)取締役

 
帝欧オート㈱(現ウイルプラス帝欧オリオン㈱)
取締役(現任)

2015年９月 チェッカーモータース㈱(現ウイルプラス
チェッカーモータース㈱)代表取締役専務

 ウイルプラスモトーレン㈱取締役(現任)

2017年11月 ウイルプラスアインス㈱取締役(現任)

2018年９月 チェッカーモータース㈱(ウイルプラスチェッ
カーモータース㈱)代表取締役社長(現任)

2023年１月 ウイルプラスエンハンス㈱取締役(現任)

2024年５月 ㈱ENG取締役(現任)

2024年12月 ウイルプラスオリオン㈱取締役

2025年１月 ウイルプラスリヒト㈱取締役(現任)

2025年10月 ウイルプラスモトーレン東京㈱取締役(現任)

2026年７月 OGUNI㈱取締役(現任)

2026年７月 ウイルプラスOGUNI㈱取締役(現任)

(注)２ 342,640

取締役 宇田川　宙 1974年12月29日

1998年４月 UBSウォーバーグ証券㈱(現UBS証券㈱)
2007年３月 同社マネージングディレクター
2013年８月 同社執行役員
2014年３月 同社株式共同本部長
2015年１月 ㈱ウィズ・パートナーズ常務執行役員
2016年７月 みずほ証券㈱グローバルマーケッツ部門エクイ

ティ本部副本部長
2018年９月 ㈱SBI証券執行役員常務
2019年６月 同社取締役
2020年６月 同社常務取締役
2021年４月 ㈱TBM上席執行役員
2021年８月 同社取締役
2022年４月 当社入社経営戦略室執行役員
2022年９月 当社取締役(現任)
2023年８月 ㈱Tycoon37代表取締役(現任)
2024年５月 ㈱ENG取締役
2024年10月 ウイルプラスチェッカーモータース㈱監査役

(現任)

 ウイルプラスモトーレン㈱監査役(現任)

 ウイルプラス帝欧オート㈱(現ウイルプラス帝
欧オリオン㈱)監査役(現任)

 ウイルプラスアインス㈱監査役(現任)

 ウイルプラスエンハンス㈱監査役(現任)
2024年12月 ウイルプラスオリオン㈱監査役
2025年１月 ウイルプラスリヒト㈱監査役(現任)
2025年10月 ウイルプラスモトーレン東京㈱監査役(現任)
2026年７月 OGUNI㈱監査役(現任)

 ウイルプラスOGUNI㈱監査役(現任)
2026年８月 ㈱ENG監査役(現任)

(注)２ 31,700
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
（監査等委員）

廣田　聡 1977年７月８日

2002年10月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

 三井安田法律事務所(現三井法律事務所)入所

2008年８月 Haynes and Boone，LLP入所

2009年10月 アント・キャピタル・パートナーズ㈱入社

2010年４月 ウイルプラスモトーレン㈱社外取締役

2014年４月 ㈱ビーグリー入社

2015年４月 HCA法律事務所開業代表弁護士(現任)

2015年９月 当社社外取締役

2015年11月 (一社)日本・ドミニカ共和国友好親善協会監事
(現任)

2016年５月 ㈱ロコンド社外監査役

 ㈱Psychic VR Lab(現㈱STYLY)社外監査役(現

任)
2016年７月 ㈱Loco Partners社外監査役

2017年５月 ㈱ロコンド(現ジェイドグループ㈱)社外取締役
(監査等委員)(現任)

2018年８月 ㈱Casa社外監査役(現任)

2022年９月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)３ ―

取締役
（監査等委員）

鈴木　かおり 1980年８月９日

2010年８月 弁護士登録(東京弁護士会)

2015年３月 若林・渡邊法律事務所所属(現任)

2019年９月 当社監査役

2022年９月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)３ ―

取締役
（監査等委員）

植野　和宏 1977年３月８日

2001年10月 新日本監査法人(現EY新日本有限責任監査法人)
入所

2006年１月 ㈱フジテレビジョン入社

2009年９月 新日本監査法人(現EY新日本有限責任監査法人)
入所

2019年４月 植野和宏公認会計士事務所所長(現任)

2019年５月 ㈱RSTANDARDシニアマネージャー(現任)

2019年７月 植野和宏税理士事務所所長(現任)

2020年３月 ㈱ギフティ社外監査役(現任)

2020年７月 ESネクスト監査法人(現ESネクスト有限責任監
査法人)代表パートナー

2020年10月 ㈱Leagress代表取締役(現任)

2021年８月 ファーストコーポレーション㈱社外取締役(監
査等委員)(現任)

2022年２月 ESネクスト監査法人(現ESネクスト有限責任監
査法人)パートナー

2022年３月 KIYOラーニング㈱社外取締役(現任)

2024年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)３ ―

取締役
（監査等委員）

鈴木　智也 1977年４月８日

2000年４月 東日本電信電話㈱(現NTT東日本株式会社)

入社

2001年１月 ㈱ユーキュレート創業取締役

2004年４月 ㈱エムアウト入社

2007年11月 日興アントファクトリー㈱

2008年６月 waja社外取締役

2010年１月 ㈱Cerevo社外取締役

2011年９月 ㈱ロコンド(現ジェイドグループ㈱)社外取締役

2012年９月 ㈱サマリー社外取締役

2012年11月 リード・キャピタル・マネージメント㈱転籍

パートナー

2014年12月 同社取締役パートナー

2016年12月 Emotion Intelligence㈱社外取締役

2018年３月 ㈱アコード・ベンチャーズ取締役ゼネラルパー
トナー(現任)

2018年12月 Housmart社外取締役

2019年５月 ㈱ロコンド(現ジェイドグループ株式会社)

社外取締役監査等委員(現任)

2019年９月 ツクリンク㈱監査役

2021年12月 ㈱ソルブレイン社外取締役(現任)

2023年11月 CAMELORS㈱社外取締役(現任)

2023年12月 ㈱PID社外取締役(現任)

2025年９月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

(注)３ ―

計 2,581,620
 

（注）１．取締役の廣田聡、鈴木かおり（戸籍上の氏名は木下かおり）、植野和宏、鈴木智也は社外取締役でありま

す。

２．取締役(監査等委員を除く。）の任期は、第19回定時株主総会終結の時から１年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、第19回定時株主総会継続会終結の時から２年以内に終了する事業年度の

うち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
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②　社外役員の状況

本報告書提出日現在の社外役員の状況はつぎのとおりであります。

当社の社外取締役は５名であります。

社外取締役の廣田聡氏は、弁護士としての経験・見識が豊富であり、高い専門的知見を当社経営に活かしていた

だけるものと判断し選任しております。同氏は、当社との間で人的・資本的関係、又は取引関係、その他の重要な

利害関係はありません。

社外取締役の上田研一氏は、金融業界及び投資事業会社の幹部としての豊富な経験と知識を有しており、投資先

の事業会社において取締役を歴任する等の事業会社における豊富な経営経験を当社経営に活かしていただけるもの

と判断し選任しております。同氏は、当社との間で人的・資本的関係、又は取引関係その他の重要な利害関係はあ

りません。

社外取締役の鈴木かおり氏は、弁護士としての経験・見識が豊富であり、高い専門的知見を当社経営に活かして

いただけるものと判断し選任しております。同氏は、当社との間で人的・資本的関係、又は取引関係、その他の重

要な利害関係はありません。

社外取締役の植野和宏氏は、公認会計士としての豊富な経験と高い専門的知見を有し、適正性・妥当性の観点か

ら助言・提言を頂けるものと判断し選任しております。同氏は、当社との間で人的・資本的関係、又は取引関係、

その他の重要な利害関係はありません。

社外取締役の鈴木智也氏は、ベンチャーキャピタリストとしての投資先事業に関する深い知識と投資家としての

豊富な経験を有し、経営全般の観点から助言・提言をいただけるものと判断し選任しております。同氏は、当社と

の間で人的・資本的関係、又は取引関係、その他の重要な利害関係はありません。

社外取締役を選任するための独立性に関する基準は、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準に準

拠しておりますが、再任時において独立役員の在任期間が10年を超えるような場合には、在任時の当該役員の職務

執行実績を考慮の上、再任の当否を特に慎重に検討することとしております。

当社は、社外取締役の廣田聡氏、上田研一氏、鈴木かおり氏、植野和宏氏、鈴木智也氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

社外取締役は、毎月開催している取締役会に出席し、内部統制システムの整備、運用状況及びコンプライアン

スの状況について、適宜質問や意見交換を行うなど連携を図ることとしております。

監査等委員である社外取締役は、毎月開催している監査等委員会にて監査の状況についての情報交換を図ると

ともに、子会社監査役、内部監査室及び会計監査人と定期的に面談の機会を持ち、相互に情報共有を図っており

ます。
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(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

有価証券報告書提出日現在は、監査等委員である取締役５名は全て独立社外取締役であります。監査等委員で

ある独立社外取締役の植野和宏氏は、公認会計士の資格を有し、会計及び監査に関して相当の知見を有しており

ます。

当事業年度における監査等委員会監査の状況は次のとおりであります。

監査等委員会は、非常勤の独立社外監査等委員５名で構成しております。監査等委員会は、毎月定時で開催

し、必要に応じて臨時監査等委員会を開催することとしております。当事業年度におきましては、監査等委員会

を14回開催しております。

当事業年度におきましては、監査方針・監査計画の策定のほか、監査報告書の作成、会計監査人の選任、会計

監査人の報酬等に対する同意、定時株主総会への付議議案内容等において検討を行いました。

監査等委員会は、内部統制システムを通じた組織的監査を実施しており、また監査等委員会の職務を補助する

監査等委員会事務局を設置していることから、常勤監査等委員を設置しておりませんが、監査等委員会事務局を

務める内部監査室長並びに常勤の子会社監査役が重要な社内会議への出席、稟議書類の閲覧、取締役や従業員へ

のヒアリング等を通じて当社業務執行の社内規程、法令、定款への遵守状況を確認し、内部統制システムの運用

状況を監査等委員会に報告しております。

会計監査人とは定期的に面談し、当事業年度においては監査上の主要な検討事項（KAM）に関して継続的に協議

を行いました。会計監査人からの監査報告を受け、会社の事業報告及び計算書類が法令及び定款に従い、会社の

状況を正しく示していること並びに会計監査人の監査の適正性、専門性、独立性等を質問等により確認しており

ます。

 
当事業年度における監査等委員の監査等委員会への出席状況はつぎのとおりです。

（監査等委員会）

役職名 氏名 出席/開催・出席率

取締役監査等委員（非常勤・独立社外） 廣田　聡 14回/14回・100.0％

取締役監査等委員（非常勤・独立社外） 上田　研一 14回/14回・100.0％

取締役監査等委員（非常勤・独立社外） 鈴木　かおり 14回/14回・100.0％

取締役監査等委員（非常勤・独立社外） 植野　和宏 14回/14回・100.0％

取締役監査等委員（非常勤・独立社外） 鈴木　智也 ９回/９回・100.0％
 

（注）鈴木智也氏は2025年９月25日開催の第18回定時株主総会終結の時より就任したため、就任以後の出席状

況を記載しております。

 
②　内部監査の状況

代表取締役直轄の部署として内部監査室を設置し、専従者２名が当社及び連結子会社の業務全般にわたり内部

監査を実施しております。過年度の改善指摘事項等を考慮して立案した当事業年度の内部監査方針及び計画に基

づき、当社グループの全部門、全店舗の内部監査を実施し、問題点の指摘と改善に向けた提言をしております。

また、財務報告の信頼性を確保するための体制を確認し、期末時点での金融商品取引法上の「財務報告に係る

内部統制の評価」を実施しております。

内部監査室は内部監査、内部統制の状況について定期的に監査等委員会及び取締役会に報告しております。

さらに内部監査室は当社グループの内部通報制度の窓口として機能し、運用状況を取締役会、監査等委員会に

報告しております。

内部監査室は各部門への内部監査を子会社監査役の監査と同時期に行っており、監査等委員会の事務局を務め

るなど監査等委員と緊密に情報共有しております。また、会計監査人とは定期的に面談を行う等の情報共有を

図っております。

 
③　会計監査の状況

a.監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

b.継続監査期間

2012年２月以降

c.業務を執行した公認会計士

大野　祐平
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椙尾　拓郎

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

d.監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士11名、その他20名であります。

e.監査法人の選定方針と理由

監査法人の選定にあたっては、会社法上の欠格事由への該当性、独立性、専門性、公正性、監査計画の妥当

性、監査実施体制、監査の品質を考慮しております。これらの監査法人選任基準及び監査報酬等を総合的に勘案

した結果、適切であると判断したことから、EY新日本有限責任監査法人を選定しております。

なお、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当するとみとめられる場合

は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を報告いたします。ま

た、監査等委員会は、会計監査人の職務に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人の

解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に上程することとし

ております。

f.監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会では、日本監査役協会の「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指

針」を参考に評価基準を定めております。評価基準である監査法人の品質管理、監査チームの独立性、専門性、

監査計画の内容、監査報酬等の水準、監査等委員会とのコミュニケーションの状況等について問題がないことよ

り、EY新日本有限責任監査法人は監査法人としての職責を適切に果たしていると評価しております。

 
④　監査報酬の内容等

a.公認会計士等に対する報酬の内容

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 58,000 － 46,000 －

連結子会社 － － － －

計 58,000 － 46,000 －
 

（注）１．前連結会計年度の監査証明業務に基づく報酬には、当社の臨時計算書類に係る監査報酬11,000千円が含まれ

ております。

２．前連結会計年度において、上記以外に、前々連結会計年度に係る追加監査報酬として10,000千円を支払って

おります。

３．当連結会計年度において、上記以外に、前連結会計年度に係る追加監査報酬として3,000千円を支払ってお

ります。

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬

該当事項はありません。

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

d.監査報酬の決定方針

当社は、監査報酬等の決定に関する方針は特に定めておりませんが、監査法人より受けた監査法人の監査計

画、内容、必要な監査時間や工数の説明が報酬見積額に対して妥当であると判断した場合は、前年度の監査実績

と報酬額との比較を考慮した上で、双方協議の上、監査等委員会の同意を得て決定するものとしております。

e.監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人が監査計画に基づき実施する会計監査の職務内容等を踏まえ、必要な監査時間や

工数等をも考慮した結果、現在の報酬水準は妥当であると判断し、同意しております。

 
(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

イ　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社は2022年９月28日開催の第15回定時株主総会の決議を経て、監査役会設置会社から監査等委員会設置会
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社に移行いたしました。

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2022年９月28日開催の第15回定時株主総会

において、報酬限度額は年額290,000千円（うち社外取締役分は20,000千円）の範囲内で承認を頂いておりま

す。（決議時の取締役は５名、また使用人兼務取締役の使用人給与は含まないものとする。）

また上記とは別枠で、2022年９月28日開催の定時株主総会において、当社及び当社子会社の取締役（いずれ

も社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）を対象とする業績連動型株式報酬制度「株式給付信託

（BBT（＝Board Benefit Trust））」の承認をいただき、導入しておりました。2025年９月25日開催の第18回

定時株主総会において、業績連動型株式報酬制度の運営についてさらなる効率化及び最適化を実現させること

等を目的とし、旧制度に代わる新たな業績連動型株式報酬制度として「役員報酬BIP（＝Board Incentive

Plan）信託」を導入し、報酬等の額及び内容を改定することについて、承認をいただいております。

 
当社は取締役の報酬等に係る評価・決定プロセスの透明性・客観性を担保することにより、取締役会の監督

機能の強化、コーポレート・ガバナンス体制の充実を図ることを目的とし、取締役会の任意の諮問委員会とし

て報酬諮問委員会を設置しております。取締役の報酬についての基本方針は、報酬諮問委員会での審議を経て

定めております。

基本方針の内容は下記のとおりです。

ⅰ）多様で優秀な人材を当社グループの経営陣として獲得・確保できる報酬水準、報酬制度とする。

ⅱ）社外取締役が半数以上を占める報酬諮問委員会の審議を経ることで、ステークホルダーに対して客観性

及び透明性を確保した制度とする。

ⅲ）持続的、中長期的に企業価値向上を促す制度とする。

ⅳ）業績連動報酬の導入により、業績向上及び企業価値向上に対するインセンティブを強化する。

 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、基本報酬（固定）と業績連動型報酬から構成されて

おります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、報酬限度額の範囲内において、第三者機関によ

る役員報酬調査結果を参考に、経営環境・世間水準を考慮した適正な水準にて各取締役の役位、職務、責任及

び実績を勘案し、取締役会の諮問機関である報酬諮問委員会の審議を経て、取締役会の決議によって決定して

おります。

業績連動型報酬につきましては、上記とは別枠で、社外役員及び監査等委員である取締役を除く当社及び連

結子会社の取締役（以下「対象役員」という。）を対象に、業績連動型株式報酬制度「株式給付BIP信託」を導

入しております。この制度は、業績及び株式価値との連動性をより明確にし、対象役員が株価上昇によるメ

リットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の

増大に貢献する意識を高めることを目的としております。なお、対象役員が当社株式を受ける時期は、原則と

して対象役員の退任時となります。

業績連動型報酬につきましては、役位、業績目標（当事業年度においては、ROE及び営業利益に係る目標とす

る。）の達成度、気候変動に対する責任及び個人評価に応じて算出されたポイントを、取締役在任時と退任時

に分けて、ポイント数に相応する当社株式及び金銭を支給する制度となっております。

当社グループが重要視している経営指標のひとつでもあり、取締役の貢献度が最もわかりやすく可視化され

るものとして業績目標に対する達成率並びに気候変動に対する責任としてCDPを通じた情報開示の有無を、また

個人評価を指標として選んでおります。

当連結会計年度におきましては、CDPを通じた情報開示を実施したことにより目標を達成し、業績目標に対す

る達成率に応じた係数及び個人評価を乗じた結果、役員株式給付引当金繰入額は、子会社取締役を含め18百万

円となりました。

業績連動型報酬と固定報酬の支給割合については、当面は２：８の割合を目安に、将来的には業績連動型報

酬の割合をさらに高めていく方針としております。

なお、監督機能を担う社外取締役及び監査等委員の報酬につきましては、独立性の確保や利益偏重防止の観

点から、固定の基本報酬のみとしております。

監査等委員である取締役の報酬につきましては、2022年９月28日開催の定時株主総会にて報酬限度額を年額

30,000千円以内と決議されており、報酬限度額の範囲内で監査等委員の協議の上決定しております。

 

また、当事業年度は報酬諮問委員会を４回開催しております。委員全員が出席し、活動計画の策定、報酬制
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度の見直しの要否検討、個別報酬、業績連動型報酬の割合の妥当性等について審議し、取締役会に答申してお

ります。取締役会は、この答申を受け、取締役の報酬等に係る基本報酬の決定及び個別報酬について決議して

おります。

取締役の個人別の報酬等の決定にあたっては、基本方針・決定方針を踏まえて報酬諮問委員会の審議を経た

のちに、取締役会で検討しており、個人別の報酬等の内容は方針に沿ったものと判断しております。

 
ロ　役員報酬の内容

提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員の区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

業績連動型
株式報酬

取締役
(監査等委員及び社外取締役を除く)

155,617 142,500 13,117 4

取締役（監査等委員）
(社外取締役を除く)

－ － － －

社外取締役 23,400 23,400 － 5
 

（注）１．取締役の報酬には使用人分給与を含んでおりません。

２．上記報酬等及び員数に関しては2025年９月25日開催の第18回定時株主総会終結の時をもって退

任された取締役１名を含んでおります。

３．業績連動型株式報酬は、当事業年度における役員株式給付引当金繰入額であります。

 
ハ　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上の報酬を受けている役員が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株式

の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする場合は純投資目的である投資株式と

し、それ以外の目的の場合は純投資目的以外の目的である投資株式と考えております。なお、当社は、保有目的

が純投資目的の株式及び純投資目的以外の目的の株式のいずれも保有しておりません。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社グループは、取引先との資本提携、協業のための関係維持・強化が必要であり、中長期的な観点から

ビジネス上のメリットがリスクや資本コストに見合っていると判断した場合以外には、純投資目的以外の投

資株式は保有しない方針であります。

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

該当事項はありません。

ハ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 
④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

① 連結会社の経営方針・経営戦略等に関連付けた人材戦略

当社グループは、持続的な成長及び企業価値の向上を実現するため、人材を重要な経営資源と位置付け、事業

戦略に応じた人材の確保、育成及び適正配置を推進しております。

当社グループでは、原則としてグループの従業員を株式会社ウイルプラスホールディングスが一括して雇用

し、各事業会社へ出向する形態を採用しております。これにより、事業会社の枠を超えたグループ共通の人事制

度及び人材マネジメントの下、機動的な人材配置、人材育成及び人材活用を行う体制を構築しております。

また、当社グループはM&Aを重要な成長戦略の一つと位置付けており、M&A実行後のPMIにおいても、人事制度及

び処遇制度の統合を重要な取り組みの一つとしております。新たに当社グループに加わる会社及び従業員につい

ても、グループ共通の人事制度への統合を進めることにより、組織及び人材の円滑な融合を図るとともに、事業

会社を横断した人材配置及び人材交流を推進しております。

採用、配置、育成、評価及び処遇については、出向先となる事業会社の違いによって異なる制度を適用するこ

となく、グループ共通の制度及び基準に基づき運用しております。

今後も、事業の成長及び事業ポートフォリオの変化に応じて必要な人材を確保・育成するとともに、各従業員

の職務、役割、能力及び実績等を適切に評価し、グループ全体で人材を有効に活用することにより、持続的な成

長及び企業価値の向上につなげてまいります。

 
② 連結会社の従業員の給与（賞与を含む。）その他の給付の額及び内容の決定に関する方針

当社グループの従業員は、原則として株式会社ウイルプラスホールディングスが雇用し、各事業会社への出向

により業務に従事しております。

給与、賞与その他の処遇については、出向先又は所属する事業会社ごとに異なる制度を設けることなく、グ

ループ共通の人事・報酬制度及び評価基準に基づき決定しております。

給与については、職務、役割、職位・等級、能力等を踏まえて決定し、賞与については、会社業績、組織及び

個人の業績・評価等を総合的に勘案して決定しております。

また、出向先となる事業会社の違いのみを理由として処遇上の差異を設けることはなく、職務内容、責任、役

割、能力及び実績等に応じて合理的に処遇を決定することを基本方針としております。

M&A等により新たに当社グループに加わった従業員についても、PMIの過程においてグループ共通の人事・報酬

制度への統合を進め、同一の制度及び評価基準の下で処遇を決定することを基本としております。

これにより、グループ内における処遇の公平性及び納得性を確保するとともに、従業員の能力発揮及び成長を

促進し、グループ全体の中長期的な企業価値向上に資する人事・報酬制度の運用に努めております。
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(2) 【従業員の状況】

① 連結会社の状況

2026年６月30日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

輸入車ディーラー事業 815 （6）

中古車輸出関連事業 33 （4）

全社（共通） 82 （3）

合計 930 （13）
 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間平均人員を（外書）で記載

しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３．前連結会計年度末に比べ従業員数が171名増加しております。主として、M&Aに伴う連結子会社及び事業譲受

店舗の増加によるものであります。

 
② 提出会社の状況

2026年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

82 （3） 40.0 5.31 6,000 △1.8
 

（注）１．従業員数は就業人員（当社からの出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（人材会社からの派遣社員）は、年間平均人員を（外書）で記載しております。

２．提出会社の従業員は、すべて持株会社に所属しておりますので、セグメント別の記載は省略しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 
③ 最大人員会社の状況

a．当事業年度における従業員数が最も多い会社

　 ウイルプラスチェッカーモータース株式会社

2026年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

282 （2） 42.2 6.79 5,749 △0.9
 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間平均人員を（外書）で記載

しております。

２．平均勤続年数の算出にあたっては、当該会社に就業する従業員はすべて提出会社からの出向者であるため、

提出会社における勤続年数を基礎として算出しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 
b．上記a．の会社の次に従業員が多い会社

　 ウイルプラス帝欧オリオン株式会社

2026年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

175 （3） 40.1 4.99 5,506 2.1
 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間平均人員を（外書）で記載

しております。

２．平均勤続年数の算出にあたっては、当該会社に就業する従業員はすべて提出会社からの出向者であるため、

提出会社における勤続年数を基礎として算出しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．平均年間給与の算出にあたっては、合併により当該会社に承継された従業員について、合併前の期間に支給

された給与を含めて算定しております。

 
④ 労働組合の状況

当社グループの労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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⑤ 使用人その他の従業員のみを対象とした役員・従業員株式所有制度の内容

当社は使用人その他の従業員のみを対象とした役員・従業員株式所有制度を導入しております。当該役員・従業

員株式所有制度の内容について「第４提出会社の状況 １ 株式等の状況 (8) 役員・従業員株式所有制度の内容」

に記載しております。

 

⑥ 管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男女別の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額の差異

当事業年度

名称

管理的地位にあ
る労働者に占め
る女性労働者の
割合（％）
（注）１

男女別の育児休
業取得率（％）
（注）２

労働者の男女の賃金の額の差異（％）（注）３

全労働者 正規雇用労働者
パート・
有期労働者

㈱ウイルプラス
ホールディング
ス

20.0
女性： 100.0

63.4 61.2 75.8
男性： 0.0

 

ウ イ ル プ ラ ス
チェッカーモー
タース㈱

4.3
女性： －

63.3 65.1 53.2
男性： 62.5

ウイルプラス帝
欧オリオン㈱

0.0
女性： 100.0

52.1 52.1 92.1
男性： 0.0

ウイルプラスモ
トーレン㈱

0.0
女性： 100.0

64.0 61.8 137.7
男性： 62.5

 

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）（以下、女性活躍推進法）の

規定に基づき算出したものであります。管理的地位にある労働者は、課長相当職以上の者であります。

２．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき、「女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画等に関する省令」（平成27年厚生労働

省令第162号）第19条第1項第2号ハに掲げる男女別の育児休業取得率を算出したものであります。

３．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき、以下の方法

で算出しております。

男女の賃金の額の差異＝女性の平均年間賃金÷男性の平均年間賃金

平均年間賃金＝総賃金÷人員数
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年７月１日から2026年６月30日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2025年７月１日から2026年６月30日まで）の財務諸表について、EY新日本有限責

任監査法人により監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容の把握及びその変更に適切に対応し、財務報告の適正を確保することの重要性を強く認識しております。そのた

めに、監査法人と密接な連携を図るとともに、監査法人主催のセミナーへの参加や、専門書籍の購読等により、積極

的な情報収集に努めております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,245,586 10,475,223

  売掛金 ※1  2,700,181 ※1  2,851,203

  商品 ※2  12,482,871 ※2  14,604,145

  仕掛品 404,154 400,921

  原材料及び貯蔵品 389,521 518,957

  未収入金 879,798 967,229

  その他 1,589,396 1,764,219

  貸倒引当金 △16,100 △38,760

  流動資産合計 26,675,409 31,543,140

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※2  6,949,391 ※2  7,493,885

    減価償却累計額 ※3  △2,623,423 ※3  △2,911,150

    建物及び構築物（純額） 4,325,968 4,582,734

   機械装置及び運搬具 4,044,991 4,857,373

    減価償却累計額 ※3  △852,353 ※3  △981,550

    機械装置及び運搬具（純額） 3,192,637 3,875,823

   工具、器具及び備品 1,230,714 1,545,871

    減価償却累計額 ※3  △829,509 ※3  △983,086

    工具、器具及び備品（純額） 401,205 562,784

   土地 ※2  888,742 ※2  1,219,130

   その他 60,623 54,146

    減価償却累計額 △27,174 △28,725

    その他（純額） 33,448 25,421

   建設仮勘定 23,038 22,652

   有形固定資産合計 8,865,041 10,288,546

  無形固定資産   

   のれん 7,164 145,138

   その他 259,137 270,274

   無形固定資産合計 266,302 415,413

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 763,362 892,715

   繰延税金資産 606,611 733,302

   その他 54,416 44,401

   投資その他の資産合計 1,424,391 1,670,419

  固定資産合計 10,555,735 12,374,378

 資産合計 37,231,145 43,917,519
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※2  4,182,506 ※2  4,370,634

  短期借入金 ※4  8,100,000 ※4  13,200,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  2,262,728 ※2  2,689,538

  未払金 864,252 1,225,063

  未払法人税等 348,661 244,547

  未払消費税等 123,047 300,140

  前受金 ※5  1,869,309 ※5  2,029,718

  賞与引当金 78,136 84,727

  その他 222,486 264,245

  流動負債合計 18,051,129 24,408,616

 固定負債   

  長期借入金 ※2  6,171,641 ※2  5,664,769

  株式給付引当金 76,623 123,746

  役員株式給付引当金 80,441 90,263

  資産除去債務 568,241 641,224

  その他 78,334 95,233

  固定負債合計 6,975,281 6,615,236

 負債合計 25,026,410 31,023,852

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 397,930 397,930

  資本剰余金 1,331,468 1,584,756

  利益剰余金 10,167,218 10,837,230

  自己株式 △1,103,792 △1,143,376

  株主資本合計 10,792,825 11,676,541

 新株予約権 46,563 49,353

 非支配株主持分 1,365,345 1,167,771

 純資産合計 12,204,734 12,893,666

負債純資産合計 37,231,145 43,917,519
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2024年７月１日
　至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
　至 2026年６月30日)

売上高 ※1  88,614,291 ※1  96,839,676

売上原価 ※2  76,182,062 ※2  83,703,948

売上総利益 12,432,229 13,135,727

販売費及び一般管理費 ※3  10,582,623 ※3  11,708,889

営業利益 1,849,606 1,426,838

営業外収益   

 受取利息 4,696 17,357

 受取報奨金 5,322 2,992

 受取配当金 477 383

 受取保険金 23,230 22,226

 受取支援金収入 22,530 73,710

 助成金収入 85,408 49,358

 その他 32,764 32,168

 営業外収益合計 174,431 198,196

営業外費用   

 支払利息 111,662 173,211

 その他 14,752 24,311

 営業外費用合計 126,414 197,523

経常利益 1,897,623 1,427,511

特別利益   

 固定資産売却益 ※4  4 ※4  382,286

 負ののれん発生益 308,260 －

 新株予約権戻入益 － 3,559

 特別利益合計 308,265 385,846

特別損失   

 固定資産売却損 － ※5  4,971

 固定資産除却損 ※6  10,933 ※6  32,329

 減損損失 ※7  249,229 ※7  69,767

 業績連動型株式報酬制度終了損 － 60,403

 特別損失合計 260,162 167,471

税金等調整前当期純利益 1,945,726 1,645,885

法人税、住民税及び事業税 670,596 499,876

法人税等調整額 △282,986 △41,645

法人税等合計 387,609 458,231

当期純利益 1,558,116 1,187,654

非支配株主に帰属する当期純利益 114,604 79,138

親会社株主に帰属する当期純利益 1,443,511 1,108,515
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2024年７月１日
　至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
　至 2026年６月30日)

当期純利益 1,558,116 1,187,654

その他の包括利益   

包括利益 1,558,116 1,187,654

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,443,511 1,108,515

 非支配株主に係る包括利益 114,604 79,138
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

新株予約権
非支配株主持

分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 388,885 1,322,423 9,140,410 △1,051,965 9,799,753 23,171 1,250,740 11,073,666

当期変動額         

新株の発行 9,045 9,045   18,090   18,090

親会社株主に帰属する

当期純利益
  1,443,511  1,443,511   1,443,511

剰余金の配当   △416,703  △416,703   △416,703

自己株式の取得    △53,050 △53,050   △53,050

自己株式の処分     －   －

自己株式の消却     －   －

株式給付信託による自

己株式の取得
    －   －

株式給付信託による自

己株式の処分
   1,223 1,223   1,223

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
    －   －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     23,391 114,604 137,996

当期変動額合計 9,045 9,045 1,026,808 △51,826 993,071 23,391 114,604 1,131,068

当期末残高 397,930 1,331,468 10,167,218 △1,103,792 10,792,825 46,563 1,365,345 12,204,734
 

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

新株予約権
非支配株主持

分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 397,930 1,331,468 10,167,218 △1,103,792 10,792,825 46,563 1,365,345 12,204,734

当期変動額         

新株の発行     －   －

親会社株主に帰属する

当期純利益
  1,108,515  1,108,515   1,108,515

剰余金の配当   △438,504  △438,504   △438,504

自己株式の取得     －   －

自己株式の処分    358,436 358,436   358,436

自己株式の消却  △38,911  99,315 60,403   60,403

株式給付信託による自

己株式の取得
 142,532  △500,968 △358,436   △358,436

株式給付信託による自

己株式の処分
   3,633 3,633   3,633

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
 149,667   149,667   149,667

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     2,789 △197,573 △194,784

当期変動額合計 － 253,288 670,011 △39,583 883,716 2,789 △197,573 688,932

当期末残高 397,930 1,584,756 10,837,230 △1,143,376 11,676,541 49,353 1,167,771 12,893,666
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2024年７月１日
　至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
　至 2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,945,726 1,645,885

 減価償却費 1,970,005 2,227,566

 減損損失 249,229 69,767

 株式報酬費用 23,391 2,789

 のれん償却額 17,195 16,343

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △700 22,660

 負ののれん発生益 △308,260 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） △4,012 6,591

 受取利息及び受取配当金 △5,174 △17,740

 支払利息 111,662 173,211

 助成金収入 △85,408 △49,358

 有形固定資産売却損益（△は益） △4 △377,314

 有形固定資産除却損 10,933 32,329

 保険積立金の増減額（△は増加） 164 △269

 売上債権の増減額（△は増加） △460,114 △151,026

 棚卸資産の増減額（△は増加） △3,385,070 △2,679,024

 仕入債務の増減額（△は減少） △275,720 171,586

 前受金の増減額（△は減少） 166,210 160,408

 その他 △497,778 195,481

 小計 △527,726 1,449,886

 利息及び配当金の受取額 5,174 17,740

 利息の支払額 △117,690 △184,099

 法人税等の支払額 △755,153 △682,912

 法人税等の還付額 6,858 114,324

 助成金の受取額 85,408 49,358

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,303,128 764,299
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           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2024年７月１日
　至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
　至 2026年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △315,099 △1,668,631

 有形固定資産の売却による収入 － 1,038,780

 無形固定資産の取得による支出 △7,313 －

 敷金及び保証金の回収による収入 16,591 25,929

 敷金及び保証金の差入による支出 △61,137 △156,734

 事業譲受による支出 － ※2  △2,261,744

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

※3  △175,985 －

 その他 △2,098 14,839

 投資活動によるキャッシュ・フロー △545,043 △3,007,561

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 2,886,520 5,100,000

 長期借入れによる収入 2,800,000 2,700,000

 長期借入金の返済による支出 △2,652,507 △2,780,062

 リース債務の返済による支出 △3,325 △3,376

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 18,090 －

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △127,044

 自己株式の処分による収入 － 3,633

 自己株式の取得による支出 △53,050 －

 配当金の支払額 △417,150 △438,506

 財務活動によるキャッシュ・フロー 2,578,576 4,454,643

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △118

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 730,405 2,211,263

現金及び現金同等物の期首残高 7,503,908 8,234,313

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  8,234,313 ※1  10,445,576
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【注記事項】

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 9社

主要な連結子会社の名称

ウイルプラスチェッカーモータース株式会社

ウイルプラスモトーレン株式会社

ウイルプラスモトーレン東京株式会社

ウイルプラス帝欧オリオン株式会社

ウイルプラスアインス株式会社

ウイルプラスエンハンス株式会社

株式会社ENG

 
(連結範囲の変更)

当連結会計年度より、新たに設立したウイルプラスモトーレン東京株式会社を連結の範囲に含めておりま

す。

また、連結子会社であったウイルプラスオリオン株式会社は、連結子会社であるウイルプラス帝欧オート株

式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。なお、存続会社で

あるウイルプラス帝欧オート株式会社は、同日付で商号をウイルプラス帝欧オリオン株式会社に変更しており

ます。

なお、その他１社を新規設立したことにより、連結の範囲に含めております。

 
２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 
４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

a 市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

b 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②　棚卸資産

a 商品：個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

b 仕掛品：個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

c 原材料及び貯蔵品：主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。　　

建物及び構築物　　　５～45年　　　

機械装置及び運搬具　２～17年

工具、器具及び備品　２～18年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウエア　　　　５年

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を算定しております。

②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計

上しております。

③　株式給付引当金

社員株式交付規程（内規）に基づく従業員に対する当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

④　役員株式給付引当金

役員株式給付規程（内規）に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

 
(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した

財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で

収益を認識しております。

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①車輌の販売

（輸入車ディーラー事業）

輸入車ディーラー事業については、インポーターから仕入れた新車の販売、新車販売時の下取り車や買取

り車、AA市場にて仕入れた車輌を顧客に販売しております。車輌の販売については、顧客に車輌を引渡した

時点で収益を認識しております。

（中古車輸出関連事業）

中古車輸出関連事業については、オートオークション等で仕入れた中古車を海外に輸出又はオートオーク

ション市場に販売を行っております。海外販売については、船積が完了した時点で収益を認識しておりま

す。オートオークション市場での販売については、顧客との取引が成立した時点で履行義務が充足されるこ

とから、その時点において収益を認識しております。
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②車輌整備

主に販売した車輌の点検・修理・整備等のアフターサービスを顧客に提供しており、サービス提供が終了

した時点で収益を認識しております。

なお、車輌販売、車輌整備に付随して販売している一部の商品について、当社グループの役割が代理人に

該当する取引については、顧客から受領した対価から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識して

おります。

これらの履行義務に関する対価は、主に車輌の引き渡し時には受領しており、重大な金融要素の影響はあ

りません。

 
(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５～８年間の定額法により償却しております。

 
(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(重要な会計上の見積り)

店舗固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 8,865,041 10,288,546

無形固定資産 266,302 415,413

減損損失 249,229 69,767
 

当社グループは2026年６月30日現在、輸入車ディーラー事業62店舗を展開しております。当社グループの有形

固定資産及び無形固定資産の残高の大半は店舗資産であります。

 
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

当社グループは、減損損失を認識するにあたり、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

して、各営業店舗としております。

店舗固定資産の減損の兆候の有無に関する検討は、店舗別損益実績に本社費等の共通費の配賦計算を加味し

た店舗別損益情報に基づき実施しております。

営業損益が継続してマイナス、または継続してマイナスとなる見込みとなり、業績の悪化が認められる店舗

について、また、閉店や移転のため当該営業店舗から独立したキャッシュ・フローが得られないことが見込ま

れている場合等について、減損の兆候があると識別し、兆候に該当した営業店舗について、当該店舗から得ら

れる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額の比較により、減損損失を認識するかどうかの検討をし

ております。当連結会計年度におきましては、一部店舗において減損損失を認識すべきであると判定されたた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。

また、回収可能価額については、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い金額により算定しております。

使用価値は、将来キャッシュ・フローを割り引いて、正味売却価額は不動産鑑定評価額等を基礎として算定し

ております。なお、将来キャッシュ・フローが見込めないものについては使用価値をゼロとしております。

 
②　主要な仮定

上記将来キャッシュ・フローは取締役会で承認された店舗別利益計画を基礎に作成された店舗の将来事業計

画を基にしております。店舗の将来事業計画の主要な仮定は新車及び中古車の販売見込み台数であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ウイルプラスホールディングス(E32181)

有価証券報告書

 72/123



 

③　翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

上述の見積りや仮定には不確実性があり、事業計画や市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や仮

定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 
(未適用の会計基準等)

１．「リースに関する会計基準」等

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

 
(2) 適用予定日

2028年6月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 
２．「後発事象に関する会計基準」等

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年1月9日）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年1月9日）

 
(1) 概要

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等について、従来の実務上の取扱い

を踏襲しつつ、後発事象の評価期間の整理を行うとともに、財務諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める

等の取扱いを定めるもの。

 
(2) 適用予定日

2028年6月期の期首より適用予定であります。

 
(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

１．役員株式給付信託（BBT）

当社は、当社及び子会社の取締役（社外取締役を除く。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託

（BBT（＝Board Benefit Trust））」を導入しておりましたが、役員向けの新たな業績連動型株式報酬制度の

導入に伴い、2025年10月27日をもって終了いたしました。

(1) 取引の概要

取締役等の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の

増大に貢献する意識を高めることを目的に、業績連動型株式報酬制度を導入いたしました。当社が拠出する金

銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して当社が定める役員株式給付規程に従っ

て、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が信託を通じて、原則として取締役等の退任時に

給付されます。なお、信託内の当社株式については、経営への中立性を確保するため、信託期間を通じ議決権

を行使しないものとしております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末61,972千円、

55,300株、当連結会計年度末においては該当事項はありません。
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２．役員報酬BIP信託

当社は、当中間連結会計期間より、2025年９月25日開催の第18回定時株主総会に基づき、当社の取締役（社外

取締役及び監査等委員である取締役を除きます。）及び当社の子会社の取締役（社外取締役及び監査等委員であ

る取締役を除きます。）を対象に、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を明確にし、取締役が適

切なリスクテイクの下で継続的に経営目標を実現するインセンティブを高めることを目的として、2018年３月に

導入した業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」に代えて、新たな業績連動型株式報酬制度「役員報酬

BIP（Board Incentive Plan）信託」（以下「本制度」という。）の導入を決議しております。これに伴い、2025

年12月４日に自己株式の処分を行っております。

① 取引の概要

本制度は、当社が拠出する取締役の報酬額に相当する金銭を原資として、信託が当社株式を取得し、当該信

託を通じて役位及び業績目標の達成度等に応じて取締役に当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭の

交付及び給付を行う株式報酬制度であります。本制度は、連続する５事業年度を対象とし、当初は2026年６月

末日で終了する事業年度から2030年６月末日で終了する事業年度までを対象とします。

② 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、500,968千

円、496,500株であります。

 
３．株式給付ESOP信託

当社は、2023年８月17日開催の取締役会決議に基づき、2023年９月４日より、従業員に対して自社の株式を給

付するインセンティブプラン（以下「本制度」という。）を導入しております。

(1) 取引の概要

従業員への帰属意識の醸成と経営参画意識を持たせ、中長期的な業績向上や株価上昇に対する意識を高める

ことにより、中長期的な企業価値向上を図ることを目的として、本制度を導入いたしました。本制度は予め定

める株式交付規程に基づき、一定の要件を充足する従業員に交付及び給付するものです。なお、当該信託が取

得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末234,051千円、

201,248株、当連結会計年度末231,987千円、199,473株であります。
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(連結貸借対照表関係)

※１　売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）３．(1) 契約

負債の残高等」に記載しております。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

（担保に供している資産）

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

商品 2,030,566千円 5,034,646千円

計 2,030,566千円 5,034,646千円
 

 

（担保に係る債務）

 
 

前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

買掛金 3,326,053千円 3,458,440千円

計 3,326,053千円 3,458,440千円
 

 

なお、上記の担保に供している資産以外に、銀行取引に係る根抵当権として担保に供している資産及び担保付

債務は次のとおりであります。

（担保に供している資産）

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

建物及び構築物 18,826千円 14,178千円

土地 70,000 70,000 

計 88,826千円 84,178千円
 

 
（担保付債務）

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

１年内返済予定の長期借入金 20,004千円 20,004千円

長期借入金 46,656 26,652 

計 66,660千円 46,656千円
 

 
※３　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

 

※４　当座貸越契約

当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しており

ます。連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

当座貸越限度額 13,600,000千円 13,600,000千円

借入実行残高 8,100,000 13,200,000 

差引額 5,500,000千円 400,000千円
 

 

※５　顧客との契約から生じた契約負債の残高

顧客との契約から生じた契約負債は「前受金」に含まれております。契約負債の金額は、連結財務諸表「注記事

項（収益認識関係）３.（1）「契約負債の残高等」に記載しております。
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(連結損益計算書関係)

※１　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１ 顧客との契約から生じる収益を分

解した情報」に記載しております。

 
※２　期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価額が売上原価に含まれており

ます。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
　至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

 69,287千円 44,145千円
 

 
※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及びその金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
 至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

給料手当 3,079,810千円 3,445,366千円

賞与引当金繰入額 65,219 69,513 

株式給付引当金繰入額 45,594 54,701 

役員株式給付引当金繰入額 7,493 11,782 

地代家賃 1,476,671 1,628,212 

減価償却費 1,913,062 2,151,662 
 

 
※４　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

建物及び構築物 4千円 －千円

工具、器具及び備品 0 － 

土地 － 382,286 

計 4千円 382,286千円
 

 
※５　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

建物及び構築物 －千円 4,803千円

土地 － 167 

計 －千円 4,971千円
 

 
 

EDINET提出書類

株式会社ウイルプラスホールディングス(E32181)

有価証券報告書

 76/123



 

※６　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

建物及び構築物 2,750千円 26,777千円

機械装置及び運搬具 7,696 3,690 

工具、器具及び備品 485 1,862 

計 10,933千円 32,329千円
 

 
※７　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

 
前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

 
報告セグメント 地域 用途 種類 金額

輸入車ディーラー事業 福岡県　ほか
店舗及び
整備工場

建物及び構築物等 249,229千円

 

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、各営業店舗を基本単位としてグ

ルーピングしております。

上記の資産グループについては、今後の事業計画を見直した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額の評価は正味売却価額と使用価値を比較し、主として正味売却価額を適用しております。正味

売却価額は主として不動産鑑定評価額に基づいた時価を適用し、使用価値については、将来キャッシュ・フローをマ

イナスと見込んでいるため割引計算は行っておりません。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）

 
報告セグメント 地域 用途 種類 金額

輸入車ディーラー事業 宮城県　ほか
店舗及び
整備工場

建物及び構築物等 69,767千円

 

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、各営業店舗を基本単位としてグ

ルーピングしております。

上記の資産グループについては、今後の事業計画を見直した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回ったため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値は、将来キャッシュ・フローに基づき算定して

おりますが、将来キャッシュ・フローが見込めない資産グループについては、使用価値をゼロとしております。

 
(連結包括利益計算書関係)

該当事項はありません。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,364,060 48,240 － 10,412,300
 

（変動事由の概要）

第３回新株予約権の権利行使による増加　　　 48,240株

 
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,272,608 50,000 1,052 1,321,556
 

（注）１．当連結会計年度期首の自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付ESOP信託」が保有する当

社株式257,600株が含まれております。

２．当連結会計年度末の自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付ESOP信託」が保有する当社

株式256,548株が含まれております。

 
（変動事由の概要）

東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付による増加　　50,000株

株式給付ESOP信託の給付による減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,052株

 
３．新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
第５回ストック・
オプションとして
の新株予約権(注)

－ － － － － 46,563

合計 － － － － － 46,563
 

（注）権利行使期間の初日が到来しておりません。

 
４．配当に関する事項

（１）配当金の支払額

決議日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年
９月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 257,192千円 27.51円
2024年
６月30日

2024年
10月18日

2025年
２月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 159,510千円 17.00円
2024年
12月31日

2025年
３月10日

 

（注）１．2024年９月25日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金7,086千

円が含まれております。

２．2025年２月13日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金4,375千

円が含まれております。

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年
８月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 262,285千円 28.06円
2025年
６月30日

2025年
９月11日

 

（注）2025年８月14日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金7,198千円が

含まれております。
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当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,412,300 － 53,900 10,358,400
 

（変動事由の概要）

自己株式消却による減少　　　　 53,900株

 
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,321,556 － 57,075 1,264,481
 

（注）１．当連結会計年度期首の自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」及び「株式給付ESOP信託」が保有する当

社株式256,548株が含まれております。

２．当連結会計年度末の自己株式数には、「役員報酬BIP信託」及び「株式給付ESOP信託」が保有する当社株式

695,973株が含まれております。

 
（変動事由の概要）

自己株式消却による減少　　　　　　53,900株

株式給付ESOP信託による株式交付　　 1,775株

株式給付信託（BBT）による株式交付　1,400株

 
３．新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
第５回ストック・
オプションとして
の新株予約権

－ － － － － 49,353

合計 － － － － － 49,353
 

 
４．配当に関する事項

（１）配当金の支払額

決議日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年
８月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 262,285千円 28.06円
2025年
６月30日

2025年
９月11日

2026年
２月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 176,218千円 18.00円
2025年
12月31日

2026年
３月９日

 

（注）１．2025年８月14日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金7,198千

円が含まれております。

２．2026年２月12日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金12,551千

円が含まれております。

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2026年
８月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 274,116千円 28.00円
2026年
６月30日

2026年
９月15日

 

（注）2026年８月13日取締役会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金19,487千円が

含まれております。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

現金及び預金 8,245,586千円 10,475,223千円

ESOP信託別段預金 △11,272 △29,646 

現金及び現金同等物 8,234,313千円 10,445,576千円
 

 

※２　現金及び現金同等物を対価とする事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳

当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

ウイルプラスチェッカーモータース株式会社による事業譲受

連結子会社であるウイルプラスチェッカーモータース株式会社が事業を譲り受けたことにより増加した資産及

び負債の主な内訳並びに事業の譲受価額と事業譲受による支出との関係は、次のとおりであります。

流動資産 69,760 千円

固定資産 48,369  

のれん 5,091  

流動負債 △4  

事業の譲受価額 123,217 千円

現金及び現金同等物 －  

差引：事業譲受による支出 123,217 千円
 

 

ウイルプラスモトーレン東京株式会社による事業譲受

連結子会社であるウイルプラスモトーレン東京株式会社が事業を譲り受けたことにより増加した資産及び負債

の主な内訳並びに事業の譲受価額と事業譲受による支出との関係は、次のとおりであります。

流動資産 880,963 千円

固定資産 325,883  

のれん 96,981  

流動負債 △31,378  

事業の譲受価額 1,272,449 千円

事業譲受に係る未払金 △133,852  

差引：事業譲受による支出 1,138,597 千円
 

 
ウイルプラス帝欧オリオン株式会社による事業譲受

連結子会社であるウイルプラス帝欧オリオン株式会社が事業を譲り受けたことにより増加した資産及び負債の

主な内訳並びに事業の譲受価額と事業譲受による支出との関係は、次のとおりであります。

流動資産 629,913 千円

固定資産 338,408  

のれん 52,534  

固定負債 △20,927  

事業の譲受価額 999,930 千円

現金及び現金同等物 －  

差引：事業譲受による支出 999,930 千円
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※３　株式の取得により新たな連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

株式の取得により新たにStellantisジャパン販売株式会社（2024年７月１日付にて「チェッカーモータース株式

会社」に商号変更）を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による支

出（純額）との関係は次のとおりであります。

なお、チェッカーモータース株式会社については2024年９月30日付で、ウイルプラスチェッカーモータース株式

会社が吸収合併することにより、消滅しております。

流動資産 1,382,910 千円

固定資産 440,830  

負ののれん発生益 △304,921  

流動負債 △1,085,368  

固定負債 △35,797  

株式の取得価額 397,653 千円

現金及び現金同等物 △237,977  

差引：取得による支出 159,676 千円
 

 
株式の取得により新たにオリオン自動車販売株式会社（2024年12月３日付にて「ウイルプラスオリオン株式会

社」に商号変更）を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による支出

（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 258,992 千円

固定資産 408,475  

負ののれん発生益 △3,339  

流動負債 △310,191  

固定負債 △222,921  

株式の取得価額 131,015 千円

現金及び現金同等物 △114,706  

差引：取得による支出 16,309 千円
 

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

該当事項はありません。

 
　４　重要な非資金取引の内容

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

重要な資産除去債務の計上額 31,267千円 95,225千円
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(リース取引関係)

　１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　①　リース資産の内容

　　　　有形固定資産

障がい者直接雇用のため共同農園にて使用する水耕栽培装置、トレーラーハウス、車輌リフト、洗車機等で

あります。

　　②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計方針に関する事項　（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
 

前連結会計年度
(2025年６月30日)

当連結会計年度
(2026年６月30日)

１年内 383,412千円 466,862千円

１年超 994,296 2,863,112 

合計 1,377,708千円 3,329,974千円
 

 
 
(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金は主に銀行借入により調達しております。また短期的

な運転資金も銀行借入により調達しております。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。店舗等の賃貸借契約に基づく

敷金及び保証金は、預託先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投資に必要な資金

の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で６年７か月後であります。

 
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク

当社グループは、営業債権について、各社における担当部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

②　資金調達に係る流動性リスク

当社グループは、当社で資金管理及び運用を行っております。資金調達に係る流動性リスクについては、経

理部経理１課が適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理しております。

 
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定

においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

もあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度(2025年６月30日）

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

敷金及び保証金 763,362 692,298 △71,064

資産計 763,362 692,298 △71,064

長期借入金（1年内返済予定の長期
借入金を含む）

8,434,369 8,086,845 △347,523

負債計 8,434,369 8,086,845 △347,523
 

（注）「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税等」「未払消費税

等」については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

記載を省略しております。

 
当連結会計年度(2026年６月30日）

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

敷金及び保証金 892,715 730,971 △161,744

資産計 892,715 730,971 △161,744

長期借入金（1年内返済予定の長期
借入金を含む）

8,354,307 8,294,598 △59,708

負債計 8,354,307 8,294,598 △59,708
 

（注）「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法人税等」「未払消費税

等」については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

記載を省略しております。

 
(注１) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2025年６月30日）

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 8,216,184 － － －

売掛金 2,700,181 － － －

未収入金 879,798 － － －

合計 11,796,165 － － －
 

 
当連結会計年度(2026年６月30日）

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 10,446,741 － － －

売掛金 2,851,203 － － －

未収入金 967,229 － － －

合計 14,265,174 － － －
 

 
(注２) 買掛金及び借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2025年６月30日）

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

買掛金 4,182,506 － － － － －

短期借入金 8,100,000 － － － － －

長期借入金 2,262,728 1,988,218 1,747,991 1,010,431 475,001 950,000

合計 14,545,234 1,988,218 1,747,991 1,010,431 475,001 950,000
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当連結会計年度(2026年６月30日）

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

買掛金 4,370,634 － － － － －

短期借入金 13,200,000 － － － － －

長期借入金 2,689,538 2,407,644 1,666,191 807,468 433,466 350,000

合計 20,260,172 2,407,644 1,666,191 807,468 433,466 350,000
 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
レベル１の時価 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整）相場価格により算定した時価

レベル２の時価 レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

該当事項はありません。

 
（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品

前連結会計年度（2025年６月30日）

 
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 692,298 － 692,298

長期借入金（１年内返済予定の
長期借入金を含む）

－ 8,086,845 － 8,086,845
 

 

当連結会計年度（2026年６月30日）

 
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金  730,971  730,971

長期借入金（１年内返済予定の
長期借入金を含む）

 8,294,598  8,294,598
 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金

これらの時価については、返還時期を見積もったうえ、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標

に基づいた利率で割り引いた現在価値によって算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借り入れを行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額又は利益計上額及び科目名

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 23,391千円 6,349千円
 

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

 前連結会計年度 当連結会計年度

新株予約権戻入益 －千円 3,559千円
 

 
３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 第５回

　決議年月日 2023年９月15日

　付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　80名

　株式の種類及び付与数（株）（注）１ 普通株式179,000株

　付与日 2023年９月19日

　権利確定条件 （注）２

　対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

　権利行使期間 2025年９月16日～2033年９月15日
 

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．

(1) 本新株予約権者は、本新株予約権を取得した時点において当該本新株予約権者が当社の取締役等の役員又

は使用人である場合は、本新株予約権の取得時から権利行使時まで継続して、当社の取締役等の役員又は
使用人のいずれかの地位にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合
にはこの限りではない。

(2) 本新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その相続人は本新株予約権を行使することができな

い。
(3) 本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株予約権を行使すること

ができない。但し、以下の①、③、⑨の場合を除き、当社取締役会が合理的に別段の取扱いを行うことに
ついて賛成した場合にはこの限りではない。
① 禁錮刑以上の刑に処せられた場合

② 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締役等の役員若しくは

使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（但し、当社の書面による事前の承認を得た場
合を除く。）

③ 法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合

④ 差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処分を受けた場合

⑤ 支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が不渡りになっ

た場合
⑥ 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった場合又は自らこれを

申し立てた場合
⑦ 就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合

⑧ 役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合

⑨ 反社会的勢力又は反市場勢力に該当する疑いのある場合並びに過去5年以内にこれらに該当した疑いの

ある場合
(4) 本新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（１月１日から12月31日まで）の合計額

は、1,200万円を超えてはならない。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2026年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 第５回

　決議年月日 2023年９月15日

　権利確定前（株）  

　　前連結会計年度末 179,000

　　付与 －

　　失効・消却 －

　　権利確定 179,000

　　未確定残 －

　権利確定後（株）  

　　前連結会計年度末 －

　　権利確定 179,000

　　権利行使 －

　　失効 26,500

　　未行使残 152,500
 

 
②　単価情報

 第５回

　決議年月日 2023年９月15日

　権利行使価格（円） 1,226

　行使時平均株価（円） －

　付与日における公正な評価単価（株） 323.63
 

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

該当事項はありません。

 
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

 
当連結会計年度
(2026年６月30日)

繰延税金資産      

未払事業税 27,610千円  17,534千円

未払事業所税 6,283  6,977 

賞与引当金 26,705  29,763 

未払費用 13,027  13,946 

棚卸資産評価損 29,244  32,106 

資産除去債務 200,900  226,868 

減損損失 110,667  36,978 

税務上の繰越欠損金 123,244  92,352 

税務上の資産調整勘定 －  97,869 

減価償却超過額 66,328  142,583 

時価評価による簿価修正額 46,294  － 

前受金 205,111  177,444 

その他 95,805  127,251 

繰延税金資産小計 951,223千円  1,001,677千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ △4,483  － 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △158,748  △54,375 

評価性引当額小計(注)１ △163,231  △54,375 

繰延税金資産合計 787,991千円  947,301千円

      

繰延税金負債      

資産除去債務に対応する除去費用 △118,546千円  △130,421千円

差額負債調整勘定 △7,404  △12,774 

その他 △55,429  △70,803 

繰延税金負債合計 △181,380千円  △213,999千円

繰延税金資産純額 606,611千円  733,302千円
 

 

（注）１．評価性引当額が108,856千円減少しております。この減少の主な内容は、繰延税金資産の回収可能性に関す
る企業の分類変更によるものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 
前連結会計年度（2025年６月30日）

(単位:千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金
(※１)

14,972 13,002 － 23,332 18,526 53,411 123,244

評価性引当額 △4,182 － － － － △300 △4,483

       (※２)
繰延税金資産 10,789 13,002 － 23,332 18,526 53,110 118,760

 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※２）税務上の繰越欠損金123,244千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産118,760千円を計上し

ております。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みによ

り、回収可能と判断し、評価性引当額を認識しておりません。
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当連結会計年度(2026年６月30日)

(単位:千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金
(※１)

－ 3,864 7,189 16,183 16,515 48,599 92,352

評価性引当額 － － － － － － －

       (※２)
繰延税金資産 － 3,864 7,189 16,183 16,515 48,599 92,352

 

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※２）税務上の繰越欠損金92,352千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産92,352千円を計上して

おります。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みにより、

回収可能と判断し、評価性引当額を認識しておりません。

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

 
当連結会計年度
(2026年６月30日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）      

評価性引当額 △0.3  △6.6 

住民税均等割等 0.5  0.7 

子会社税率差異 3.0  3.7 

のれん償却 0.3  0.1 

子会社合併による影響 △10.9  － 

賃上げ促進税制による税額控除 △0.2  △0.7 

法人税の特別控除 △0.2  － 

その他 △2.9  △0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.9％  27.8％
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(企業結合等関係)

（企業結合に係る暫定的な会計処理の確定）

2024年12月３日（みなし取得日2024年12月31日）に行われたオリオン自動車販売株式会社との企業結合につい

て、前連結会計年度において暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しております。な

お、この確定による前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

 
（共通支配下の取引等）

（子会社株式（株式会社ENG）の追加取得）

2025年９月30日に、当社連結子会社である株式会社ENGについて、株式を追加取得いたしました。

 
(1) 取引の概要

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　株式会社ENG（当社の連結子会社）

事業の内容　　　　　日本の中古車のマレーシア・その他国々への輸出事業及び日本国内の中古車買

取・卸売業

② 企業結合日

株式取得日　　2025年９月30日

③ 企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

④ 結合後企業の名称

変更はありません。

⑤ その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は9.8％であり、当該取引により議決権比率の合計は60.8％となりまし

た。

 
(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株

主との取引として処理しております。

 
(3) 子会社株式の追加取得に関する事項

取得の対価　　現金　127,044千円

取得原価　　　　　　127,044千円
 

 
(4) 非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

① 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

② 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

149,667千円

 
（連結子会社による事業譲受）

当社の連結子会社であるウイルプラスチェッカーモータース株式会社は、2025年11月18日開催の当社取締役会決

議に基づき、同日付で株式会社グランシエルセキショウとの間で事業譲渡契約を締結し、2026年１月１日付で事業

譲受を実施完了いたしました。

 
(1) 企業結合の概要

① 相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　　株式会社グランシエルセキショウ

事業の内容　　　　プジョー郡山のプジョーディーラー事業

② 企業結合を行った主な理由

当社グループでは、「輸入車のある生活を提案し、より多くの皆様と豊かさ・楽しさ・喜びを分かち合
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い、関わる全ての人々を温かい笑顔に変えていく挑戦を続ける」ことをミッションとして掲げ、中長期成

長戦略の柱として位置付けているM&Aによる事業の拡大を目指しております。

株式会社グランシエルセキショウが運営するプジョー郡山を譲り受けることにより、当社グループとし

て福島県への事業展開を強化し、東北エリアにおける販売・サービス体制の強化を図るものです。

本件譲受を通じて、株式会社グランシエルセキショウが築いてきた地域に根差した顧客基盤及びサービ

スネットワークを承継し、当社グループが培ってきた輸入車販売・アフターサービス・保険事業等のノウ

ハウを融合させることで、より高品質で持続可能な顧客体験の提供を実現してまいります。

当社グループは引き続き、「お客様満足度の最大化」と「企業価値の持続的成長」を目指し、M&Aを通

じた戦略的な事業展開を推進してまいります。

③ 企業結合日

2026年１月１日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

 
(2) 連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間

2026年１月１日から2026年６月30日

 
(3) 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 90,844千円
 

取得原価  90,844千円
 

 
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザーに対する報酬・手数料等　　3,639千円

 
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

5,091千円

② 発生原因

主として、譲受事業が有する顧客基盤及びサービスネットワーク並びに今後の事業展開によって期待さ

れる超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

 
(6) 事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 49,914 千円

固定資産 35,838  
資産合計 85,752  

 

 
（連結子会社による事業譲受）

当社の連結子会社であるウイルプラスチェッカーモータース株式会社は、2025年12月17日開催の当社取締役会決

議に基づき、同日付で株式会社サンヨー自動車との間で事業譲渡契約を締結し、2026年１月30日付で事業譲受を実

施完了いたしました。

 
(1) 企業結合の概要

① 相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　　株式会社サンヨー自動車

事業の内容　　　　ジープ大分のジープディーラー事業

② 企業結合を行った主な理由

当社グループでは、「輸入車のある生活を提案し、より多くの皆様と豊かさ・楽しさ・喜びを分かち合

い、関わる全ての人々を温かい笑顔に変えていく挑戦を続ける」ことをミッションとして掲げ、中長期成

長戦略の柱として位置付けているM&Aによる事業の拡大を目指しております。

株式会社サンヨー自動車が運営するジープ大分を譲り受けることにより、当社グループとして大分県へ
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の事業展開を強化し、九州エリアにおける販売・サービス体制の強化を図るものです。

本件譲受を通じて、株式会社サンヨー自動車が築いてきた地域に根差した顧客基盤及びサービスネット

ワークを承継し、当社グループが培ってきた輸入車販売・アフターサービス・保険事業等のノウハウを融

合させることで、より高品質で持続可能な顧客体験の提供を実現してまいります。

当社グループは引き続き、「お客様満足度の最大化」と「企業価値の持続的成長」を目指し、M&Aを通

じた戦略的な事業展開を推進してまいります。

③ 企業結合日

2026年１月30日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

 
(2) 連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間

2026年１月30日から2026年６月30日

 
(3) 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 44,651千円
 

取得原価  44,651千円
 

 
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザーに対する報酬・手数料等　　1,557千円

 
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

のれん及び負ののれんは発生しておりません。

 
(6) 事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 32,125 千円

固定資産 12,531  
資産合計 44,656  

 

 
流動負債 4 千円

負債合計 4  
 

 
（連結子会社による事業譲受）

当社の連結子会社であるウイルプラスモトーレン東京株式会社は、2025年12月25日開催の当社取締役会決議に基

づき、同日付で和幸モトーレン株式会社との間で事業譲渡契約を締結し、2026年１月15日付で事業譲受を実施完了

いたしました。

 
(1) 企業結合の概要

① 相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　　和幸モトーレン株式会社

事業の内容　　　　BMW越谷、BMW Premium Selection越谷、BMW上尾及びBMW Premium Selection春日

部におけるBMWディーラー事業

② 企業結合を行った主な理由

当社グループでは、「輸入車のある生活を提案し、より多くの皆様と豊かさ・楽しさ・喜びを分かち合

い、関わる全ての人々を温かい笑顔に変えていく挑戦を続ける」ことをミッションとして掲げ、中長期成

長戦略の柱として位置付けているM&Aによる事業の拡大を目指しております。

和幸モトーレン株式会社が運営するBMW越谷、BMW Premium Selection 越谷、BMW上尾、BMW Premium　

Selection春日部におけるBMWディーラー事業をウイルプラスモトーレン東京株式会社が譲り受けることに

より、当社グループとして埼玉県への事業展開を強化し、首都圏における販売・サービス体制の強化を図

るものです。

本件譲受を通じて、和幸モトーレン株式会社が築いてきた地域に根差したBMWディーラー事業に関する

顧客基盤及びサービスネットワークを承継し、当社グループが培ってきた輸入車販売・アフターサービ
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ス・保険事業等のノウハウを融合させることで、より高品質で持続可能な顧客体験の提供を実現してまい

ります。

当社グループは引き続き、「お客様満足度の最大化」と「企業価値の持続的成長」を目指し、M&Aを通

じた戦略的な事業展開を推進してまいります。

③ 企業結合日

2026年１月15日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

 
(2) 連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間

2026年１月15日から2026年６月30日

 
(3) 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,402,832千円
 

取得原価  1,402,832千円
 

 
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザーに対する報酬・手数料等　　6,900千円

 
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

96,981千円

なお、発生したのれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

② 発生原因

主として、譲受事業が有する顧客基盤及びサービスネットワーク並びに今後の事業展開によって期待さ

れる超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間

８年間にわたる均等償却

(6) 事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,011,346 千円

固定資産 325,883  
資産合計 1,337,229  

 

 

流動負債 31,378 千円

負債合計 31,378  
 

 
（連結子会社による事業譲受）

当社の連結子会社であるウイルプラス帝欧オート株式会社（2026年４月１日付にて「ウイルプラス帝欧オリオン

株式会社」に商号変更）は、2026年２月12日開催の当社取締役会決議に基づき、同日付で双日オートグループジャ

パン株式会社との間で事業譲渡契約を締結し、2026年４月１日付で事業譲受を実施完了いたしました。

 
(1) 企業結合の概要

① 相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　　双日オートグループジャパン株式会社

事業の内容　　　　ボルボ・カー西宮、ボルボ・カー高松、ボルボ・セレクト徳島、ボルボ・セレクト

松山、ボルボ・ギャラリー松山におけるボルボディーラー事業

 
② 企業結合を行った主な理由

当社グループでは、「輸入車のある生活を提案し、より多くの皆様と豊かさ・楽しさ・喜びを分かち合

い、関わる全ての人々を温かい笑顔に変えていく挑戦を続ける」ことをミッションとして掲げ、中長期成

長戦略の柱として位置付けているM&Aによる事業の拡大を目指しております。
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このたび、双日オートグループジャパン株式会社が運営する「ボルボ・カー西宮」「ボルボ・カー高

松」「ボルボ・セレクト徳島」「ボルボ・セレクト松山」「ボルボ・ギャラリー松山」の５店舗を譲り受

けることにより、当社グループにとって関西・四国エリアに初進出を果たすこととなり、関西・四国エリ

アにおける販売・サービス体制の強化と発展を図るものです。

本件譲受を通じて、双日オートグループジャパン株式会社が築いてきた地域に根差した顧客基盤及び

サービスネットワークを承継し、当社グループが培ってきた輸入車販売・アフターサービス・保険事業等

のノウハウを融合させることで、より高品質で持続可能な顧客体験の提供を実現してまいります。

当社グループは引き続き、「お客様満足度の最大化」と「企業価値の持続的成長」を目指し、M&Aを通

じた戦略的な事業展開を推進してまいります。

③ 企業結合日

2026年４月１日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

 
(2) 連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間

2026年４月１日から2026年６月30日

 
(3) 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,099,817千円
 

取得原価  1,099,817千円
 

 
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザーに対する報酬・手数料等　　11,200千円

 
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

52,534千円

なお、発生したのれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

② 発生原因

主として、譲受事業が有する顧客基盤及びサービスネットワーク並びに今後の事業展開によって期待さ

れる超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

 
(6) 事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 729,800 千円

固定資産 338,409  
資産合計 1,068,209  

 

 
固定負債 20,927 千円

負債合計 20,927  
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

主として、店舗施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 
２．当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去費用については、過去において店舗の閉店に伴い発生した原状回復費用の実績等から割引前将来

キャッシュ・フローを見積っております。使用見込期間については主たる資産の耐用年数の残存期間（３～39

年）としております。割引率については、使用見込期間に対応した国債の利回り（0.000％～2.624％）を使用し

ております。これらの数値を基礎に資産除去債務の金額を計算しております。

 
３．当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

　期首残高 514,167千円 568,241千円

　有形固定資産の取得に伴う増加額 31,267 95,225

　企業結合による増加額 34,289 19,203

　時の経過による調整額 4,204 5,623

　見積りの変更による調整額 △10,750 4,197

　資産除去債務の履行による減少額 △4,937 △4,140

　有形固定資産の譲渡に伴う減少額 － △47,126

　期末残高 568,241千円 641,224千円
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(収益認識関係)

1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

商品の名称
グループ全体
販売高
（千円）

セグメント別

輸入車ディーラー
事業販売高
（千円）

中古車輸出
関連事業販売高
（千円）

新車 25,196,810 25,196,810 －

中古車（国内） 15,067,339 14,852,431 214,908

　　　（海外） 13,074,072 － 13,074,072

中古車合計 28,141,411 14,852,431 13,288,980

業販 26,294,040 5,221,595 21,072,445

車輌販売高合計 79,632,262 45,270,836 34,361,425

車輌整備 8,201,040 8,201,040 －

その他 780,988 758,884 22,104

顧客との契約から生じる収益 88,614,291 54,230,761 34,383,530

外部顧客への売上高 88,614,291 54,230,761 34,383,530
 

当連結会計年度（自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）

商品の名称
グループ全体
販売高
（千円）

セグメント別

輸入車ディーラー
事業販売高
（千円）

中古車輸出
関連事業販売高
（千円）

新車 24,760,857 24,760,857 －

中古車（国内） 16,872,881 16,872,881 －

　　　（海外） 10,208,604 － 10,208,604

中古車合計 27,081,485 16,872,881 10,208,604

業販 34,335,921 5,834,687 28,501,233

車輌販売高合計 86,178,263 47,468,425 38,709,837

車輌整備 9,821,393 9,821,393 －

その他 840,019 821,014 19,005

顧客との契約から生じる収益 96,839,676 58,110,832 38,728,843

外部顧客への売上高 96,839,676 58,110,832 38,728,843
 

 

２. 収益を理解するための基礎となる情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.会計方針に関する事項」の「（4）重要な収益及び費用の
計上基準」に記載のとおりであります。
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３. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報
 

前連結会計年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

(1) 契約負債の残高等

（単位：千円）

 当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権   

売掛金 2,109,734 2,700,181

契約負債   

前受金 1,565,924 1,869,309
 

 

（注）１．契約負債（前受金）は主に車輌販売に係る顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当

連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた額は1,493,121千円でありま

す。

２．契約負債の増減は、前受金の受取り（増加）と収益認識（減少）により生じたものであります。
 
 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、

記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあ

りません。

 
当連結会計年度（自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）

(1) 契約負債の残高等

（単位：千円）

 当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権   

売掛金 2,700,181 2,851,203

契約負債   

前受金 1,869,309 2,029,718
 

 

（注）１．契約負債（前受金）は主に車輌販売に係る顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当

連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた額は1,774,783千円でありま

す。

２．契約負債の増減は、前受金の受取り（増加）と収益認識（減少）により生じたものであります。
 
 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、

記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあ

りません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、新車、中古車の販売及び車輌整備並びに損害保険の代理店業等の事業活動を行っている「輸

入車ディーラー事業」、主に中古車輸出関連事業を行っている「中古車輸出関連事業」の２つを報告セグメント

としております。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しております。報告セグメントの

利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいておりま

す。

 
３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2024年７月１日 至 2025年６月30日)

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）1.

連結損益
計算書計上額輸入車ディー

ラー事業
中古車輸出
関連事業

合計

売上高      

外部顧客への
売上高

54,230,761 34,383,530 88,614,291 － 88,614,291

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,496 5,208 8,705 △8,705 －

計 54,234,258 34,388,738 88,622,996 △8,705 88,614,291

セグメント利益 2,515,929 433,878 2,949,807 △1,100,201 1,849,606

セグメント資産 28,989,190 6,065,364 35,054,555 2,176,590 37,231,145

その他の項目      

　減価償却費 1,904,567 57,353 1,961,921 8,084 1,970,005

　のれんの償却額 17,195 － 17,195 － 17,195

　減損損失 240,329 － 240,329 8,900 249,229

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額
　（注）２

7,029,839 3,802 7,033,642 9,330 7,042,973

 

（注）１.調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額△1,100,201千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない当社の費

用です。

（２）セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（３）セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに配分していない全社資産であります。

（４）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産にかかるものであります。

（５）減損損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産にかかるものであります。

（６）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加

額であります。

２．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、企業結合による資産の増加は含めておりません。
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当連結会計年度(自 2025年７月１日 至 2026年６月30日)

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）1.

連結損益
計算書計上額輸入車ディー

ラー事業
中古車輸出
関連事業

合計

売上高      

外部顧客への
売上高

58,110,832 38,728,843 96,839,676 － 96,839,676

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

6,157 1,835 7,993 △7,993 －

計 58,116,990 38,730,679 96,847,669 △7,993 96,839,676

セグメント利益 2,243,598 376,002 2,619,601 △1,192,763 1,426,838

セグメント資産 34,882,354 6,883,091 41,765,446 2,152,073 43,917,519

その他の項目      

　減価償却費 2,165,244 44,242 2,209,487 18,079 2,227,566

　のれんの償却額 16,343 － 16,343 － 16,343

　減損損失 69,767 － 69,767 － 69,767

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額
　（注）２、３

8,657,610 4,221 8,661,832 44,667 8,706,499

 

（注）１.調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額△1,192,763千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない当社の費

用です。

（２）セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（３）セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに配分していない全社資産であります。

（４）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産にかかるものであります。

（５）減損損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産にかかるものであります。

（６）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加

額であります。

２．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、企業結合による資産の増加は含めておりません。

３．当連結会計年度の有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、保有目的の変更に伴い、棚卸資産から有

形固定資産（車両運搬具）へ振り替えた6,802,988千円が含まれております。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

  (単位：千円)

日本 マレーシア 合計

75,540,220 13,074,072 88,614,291
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略し

ております。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

   (単位：千円)

日本 マレーシア その他 合計

86,631,072 10,168,754 39,850 96,839,676
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略し

ております。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

    (単位：千円)

 
報告セグメント

その他 全社・消去 合計輸入車ディー
ラー事業

中古車輸出
関連事業

合計

当期末残高 7,164 ― 7,164 ― ― 7,164
 

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

    (単位：千円)

 
報告セグメント

その他 全社・消去 合計輸入車ディー
ラー事業

中古車輸出
関連事業

合計

当期末残高 145,138 ― 145,138 ― ― 145,138
 

（注）のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

輸入車ディーラー事業において、Stellantisジャパン販売株式会社（2024年７月１日付にて「チェッカーモー

タース株式会社」に商号変更）及びオリオン自動車販売株式会社（2024年12月３日付にて「ウイルプラスオリオ

ン株式会社」に商号変更）の株式取得による連結子会社化に伴い、負ののれん発生益308,260千円を計上しており

ます。

また、当該負ののれん発生益は特別利益のため、報告セグメントに配分しておりません。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

該当事項はありません。

 
(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被保

有)割合

(％)

関連当事

者との関

係

取引の内容

取引金額

 (千円)

（注）２

科目
期末残高

 (千円)

 

役員及び
その近親
者が過半
数の議決
権を所有
している
会社

㈱ETH
（注）1

東京都
港区

1,000
資産
管理業

(被所有)

直接8.02
－ 車輌販売 12,652 － －

 

（注）１．当社代表取締役社長 成瀬 隆章の資産管理会社であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格等の取引条件は、社内規程に基づき、市場の実勢価格を参考にした上で取締役会にて決定しておりま

す。

 
当連結会計年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

 

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被保

有)割合

(％)

関連当事

者との関

係

取引の内容

取引金額

 (千円)

（注）２

科目
期末残高

 (千円)

 

役員及び
その近親
者が過半
数の議決
権を所有
している
会社

㈱MMZ
（注）1

東京都
港区

1,000
資産
管理業

(被所有)

直接7.66
－ 車輌仕入 9,776 － －

役員及び
その近親
者が過半
数の議決
権を所有
している
会社

㈱ICS
（注）1

東京都
港区

1,000
資産
管理業

(被所有)

直接7.66
－ 車輌仕入 3,376 － －

役員及びそ

の近親者が

過半数の議

決権を所有

している会

社

㈱ICS
（注）1

東京都
港区

1,000
資産
管理業

(被所有)

直接7.66
－

車輛販売代
金の前受金

－ 前受金 18,001

 

（注）１．当社代表取締役社長 成瀬 隆章の資産管理会社であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格等の取引条件は、社内規程に基づき、市場の実勢価格を参考にした上で取締役会にて決定しておりま

す。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

１株当たり純資産額 1,187.23円 1,283.99円

１株当たり当期純利益金額 158.43円 121.92円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

158.18円 －円
 

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定

上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は514,445株であり、１株当たり

純資産額の算定上、控除した自己株式の期末残高は695,973株であります。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。なお、2026年６月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、希薄化効果を有

している潜在株式がないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当連結会計年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

１株当たり当期純利益金額   

 親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,443,511 1,108,515

  普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(千円)

1,443,511 1,108,515

  普通株式の期中平均株式数(株) 9,111,174 9,092,308

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加数(株) 14,672 －

　　(うち新株予約権(株)) (14,672) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

2023年９月15日取締役会決議
による第５回新株予約権
 新株予約権の数　1,790個
（普通株式　179,000株）

2023年９月15日取締役会決議
による第５回新株予約権
 新株予約権の数　1,525個
（普通株式　152,500株）
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(重要な後発事象)

（連結子会社による事業譲受）

当社は、2026年７月６日開催の取締役会において、連結子会社であるウイルプラスエンハンス株式会社がBC

Japan株式会社より、ランドローバー正規リテイラー事業の一部を譲り受けることを決議し、同日付で事業譲渡契

約を締結いたしました。また、当該契約に基づき、2026年８月17日付で事業譲受を実施完了いたしました。

 
(1) 事業譲受の概要

① 相手先企業の名称

BC Japan株式会社

② 譲受事業の内容

ランドローバー世田谷、ランドローバー世田谷サービスセンターの２店舗及びランドローバー目黒を

含む東京都一部地域・神奈川県一部地域の営業権（従業員及び顧客）

③ 事業譲受の理由

当社グループでは、「輸入車のある生活を提案し、より多くの皆様と豊かさ・楽しさ・喜びを分かち合

い、関わる全ての人々を温かい笑顔に変えていく挑戦を続ける」ことをミッションとして掲げ、中長期成

長戦略の柱として位置付けているM&Aによる事業の拡大を目指しております。

BC Japan株式会社が運営するランドローバー世田谷、ランドローバー世田谷サービスセンターの２店舗

及びランドローバー目黒を含む東京都一部地域・神奈川県一部地域の営業権（従業員及び顧客）を譲り受

けることにより、当社グループとして東京都への事業展開を強化し、首都圏における販売・サービス体制

の強化を図るものです。

本件譲受を通じて、BC Japan株式会社が築いてきた地域に根差した顧客基盤及びサービスネットワーク

を承継し、当社グループが培ってきた輸入車販売・アフターサービス・保険事業等のノウハウを融合させ

ることで、より高品質で持続可能な顧客体験の提供を実現してまいります。

当社グループは引き続き、「お客様満足度の最大化」と「企業価値の持続的成長」を目指し、M&Aを通

じた戦略的な事業展開を推進してまいります。

④ 事業譲受日

2026年８月17日

⑤ 事業譲受の法的形式

現金を対価とする事業譲受

 
(2) 取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,610,000千円
 

取得原価  1,610,000千円
 

（注）現時点における取得の対価について暫定的に記載しており、今後変動する可能性があります。

 
(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザーに対する報酬・手数料等（概算額）：　17,500千円

 
(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 
(5) 事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 8,100,000 13,200,000 1.356 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,262,728 2,689,538 1.028 －

１年以内に返済予定のリース債務 5,490 8,224 － －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

6,171,641 5,664,769 1.121
2027年７月～
2033年１月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

29,231 16,256 －
2027年７月～
2032年11月

その他有利子負債
　買掛金

3,326,053 3,458,440 1.578 －

合計 19,895,144 25,037,229 － －
 

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各連結会計年度に配分し

ているため、「平均利率」を記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額の総額
 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 2,407,644 1,666,191 807,468 433,466

リース債務 7,042 4,135 2,987 600
 

 
【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記

載を省略しております。

 
(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

(累計期間)
第１四半期
連結累計期間

中間連結会計期間
第３四半期
連結累計期間

当連結会計年度

売上高 (千円) 20,705,501 42,096,279 67,820,282 96,839,676

税金等調整前中間(四半期)
(当期)純利益

(千円) 390,934 1,120,289 1,352,179 1,645,885

親会社株主に帰属する
中間(四半期)(当期)純利益

(千円) 232,491 719,502 837,537 1,108,515

１株当たり中間(四半期)
(当期)純利益

(円) 25.57 79.14 92.12 121.92
 

 

(会計期間)
第１四半期
連結会計期間

第２四半期
連結会計期間

第３四半期
連結会計期間

第４四半期
連結会計期間

１株当たり
四半期純利益

(円) 25.57 53.57 12.98 29.80
 

（注）１．第１四半期連結累計期間及び第３四半期連結累計期間に係る財務情報に対するレビュー　：無

２．「役員報酬BIP信託」及び「株式給付ESOP信託」の信託財産が保有する当社株式は、期中平均株式数の計算

において控除する自己株式数に含めております。

EDINET提出書類

株式会社ウイルプラスホールディングス(E32181)

有価証券報告書

104/123



２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,974,540 1,906,029

  貯蔵品 3,865 2,628

  前払費用 30,491 75,572

  関係会社短期貸付金 15,250,000 20,250,000

  未収入金 ※1  600,685 ※1  711,825

  その他 ※1  24,166 ※1  113,896

  流動資産合計 17,883,749 23,059,952

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 23,681 22,015

   工具、器具及び備品 3,062 23,608

   建設仮勘定 3,013 14,568

   その他 14,657 11,571

   有形固定資産合計 44,414 71,764

  無形固定資産   

   ソフトウエア 2,412 1,650

   無形固定資産合計 2,412 1,650

  投資その他の資産   

   関係会社株式 3,262,962 3,410,006

   繰延税金資産 76,786 59,672

   その他 61,737 58,497

   投資その他の資産合計 3,401,486 3,528,176

  固定資産合計 3,448,312 3,601,591

 資産合計 21,332,062 26,661,543
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 8,100,000 13,200,000

  1年内返済予定の長期借入金 2,242,724 2,669,534

  未払金 ※1  365,143 ※1  493,886

  未払費用 96,655 107,956

  未払法人税等 48,558 33,214

  未払消費税等 24,492 30,305

  賞与引当金 8,289 8,488

  その他 ※1  85,594 ※1  106,089

  流動負債合計 10,971,458 16,649,474

 固定負債   

  長期借入金 5,724,985 5,638,117

  株式給付引当金 76,623 123,746

  役員株式給付引当金 80,441 90,263

  その他 45,665 57,941

  固定負債合計 5,927,714 5,910,068

 負債合計 16,899,173 22,559,543

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 397,930 397,930

  資本剰余金   

   資本準備金 327,930 327,930

   その他資本剰余金 1,003,538 1,107,158

   資本剰余金合計 1,331,468 1,435,089

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 3,760,718 3,363,003

   利益剰余金合計 3,760,718 3,363,003

  自己株式 △1,103,792 △1,143,376

  株主資本合計 4,386,325 4,052,647

 新株予約権 46,563 49,353

 純資産合計 4,432,889 4,102,000

負債純資産合計 21,332,062 26,661,543
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年７月１日
　至 2025年６月30日)

当事業年度
(自 2025年７月１日
　至 2026年６月30日)

営業収益 ※1  5,413,932 ※1  1,366,279

営業費用 ※1,※2  1,073,554 ※1,※2  1,185,764

営業利益 4,340,377 180,515

営業外収益   

 受取利息 ※1  69,228 ※1  151,793

 助成金収入 7,655 －

 その他 5,970 11,846

 営業外収益合計 82,854 163,639

営業外費用   

 支払利息 88,535 159,963

 その他 1,713 4,097

 営業外費用合計 90,248 164,061

経常利益 4,332,983 180,093

新株予約権戻入益 － 3,559

特別利益合計 － 3,559

特別損失   

 固定資産除却損 470 －

 業績連動型株式報酬制度終了損 － 60,403

 特別損失合計 470 60,403

税引前当期純利益 4,332,512 123,250

法人税、住民税及び事業税 78,285 65,347

法人税等調整額 △24,342 17,113

法人税等合計 53,942 82,461

当期純利益 4,278,570 40,789
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金合

計

その他利益剰

余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 388,885 318,885 1,003,538 1,322,423 △101,148 △101,148 △1,051,965 558,195

当期変動額         

新株の発行 9,045 9,045  9,045    18,090

剰余金の配当     △416,703 △416,703  △416,703

当期純利益     4,278,570 4,278,570  4,278,570

自己株式の取得       △53,050 △53,050

自己株式の処分        －

自己株式の消却        －

株式給付信託による

自己株式の取得
       －

株式給付信託による

自己株式の処分
      1,223 1,223

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 9,045 9,045 － 9,045 3,861,866 3,861,866 △51,826 3,828,130

当期末残高 397,930 327,930 1,003,538 1,331,468 3,760,718 3,760,718 △1,103,792 4,386,325
 

 

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 23,171 581,367

当期変動額   

新株の発行  18,090

剰余金の配当  △416,703

当期純利益  4,278,570

自己株式の取得  △53,050

自己株式の処分  －

自己株式の消却  －

株式給付信託による

自己株式の取得
 －

株式給付信託による

自己株式の処分
 1,223

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

23,391 23,391

当期変動額合計 23,391 3,851,522

当期末残高 46,563 4,432,889
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当事業年度(自　2025年７月１日　至　2026年６月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金合

計

その他利益剰

余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余

金

当期首残高 397,930 327,930 1,003,538 1,331,468 3,760,718 3,760,718 △1,103,792 4,386,325

当期変動額         

新株の発行        －

剰余金の配当     △438,504 △438,504  △438,504

当期純利益     40,789 40,789  40,789

自己株式の取得        －

自己株式の処分       358,436 358,436

自己株式の消却   △38,911 △38,911   99,315 60,403

株式給付信託による

自己株式の取得
  142,532 142,532   △500,968 △358,436

株式給付信託による

自己株式の処分
      3,633 3,633

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 － － 103,620 103,620 △397,714 △397,714 △39,583 △333,678

当期末残高 397,930 327,930 1,107,158 1,435,089 3,363,003 3,363,003 △1,143,376 4,052,647
 

 

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 46,563 4,432,889

当期変動額   

新株の発行  －

剰余金の配当  △438,504

当期純利益  40,789

自己株式の取得  －

自己株式の処分  358,436

自己株式の消却  60,403

株式給付信託による

自己株式の取得
 △358,436

株式給付信託による

自己株式の処分
 3,633

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

2,789 2,789

当期変動額合計 2,789 △330,888

当期末残高 49,353 4,102,000
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【注記事項】

 

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法を採用しております。なお、主な耐用年数はつぎのとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　　　　　　　　４～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウエア　　　　　　　　　　　　　５年

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期負担分を計上しております。

(2) 株式給付引当金

社員株式交付規程（内規）に基づく従業員に対する当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株

式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(3) 役員株式給付引当金

役員株式給付規程（内規）に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式

給付債務の見込額に基づき計上しております。

 
４．収益及び費用の計上基準

持株会社である当社における顧客との契約から生じる収益は、子会社からの経営指導料等の業務受託料であり

ます。業務受託料については、子会社との契約に基づき受託した業務を提供することが当社の履行義務であり、

業務提供時点で収益を認識しております。なお、当該履行義務に対する対価は１ヶ月後には受領しており、重大

な金融要素の影響はありません。

 
(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

連結財務諸表「注記事項」（追加情報）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

(2025年６月30日)
当事業年度

(2026年６月30日)

短期金銭債権 624,246千円 820,988千円

短期金銭債務 32,506 40,252 
 

 

　２　偶発債務

　関係会社の仕入債務に対して、債務保証を行っております。

前事業年度
(2025年６月30日)

 
当事業年度

(2026年６月30日)

3,352,876千円  3,493,323千円
 

 
(損益計算書関係)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当事業年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

営業収益 5,411,507千円 1,362,979千円

営業費用 9,595  10,910  

受取利息 68,804  148,397  
 

 

※２　営業費用はすべて一般管理費であり、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

当事業年度
(自 2025年７月１日
至 2026年６月30日)

給料及び手当 485,860千円 560,622千円

賞与引当金繰入額 8,289  8,488  

株式給付引当金繰入額 45,594  54,701  

役員株式給付引当金繰入額 7,493  11,782  

減価償却費 8,084  18,079  

法定福利費 59,552  66,209  

業務委託費 34,285  51,889  
 

 
(有価証券関係)

前事業年度（2025年６月30日）

子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分 前事業年度（千円）

子会社株式 3,262,962

計 3,262,962
 

 

当事業年度（2026年６月30日）

子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分 当事業年度（千円）

子会社株式 3,410,006

計 3,410,006
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年６月30日)
 

当事業年度
(2026年６月30日)

繰延税金資産      
未払事業税 1,334千円 1,540千円

賞与引当金 2,538  2,675 
未払労働保険料 4,833   5,549  
資産除去債務 7,433   7,538  
子会社株式 11,311   11,311  
株式給付引当金 24,151   39,004  
役員株式給付引当金 25,355   28,450  

その他 5,848   6,019  
繰延税金資産小計 82,806千円 102,089千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 －   △36,820  
繰延税金資産合計 82,806千円  65,269千円

      
繰延税金負債      
資産除去債務に対応する除去費用 △6,019千円 △5,596千円

繰延税金負債合計 △6,019千円 △5,596千円

繰延税金資産の純額 76,786千円  59,672千円
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年６月30日)
 

当事業年度
(2026年６月30日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0   2.2  
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △29.6   △0.0  
法人税の特別控除 △0.0   △10.4  
住民税均等割等 0.0   0.4  
評価性引当額の増減 0.0   29.0  
株式報酬に係る税務上の調整 0.0   17.5  
その他 0.3   △2.5  
税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.2％  66.9％
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(企業結合等関係)

（共通支配下の取引等）

 
 １．子会社株式（株式会社ENG）の追加取得

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
２．連結子会社間の吸収合併

(1) 取引の概要

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

吸収合併存続会社

名称　ウイルプラス帝欧オート株式会社

事業の内容　輸入車の新車及び中古車の販売、車輌整備並びに損害保険代理店事業等

 
吸収合併消滅会社

名称　ウイルプラスオリオン株式会社

事業の内容　輸入車の新車及び中古車の販売、車輌整備並びに損害保険代理店事業等

 
② 企業結合日

2026年４月１日

 
③ 企業結合の法的形式

ウイルプラス帝欧オート株式会社を存続会社、ウイルプラスオリオン株式会社を消滅会社とする吸収合併

 
④ 結合後企業の名称

ウイルプラス帝欧オリオン株式会社

 
(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、財務諸表「注記事項」 （重要な会計方針） ４.収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
　

(単位：千円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形
固定
資産

建物 23,681 250 － 1,915 22,015 15,264

工具、器具及び備品 3,062 32,861 － 12,315 23,608 21,114

建設仮勘定 3,013 45,910 34,355 － 14,568 －

その他 14,657 － － 3,085 11,571 17,250

計 44,414 79,022 34,355 17,317 71,764 53,630

無形
固定
資産

ソフトウエア 2,412 － － 762 1,650 －

計 2,412 － － 762 1,650 －
 

 
【引当金明細表】

〈単位：千円)

科目 当期首残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高
目的使用 その他

賞与引当金 8,289 51,240 51,041 － 8,488

株式給付引当金 76,623 54,701 7,578 － 123,746

役員株式給付引当金 80,441 90,263 1,961 78,480 90,263
 

（注）役員株式給付引当金の「当期減少額（その他）」78,480千円は、株式給付信託（BBT）の終了に伴う引当金の戻

入額であります。

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 　毎年７月１日から翌年６月30日まで

定時株主総会 　毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 　毎年６月30日

剰余金の配当の基準日
　毎年12月31日
　毎年６月30日

１単元の株式数   100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 　―

　　買取手数料 　無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とする。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで
きない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載して行う。
電子公告掲載URL　https://www.willplus.co.jp/

株主に対する特典

当社は株主の皆様からの日頃のご支援に深く感謝するとともに、当社株式の長期保
有の促進及び投資魅力の向上を目的として、株主優待制度を導入しています。
 
１．対象となる株主様

毎年６月末日時点の当社株主名簿に記録されており、当社普通株式を1,000
株以上、かつ継続して１年以上保有する株主様
 

２．優待の内容
株主ご本人またはご家族（二親等以内）の方によるご使用に限り、当社にて
新車をご購入いただく際に、「利益度外視値引き（メーカー希望小売価格より
最低５％値引き保証）」特典を付与いたします。
 

３．贈呈時期
毎年９月初旬

 

（注）１．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】　

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社はありません。

 
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第18期(自　2024年７月１日　至　2025年６月30日)　2025年９月24日関東財務局長に提出。

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2025年９月24日関東財務局長に提出。

 
(3) 半期報告書及び確認書

事業年度　第19期中(自　2025年７月１日　至　2025年12月31日)　2026年２月13日関東財務局長に提出。

 
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書

2025年９月25日関東財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(届出を要しない株券等又は新株予約権証券等の発

行)の規定に基づく臨時報告書

2025年11月13日関東財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書

2026年7月24日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 
2026年９月28日

株式会社ウイルプラスホールディングス

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　野　　祐　　平  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 椙　　尾　　拓　　郎  

 

 
＜連結財務諸表監査＞
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社ウイルプラスホールディングスの2025年７月１日から2026年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ
シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監
査を行った。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社ウイルプラスホールディングス及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結
会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項
監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重
要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見
の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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店舗固定資産の減損

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

注記事項（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、
会社グループは、2026年6月30日現在、輸入車ディー
ラー事業62店舗を展開している。連結貸借対照表上の有
形固定資産残高は10,288,546 千円、無形固定資産残高
は415,413千円であるが、その大部分は店舗資産であ
る。また、当連結会計年度において、減損損失69,767千
円を計上している。会社グループは、店舗固定資産の減
損の兆候の有無を把握する際に、各営業店舗を独立した
キャッシュ・フローを生み出す最小の単位としている。
減損の兆候の有無に関する検討は、店舗別損益実績に本
社費等の共通費の配賦計算を加味した店舗別損益情報に
基づき実施される。減損の兆候がある店舗について、割
引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る
場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損
失を計上している。回収可能価額については、使用価値
又は正味売却価額のいずれか高い金額により算定してお
り、使用価値は、将来キャッシュ・フローを割り引い
て、正味売却価額は不動産鑑定評価額等を基礎として算
定している。また、注記事項（重要な会計上の見積り）
に記載のとおり、割引前将来キャッシュ・フローは取締
役会で承認された店舗別利益計画を基礎に作成された店
舗の将来事業計画を基にしており、その主要な仮定は新
車及び中古車の販売見込み台数である。店舗固定資産の
減損については、仮に店舗別損益情報が適切に作成され
ない場合には減損の兆候判定を誤る可能性があること、
また、主要な仮定である新車及び中古車の販売見込み台
数については、不確実性を伴い経営者による判断を必要
とすることから、当監査法人は当該事項を監査上の主要
な検討事項に該当すると判断した。
 

当監査法人は、会社グループが実施した店舗固定資産
の減損に関する兆候判定の方法の妥当性を検討し、減損
の兆候がある店舗の割引前将来キャッシュ・フローの総
額の見積りの妥当性を検討する目的で、主として以下の
監査手続を実施した。
【減損の兆候の有無に関する検討】
・共通費配賦前の店舗別損益実績について、会計システ
ム残高との整合性を検討した。
・共通費の配賦計算について、費目毎の配賦基準を検討
するとともに、配賦後の店舗別営業損益の合計と全社の
営業利益の整合性を検討した。
・共通費配賦後の店舗別損益実績について、俯瞰的な視
点から営業損益の趨勢分析を行い、異常点の有無を検討
した。
【減損の兆候がある店舗の割引前将来キャッシュ・フ
ローの見積りの検討】
・割引前将来キャッシュ・フローの見積期間について、
主要な資産の経済的残存使用年数と比較した。
・割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎とした
店舗の将来事業計画について、取締役会によって承認さ
れた店舗別利益計画との整合性を検討した。
・経営者の見積プロセスの有効性を評価するために、過
年度における事業計画とその後の実績を比較した。
・将来事業計画の基礎となる主要な仮定である新車及び
中古車の販売見込み台数については、経営者と協議を行
うとともに、過去実績や市場データからの趨勢分析を実
施した結果と、将来事業計画における販売見込み台数
を比較した。
・割引前将来キャッシュ・フローの計算について再計算
を実施するとともに、売上の予測について、将来の変動
リスクを考慮した感応度分析を実施した。

 

 

その他の記載内容
その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書
以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、
その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ
のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
連結財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
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結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸
表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査
閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又
は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した
事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止
されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上
回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 
＜内部統制監査＞
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ウイルプラスホール
ディングスの2026年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。当監査法人は、株式会社ウイルプラスホー
ルディングスが2026年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が
国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の
評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統
制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務
諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他
の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告
に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。
監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。
なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。
 
内部統制監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに
ある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す
る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び
適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内
部統制報告書の表示を検討する。
・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、
内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し
た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又
は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
＜報酬関連情報＞
当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬
及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査
の状況】に記載されている。
 
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以  上
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(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 
2026年９月28日

株式会社ウイルプラスホールディングス

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　野　　祐　　平  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 椙　　尾　　拓　　郎  

 

 
＜財務諸表監査＞
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社ウイルプラスホールディングスの2025年７月１日から2026年６月30日までの第19期事業年度の財務諸表、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について
監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会
社ウイルプラスホールディングスの2026年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査上の主要な検討事項
監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である
と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい
て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
当監査法人は、監査報告書において報告すべき監査上の主要な検討事項はないと判断している。
 
その他の記載内容
その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書
以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、
その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような
重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
 
財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
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実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又
は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監
査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい
る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合
理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 
＜報酬関連情報＞
報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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